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特集：大規模災害と社会保障Ⅰ

趣　旨

Ⅰ　東日本大震災における被災者支援政策とその問題点
　今回の特集は、大規模災害における社会保障のあり方について、海外の事例を紹介していただくことで、今
後の日本における被災者支援政策の見直しに向けてのヒントを得ることを目的としている。以下においては、
参考までに東日本大震災においてどのような被災者支援が実施されたのか、そして、どのような問題が浮き彫
りにされたのかを概観してみることにしたい。
1　緊急対応−災害救助法
　災害救助法は、災害直後の被災者を救助・支援するものであり、避難所などにおける生活の維持や応急仮設
住宅などにおける仮の住居の確保は、この法律を根拠に実施されている。避難所でどのような設備を設置する
のか、どのような食事を提供するのか、応急仮設住宅をどのような仕様にするのかなどについては、内閣総理
大臣（東日本大震災時においては厚生労働大臣）が定めた「一般基準」があり、災害救助を実施する都道府県
知事はそれを踏襲しているものの、一般基準によっては被災者の救助・支援が困難な場合は、都道府県知事は
「特別基準」を設定することで柔軟な運用が可能となっている。
　特別基準を設定することで、避難所生活を快適なものにし、高齢者・障害者・乳幼児・妊婦などの福祉的な
配慮が必要な人たちに対する細かい配慮も可能となる。特に、高齢者や障害者に対する個別的な配慮を行なう
「福祉避難所」も開設された。
　ただし、そのような特別基準を設定して柔軟な運用が可能であることを、すべての自治体が災害前から把握
していたとはいいがたく、厚生労働省はそのような運用が可能であることを周知徹底すべく通知を何度も出し
たという経緯がある。今後は、緊急対応時における被災者支援の担い手たちが、平常時から災害救助法の知識
を習得しておくことが望まれる。
2　住宅再建−被災者生活再建支援法
　住宅再建については、阪神・淡路大震災を契機に制定された被災者生活再建支援法があり、被災の度合（全
壊か大規模半壊か）、住宅再建の方法（建設・購入か補修か賃貸か）によって最大300万円を給付することがで
きることになっている。
　その反面、被災者の生活保障・収入保障については、災害時に特化した給付制度は存在せず、平常時におけ
る社会保障制度の活用に頼らざるを得ない。また、300万円だけで住宅再建が可能なのかという論点もあり、
それを補うべく、自治体が独自に支援金を支給するというケースも見られた。
3　広域避難者対策
　東日本大震災においては、被災した都道府県や市町村を越えて避難した人が多く現れた。このような人々は、
広域避難者（あるいは県外避難者）と呼ばれている。広域避難者は、避難先においては、平常の公営住宅であ
るとか民間の借り上げ住宅などに居住することから、なかなか避難者として認識されず、かつ、これまでに培
ってきたコミュニティから孤立しがちになるという特徴をもっている。大震災をきっかけに浮き彫りにされた
被災者グループといえよう。
4　復興基金
　1991年の雲仙普賢岳噴火災害以降、大規模な災害が起きるたびに「復興基金」が創設されており、これまで
も被災自治体が幅広い分野にわたって独自の補助金事業を展開してきた。東日本大震災においては、「復興基金」
「復興交付金」が設けられた。復興段階においては、さまざまな支援ニーズが生じることから、このような基
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金の設置は貴重な支援手法となっている。今後は、復興基金創設の制度化、基金の財源確保が課題となる。
5　個人情報の共有
　災害時において重要なのは、どこに被災者がいるかを把握することである。いくら被災者支援の担い手がい
たとしても、被災者にアプローチできなければ無意味になってしまう。大震災時においては、障害者支援団体
が障害者の所在をなかなか把握できなかったというケースが見られた。さきほど述べた、広域避難者も把握が
難しいグループとして位置づけられる。そこで、被災者支援の担い手同士による、被災者の所在を初めとした
個人情報の共有をいかにしてスムーズに実施するのかが、今後の被災者支援策の課題として取りあげることが
できる。

Ⅱ　特集内容の紹介
　今回の特集では、4名の研究者から執筆いただいているが、簡単な紹介を述べていくことにする。
　大谷論文においては、 中国・四川大地震（2008年5月）を素材に、自然災害への国家による対応を中心に社会
福祉の側面を含め解説をしていただいた。震災復興においては、何よりもスピードが重視された点が強調され
ている。東日本大震災でも採用された「対口支援（一対一支援）」政策も紹介されている。少しずつではあるが、
政府に統制されない自主的な草の根的民間組織が芽生えつつあるのが注目に値する。被災者に対する福祉的配
慮につき、筆者による懸念が具体的事例をもとに取りあげられている。論文を通じて、中国特有の政治的社会
的事情ゆえに被災者支援策があるときは妨げられ、形骸化され、促進されていく姿が印象的であった。
　垂水論文においては、台湾・921地震（1999年9月）ならびに88水害（2009年8月）を素材に、住民の多様性
に配慮した復興を中心に解説をしていただいた。921地震における復興施策は、阪神・淡路大震災における復
興施策を模範としたものであった。加えて、コミュニティ（社区）を核にした復興まちづくりが行われた。88

水害における復興施策として、土地利用制限をする地域・地区を指定した上で、指定された居住者に対して無
償の住居（永久屋）が提供されている。両災害ともに民間部門の活躍が印象的であった。921地震においては
基金が民間主体で運用され、88水害においては、永久屋の建設が民間によって実施された。
　武田論文においては、ニュージーランド・カンタベリー地震（2010年9月～2011年6月）を素材に、震災直後
の被災者支援策（現金支給ならびに家賃補助、小規模企業に対する休業補償、立入禁止地域の雇用主に対する
給与補助）を紹介いただいた後、復興施策の主たる担い手となったカンタベリー復興庁の創設ならびにその機
能を中心に解説をしていただいた。公的な地震保険と政府による土地・家屋の買い上げ制度の存在、民間組織・
団体による救援活動・復興支援、災害における社会保障制度との多彩な連携、被災者支援・生活再建をサポー
トするための情報提供・コーディネートサービスの存在が印象的であった。
　小谷論文においては、冒頭においてイタリアにおける災害対策法制の歴史ならびに、日本における災害対策
基本法に相当する「災害防護国民サービス設置法」について解説をした後、イタリア・アブルッツォ州震災（2009

年4月）を素材に、被災者支援の担い手である全国災害防護庁を中心とする災害防護国民サービスの活動を中
心に解説をしていただいた。カトリック的な「補完性の原理」にもとづいた国－自治体－市民社会の協働、被
災都市の中長期的な震災復興プロセスの不調が印象的であった。また、緊急的な生存確保に限定されており、
それ以降の被災者に対する福祉的な配慮について課題が残されていることが指摘された。
　以上のような、さまざまな国による、さまざまな制度を比較検討する中で、大規模災害時における社会保障
に関する議論が活発化することを願いたい。

（山崎栄一　関西大学准教授）
〔出典〕
山崎栄一『自然災害と被災者支援』日本評論社（2013年）
岡本正＝山崎栄一＝板倉陽一郎『自治体の個人情報保護と共有の実務－地域における災害対策・避難支援－』ぎょう

せい（2013年）17～43、56～62頁（山崎担当部分）
山崎栄一「第8章　災害対策基本法の見直し」関西大学社会安全学部編『防災・減災のための社会安全学』ミネルヴ

ァ書房（2014年）141～157頁
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1．はじめに

　本稿の目的は、2008年5月12日に発生した四川

汶川大地震、さらに5年後である2013年4月20日に

発生した四川芦山地震・雅安地震を比較しながら、

中国政府による災害復興対策の特徴と課題を検証

し、この地震により浮き彫りになる中国社会の課

題について提起することである。

　2008年に発生した四川大地震は、これまで地震

国として知られてこなかった中国に大きな地震が

発生することを国内外に知らしめた。一般的に

いう四川大地震は、2008年5月12日午後2時28分

に、四川省の汶川県（省都である成都市から70キ

ロ）を震源地として発生した、マグニチュード

8.0の四川汶川大地震（以下、5・12汶川大地震）

のことである。さらに、四川省では、5年後とな

る2013年4月20日、マグニチュード7.0の四川芦山

地震・雅安地震（以下、4・20芦山地震）が発生

した。2008年の地震が発生したときは、これまで

中国での大災害はあまり報道されてこなかったこ

ともあり、中国でも大地震が起きることについて、

8月の北京オリンピック開催を目前として注目を

集めていた国際社会を驚かせた。1949年、新中国

が建国して以降、最大の災害であった。その対応

が優先される一方、中国としては異例の国際社会

の支援の受け入れや、震災についての報道を行っ

た。2008年の四川大地震後は、中国政府の発表す

るところでも、中国は地震の多い国であるという

認識が強まった。2010年4月14日に発生したマグ

特集：大規模災害と社会保障Ⅰ

四川大地震における中国社会の復興対策の特徴と課題

大谷 順子

■ 要約

　2008年8月、北京オリンピック開催を目前に控えた5月に発生した四川大地震は中国社会に大きな被害をもたらし

た一方で、中国政府は迅速な対応を行い、その復興事業はオリンピックや2010年の上海万博と同様に、国の威信を

かけた大事業となった。「防震減災法」の規定にのっとり、国務院に「抗震救援総指揮部」が設置され、温家宝首相

が総指揮をとった。6月に「汶川地震被災後再建復興条例」が、8月に「国家汶川地震被災後復興再建総合計画」が策

定された。対口支援方式により復興支援が競争的におこなわれたこともあり、3カ年計画は2年に縮められ、実際には

2年半に達成できたとして共産党の偉業として宣伝された。震災以前からの西部大開発計画事業も、震災復興に伴い

加速して進められた。政府主導の迅速な対応は中国政府だからこそ成し得た復興である一方で、震災以前よりの懸念

である国内格差問題や流動人口の問題も含め、個々の被災者たちの生活再建には課題も残る。また、震災は、新中国

始まって以来の人々のボランティアやNGO活動への起点ともなるなど、中国社会への変容を促すきっかけとなった。

■ キーワード

中国、四川大地震、復興計画、対口支援（一対一支援）、中国NGO元年
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四川大地震における中国社会の復興対策の特徴と課題

ニチュード7.1の青海地震では、温家宝首相が15

日午後6時頃、被災地玉樹県に現地入りし、救援

活動の指揮をとった。またBRICs首脳会談でブラ

ジル訪問中の胡錦濤国家主席も緊急帰国し、17日

には現地入りした一方で、2008年の四川大地震の

ときとは対照的に外国からの支援や報道が入るこ

とを規制した。2013年の4・20芦山地震のときも、

基本的に自国で対応する政策をとった。そのため

現地の状況を把握していない者には、4・20芦山

地震の被害は大きくないという認識が多く聞かれ

た。しかし、表1に挙げるように、決して被害が

小さかったとは言えない。中国青年報（2013年4

月23日）は四川大地震の後に建てられた建築物の

多くが損壊したとして「教訓が生かされていない」

と指摘している。しかし、海外からの支援を受け

入れない一方で、中国共産党の英文雑誌などには

2008年の教訓を活かして2013年は上手く対応した

という特集記事などの宣伝報道がなされた。

写真：中国共産党の英文雑誌（2013年6月）

表1　中国西部大地震の比較

震災名 四川汶川大地震 青海地震 四川芦山地震（雅安地震）
発生日時 2008年5月12日

14時28分
2010年4月14日
7時49分

2013年4月20日8時2分

マグニチュード 8.0 7.1 6.6
震源地 四川省アバ・チベット族チャ

ン族自治州汶川県（成都から
70km）（龍門山断層帯）

青海省玉樹チベット族自治州玉
樹県

 四川省雅安市芦山県竜門郷（龍
門山断層帯）

死亡者数
重軽傷者数
行方不明者数

69,277名
374,643名
17,923名

2,968名
12,315名
270名

196名
12,200名
21名

住宅被害 倒壊21万6千棟
損壊415万棟

民家1万5000軒倒壊
（震源地近くでは家屋の90％以
上が倒壊）
約10万人住居失

倒壊1.7万戸5.6万棟
全壊4.5万戸14.7万間
全半壊15万戸71.8万間（注＊1）

注＊1）：四川芦山地震（雅安）の住宅被害は翟琨・穐原雅人（2013）「四川雅安芦山大地震の復興構想研究」（http://
www.think-t.gr.jp/katudou/pdf/2013-No9.pdf）より。
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　中国はこれまで日本のような震災の被災国とし

て知られてこなかったが、実は大きな地震の発生

は歴史をみても決して少なくはない。しかし、日

本ほどは頻発ではないことや、報道があまりなか

ったこともあり、国内外から注目もされず、震災

復興の経験が共有されてこなかったといえる。表

2には、中国の地震史における主なものをあげる。

近年のものについては、規模（M）が7.0に達し

なかったものでも2008年四川大地震以降の主なも

のをあげる。四川や青海のほか、新疆や雲南とい

った少数民族の多く住む地域などでも大きな地震

が頻発していることがわかる。新疆の地震につい

てはほぼ報道されない。地震の発生地が、人の居

住していない山間部や砂漠であり、被害がほとん

どなかったこともある一方、政治的理由から震災

の情報について統制がなされる場合もある。

　2008年に四川大地震が発生し、中国にも大地震

が起こる事実を認識した国際社会が、中国にも以

前に大きな地震が発生している例として挙げたの

が、1976年に発生した唐山地震であった。しかし、

1976年の唐山地震のときはカメラの持込を禁じる

など情報統制を行い、被害状況の把握が困難であ

った。この地震では、合弁企業の設立を目指して

出張中であった日立の邦人職員3名も全壊したホ

テルで死亡している。死者の数が25万人であるこ

とが発表されたのは、3年も経ってからであり、

それは、失脚から復活して、事実上の中華人民共

和国の最高指揮者となった鄧小平によって発表さ

れた。この1976年というのは、中国の歴史を見る

と特別、慎重な時期であったとも分析できる（大

谷，2009）。唐山地震は1976年7月28日に北京の近

くの河北省で発生している。この1976年1月8日に

表2　中国における代表的な地震史

年月 地震名称 規模（M） 死者（人）
1920年12月 海原地震 8.5 20万（235,502）
1927年5月 古浪地震 8.0 4万（41,419）
1931年8月 富蘊地震 8.0 1万
1932年12月 昌馬地震 7.6 200（7万）
1933年8月 畳渓地震 7.5 9,365
1950年8月 チベット察隅－墨脱 8.6 3,300
1966年3月 河北省寧晋邢台地震 7.2 1,000（8,064）
1970年1月 雲南省通海地震 7.8 15,621
1973年2月 四川省炉霍地震 7.6 2,199
1974年5月 雲南省昭通地震 7.1 1,541
1975年2月 遼寧省海域地震 7.3 200（1,839）
1976年7月 河北省唐山地震 7.8 25万（242,800）
2008年5月 四川大地震（汶川） 8.0 69,277
2008年8月 雲南攀枝花地震 5.9 36
2009年5月 新疆地震 5.2
2009年7月 雲南姚安地震 5.7 1
2010年4月 青海地震 7.1 2,968
2011年3月 雲南盈江地震 5.5 25
2012年9月 雲南貴州地震 5.7
2013年4月 四川芦山地震（雅安） 6.6 196
2014年2月 新疆地震 7.3

出典：朝日新聞2008年6月12日の表、NHKスペシャル「中国・四川大地震」2008年5月24日放送の表、「中国の地震危険」
（www.nliro.or.jp/disclosure/q_kenkyu/No14_2_1.pdf　アクセス日：2008年11月25日）の表を主に、そのほかの資
料から併せて、筆者作成。死者数は出展により大小の差がある。代表的なものだけであり、ほかにも多く発生
している。（大谷, 2009）にさらに筆者加筆修正。
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は周恩来が死去し、7月6日には人民解放軍の創設

者である朱徳が死去した。そして、毛沢東が9月9

日に死去している。これから新中国がどうなるの

か、党内部も混乱していたと推察でき、人民に対

して社会不安をあおるような災害報道は厳しく統

制されたと考えられる（大谷，2009）。

　四川大地震の復興そのものについてはトップダ

ウンですすめるという中国政府の行政スタイルが

色濃く現れていたといえる。その進捗状況につ

いては、節目の機会における中国政府共産党の

大々的な宣伝に使用された。震災からまもなく1

年となる前の2009年3月には、人民大会で温家宝

首相が、「被災地の復興を完了させる時期につい

て、これまで3年を目標としていたが、1年早めて、

「2年以内」とする。胡錦濤主席も四川大地震1年

の追悼式典で「復興を2年で達成する」と速めた

発表をしたi。被災者が1日も早く快適な生活を送

ることができるようにする。」と発表した（大谷, 

2012）。震災後約1年半となる2009年10月1日には、

新中国成立60周年を祝う行事iiで、四川大地震か

らの異例のスピードの復興を新中国の成し遂げて

いる偉業のひとつとして称えた。中国中央テレビ

では、汶川地震2周年に、「2年間にわたる再建努

力の結果、被災地は新たに生まれ変わっていま

す。」と宣伝的に報道している。しかし、被災地

農村部で完成した140万戸以上の被災者用住宅に

すでに何人が入居したのかを政府は明らかにして

いない（大谷, 2012）。震災後三年余りとなる2011

年7月20日に祝った共産党成立90周年では、四川

大地震の復興を、共産党の達成した偉業のひとつ

として宣伝した（大谷, 2012）。2008年8月北京オ

リンピックと、2010年上海万博という中国が威信

をかけた国際大イベントの成功と国際的評価にお

いて、四川の復興政策が失敗という足をひっぱる

ことにならないように神経が使われたと言える。

2．中国の「防震減災法」

「防震減災法」（1997年12月設定，1998年3月施行）

とは地震対策の一般法だが、四川大地震の震災後

復興対策に適応できず、2008年12月に「防震減災

法」を11年ぶりの法改正を行った。中国では1949

年の建国当初より、大洪水などの自然災害が発生

していたことから、自然災害は国家の危機的事象

として認識されていたが、「自助」の概念が基本

方針であり、政府による救済はほとんどなかった。

「大躍進」時代と飢饉の失政を経て、1963年から

政府による救済も認められた。しかし、1966年か

ら1976年の文化大革命によりその救済政策も破綻

した。文化大革命終了後1978年には民生部が設立

され、農村社会救済にあたる。その後、国連の国

際防災年にそって1989年中国でも中国国際減災十

年委員会が設立される（大谷, 2012）iii。

　現代中国の応急対策計画については宮尾（2012）

が、中国における突発事件応急対策計画の全体の

枠組みを概説し、さらに自然災害に関する応急対

策計画の概要と課題について紹介している。

　四川大地震については、中国政府はその復興事

業を国家の威信にかけた大事業とした。先にも述

べたように政府は迅速な対応をした。国家の指導

者たちはすぐに現地入りをした。温家宝首相は地

震発生の即日、地震対策本部を設置し、被災地

で陣頭指揮に当たった（大谷, 2009&2012）。スイ

スで世界経済フォーラムに参加していた胡錦濤

国家主席も直に帰国し5日目には被災地を視察し

た。仮設住宅の建設も異例の迅速な対応であっ

た。被災1週間後の19日は仮設住宅の建設が開始

し、10日後の同月29日には入居がはじまった（大

谷, 2009&2012）。1995年阪神淡路大震災では仮設

住宅への入居が始まったのは震災後3か月である

ことと比較しても、また2011年東日本大震災被災

地での経験と比較しても、10日で入居開始という
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ことは迅速である。広大な四川大地震による被災

地では仮設住宅の需要数も桁が違い、その後も何

か月にわたっての仮設建設は継続した。ただし、

トイレ・浴室・台所は外付け公共という設計で日

本の仮設住宅と比べると水回り工事など省略され

た建設工事となっている。

写真：彭州市新興鎮仮設住宅群（医療施設、消防署な
ど町ごと）（2008年8月9日筆者撮影）

　四川大地震発生に対する中国政府の対応は素早

く、緊急に国家地震応急救援体制を設立した。「防

震減災法」（1997年12月制定、1998年3月施行）の

規定にのっとり、国務院に「抗震救援総指揮部」

を設置した。温家宝首相が総指揮をとり、災害発

生から7時間後には既に被災地入りをし、その様

子を宣伝報道した。その前の、震災発生から2時

間後には、国家減災委員会による救災応急体制が

とられ、国家緊急救援隊の出動、人民解放軍と武

装警察部隊の出動も要請され、初動体制の設置は

きわめて迅速であったことは、高い評価に値する

ものである（宮入, 2011）。この背景にはトップダ

ウンですすめるという中国政府の行政スタイルが

これを可能としている。また、2003年に発生した

SARS（重症急性呼吸器症候群）発生流行の経験iv

より整備された国家機器管理体制が功を奏したと

も言われている（鄧, 2010., 張・大谷, 2014）。

　四川大地震発生後の2008年12月に「防震減災法」

の改正が実施されたが、その改正の実施にあたり、

国務院法制局と中国地震局が大震災の教訓をまと

めており、その点については、顧（2009）が7点

にまとめている。すなわち、①地震防災計画の作

成と実施を十分できなかった。②地震重点観測地

域における国家の観測が不足であった。③地震観

測と予報に関する設備投資が不足し、観測能力向

上を妨げている。④都市部において地震災害に対

する総合防災能力が弱かった。⑤農村の住宅には

耐震設計がほとんど行われていなかった。⑥住民

は地震などの防災意識が低くて、自助と共助の能

力が不足し、防災組織化されていなかった。⑦地

震緊急救援システムが未整備の状態におかれ、避

難テント、仮設住宅などの生活復興がルール化さ

れていなかった、としている。

3．「汶川地震被災後再建復興条例」と
　「国家汶川地震被災後復興再建総合計画」

　6月1日、国務院地震救援総指揮部の決定に基づ

き、汶川地震復興計画チームを設立した。6月4日、

国務院常務会議にて「汶川地震被災後再建復興条

例」を原則可決した。「汶川地震震災復興再建条

例」（2008年6月8日に制定）とは中国で初めて制

定された、特定の地方災害を対象とする国家主導

の復興再建に関する行政条例である復興特例法で

あり、全9章80条からなる。四川大地震の復興再

建にかかわる「理念」をはじめ、応急対応から復

興計画に至るまでの復興再建とその手段、プロセ

スなどの全体のフレームワークを規定した法律で

ある。

　震災復興再建の「原則」では、①被災地の自力

再生と国家支援、対口支援の融合、②政府主導と

社会参加の結合、③現地復興再建と遠隔地移転新

建設の結合、④質的重視と効率重視の結合、⑤当

面の課題と長期の視点の結合、⑥社会の経済発展

と生態環境・資源保護との結合などを規定してい

る。実践にあたって堅持する方針とは「人間本位」、

「科学的計画」、「統一性と各分野への配慮」、「段
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階的実施」、「自力再生」、「国家支援」、「社会扶助」

などである。

　そして、8月12日、国家発展改革委員会は国家

汶川地震被災後復興再建総合計画（マスタープラ

ン）案を公表した（大谷, 2009&2012）。震災から

3ヶ月の策定を目指した。8月12日の発表は、27日

に国務院常務会議にて原則可決された。発表され

たマスタープランでは、目標として、3年で被災

住民の生活や経済活動を地震前の水準以上に回復

することをあげた。総合計画の全体構成は、表3

に挙げる。

　被災地への支援は、災害復興としてのものだけ

でなく、本来、中国の経済成長政策、西部大開発

計画として、もともと四川など被災で震災前から

あった開発計画もさまざまなものがある。例えば、

四川省の省都である成都市から都江堰市を結ぶ高

速鉄道の建設ももともとあったものである。2010

年5月に完成した。この完成を急ぐことにより、

北京オリンピックの成功を優先し被災地の復興を

後回しにしているという人々の疑惑を解消するた

めの象徴的な宣伝にも用いられた。「家電下郷」

政策は、テレビ ･洗濯機などの政府の指定した家

電などを購入した農民に13％の補助金を出すとい

うもので、これも、被災地の農民の生活再建の助

けとなっている（大谷, 2012）。震災復興の実施は、

西部大開発計画も後押しをして加速している。震

災以前から懸念となってきた中国国内の格差問題

に対する西部の不満に対する対策でもある。

表3「汶川地震被災後再建復興条例」と「国家汶川地震被災後復興再建総合計画」

汶川地震被災後再建復興条例　2008年6月
国家汶川地震被災後復興再建総合計画（マスタープラン）2008年8月

目標 3年で被災住民の生活や経済活動を地震前の水準以上に回復
序章 計画策定に関与した機関一覧、目次、まえがき

被災の分析 第1章　復興基礎 被災地の概況、災害損失、直面している問題、有利な状況
復興の総論 第2章　全体的要求 指導思想、基本原則、復興目標

第3章　空間的配置 被災地域の3区分（最適再建地域、適度再建地域、生態再建
地域）、復興区画、都市配置、産業配置、住民の居住場所の
確保、用地手配

復興の各論 第4章　都市・農村住宅 農村住民の住宅・都市住民の住宅の建設・修復
第5章　都市建設 都市部の復興再建の方針：市政公用施設、歴史文化の有名な

都市・町・村
第6章　農村建設 農村部の復興再建の方針：農業生産、農業サービス体系、農

業インフラ
第7章　公共サービス 教育および科学研究、医療衛生、文化体育、文化遺産・自然

遺産、就業および社会保障、社会管理
第8章　インフラ施設 交通、通信、エネルギー、水利
第9章　産業復興 工業、観光、商業貿易、金融、文化産業
第10章　防災減災 災害防止、減災災害救済
第11章　生態環境 生態系修復、環境整備、土地整備・再開墾
第12章　精神衛生対策 ヒューマニズム、民族精神

計画実施方針 第13章　政策措置 財政、租税、金融、土地、産業、対口支援（一対一支援）、援助、
そのほかの政策

第14章　復興資金 資金の需要と調達措置、刷新融資、資金配置
第15章　計画実施 組織指導、計画管理、分類実施、物資保障、監督検査

出典：大谷順子（2009）「四川大地震に見る現代中国－阪神淡路大震災と福岡西方沖地震との比較を交えて－」『九州
大学アジア総合政策センター紀要』第3号, 35頁に加筆修正。（資料）国務院抗震救災総合指揮部復興再建設計
（2008）『汶川地震災害復興再建基本計画』、『四川の窓』「震災被害と復興事業の全体概況（1-1）」（2010）（日中
経済協会・四川省協力情報サイト）、および（鎌田, 2011）（宮入, 2011）を参照。
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4．「対口支援（一対一支援）」政策v

　対口支援は、中国において1970年代から経済発

展政策として用いてきた方式である。比較的経済

発展の進んだ省や直轄市が、遅れた地域を一対一

で支援する仕組みである。これは、四川大地震被

災地の復興のためにも適用された。被災地に多く

の支援が入ったが、まもなく、政府が「対口支援

（一対一支援）」政策を打ち出し、どの省がどの

被災地を支援するのか割り振った（表4）。そし

て、その支援の成果を競争させた。比較的裕福な

省が特に被害の大きかった地域を支援するという

ことになり、はじめ援助に入った貴州省などは四

川省に隣接する省であるが貧しい省なので割り当

てからははずされた。これは、支援の偏った1か

所集中、あるいは重複を避けるためということも

あるが、震災をきっかけに自発的におきた被災地

を助けたいという中国の人々のボランティア発生

の動きなどを政府主導の体制に戻すためという見

方もある。上海市や広東省など裕福な省・市の支

援を受けることになった地域は、復興も比較的早

く、質の良いものが建設された。被災地と地方都

市がペアを組む「対口支援（一対一支援）」政策は、

復興のスピードアップに貢献した。

　四川大地震の対口支援の主な内容は、①復興計

画の作成、建設設計、専門家によるコンサルタン

ト、工事建設と監理などのサービス、②都市住民

住宅の建設、③学校、病院、文化・スポーツ、社

会福祉などの公共施設の整備、④都市部の道路、

給水排水、ガス、電気などのインフラ施設の建設、

⑤農業、農村のインフラ施設の建設、⑥労働力の

供給・就業機会の提供、農業科学技術などのサー

ビス提供、⑦企業投資・工場建設の奨励、商業流

通などの市場サービス施設の建設などとなってお

り、すなわち、インフラ整備のハード面の支援が

うたわれていることがわかる。

　広域災害への対策として、2011年に発生した東

日本大震災でも参考にされた。対口支援を行うこ

とで支援県の責任感と業務の継続性が担保された

と検証されている。例えば、関西広域連合はでは、

神戸市は名取市、西宮市は南三陸町に応援を行っ

たvi。中国の経験を参考にしながら、この関西広

域連合による対口支援は独自の方法に応用されて

いく。すなわち、広域連合により交代で行うこと、

例えば、和歌山県で発生した水害のために和歌山

県のその地域からの応援が引き上げてもほかの町

が入るということで、単体の対口支援でなく、ブ

ロックの対口支援で対応できた。関西広域連合に

よる応援の強みは、専門職、引上げ舞台の補充が

できるから、応援の息切れや燃えつきが起こりに

くい。日本の対口支援はソフト面にも用いられて

表4　汶川地震被災地復興再建「対口支援（一対一支援）」
割り振り表

山東省　　 ⇒ 四川省北川県羌族自治県
広東省 ⇒ 四川省汶川県
浙江省 ⇒ 四川省青川県
江蘇省 ⇒ 四川省綿竹市
北京市 ⇒ 四川省什邡市
上海市 ⇒ 四川省都江堰市
河北省 ⇒ 四川省平武県
遼寧省 ⇒ 四川省安県
河南省 ⇒ 四川省江油市
福建省 ⇒ 四川省彭州市
山西省 ⇒ 四川省茂県
湖南省 ⇒ 四川省理県
吉林省 ⇒ 四川省黒水県
安徽省 ⇒ 四川省松潘県
江西省 ⇒ 四川省小金県
湖北省 ⇒ 四川省漢源県
重慶市 ⇒ 四川省崇州市
黒龍江省 ⇒ 四川省剣閣県
深圳市 ⇒ 甘粛省文県, 武都区, 康県, 舟曲県
天津市 ⇒ 陕西省宁強県, 略陽県

出典：（大谷, 2012）
《汶川地震灾后恢復重建対口支援方案》国務院
辦公庁 2008年6月11日。《汶川地震灾后恢復重建
总体划》国務院2008年9月19日。

引用文献：《汶川地震灾后贫困村重建进程与挑战》黄
承伟・向德平（編）社会科学文献出版社　
2011年45頁。《四川省地图集》成都地图出版
社　2010年124-125頁。
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いる。長期にわたる支援ができる。また、府県、

政令都市、中核市、市町村など各行政レベルの重

層的な支援が可能となるため、例えば県の職員が

わからなくても、市町村の職員がわかり対応がで

きる。連携が速くなり、情報の集約、交通整理が

容易となる。全体の能力があがる。

　対口支援をとることの中央政府の狙いは、国内

経済格差の大きい中国において、復旧復興の財源

を比較的富裕な省（市）に委ねることによって、

中央政府の財政負担を軽減させることができる。

また、それによって国内格差問題を水平的再分配

によって緩和させることができる。担当地域を決

めることによって、また、支援を速く大きく行っ

たところを表彰することで、復興のスピードと額

を競わせ、結果として総体的に復興を大きく成し

遂げることを目指すことができる。さらに、中国

共産党が2004年に発表した各階層間で調和のとれ

た社会を目指すというスローガンである「和諧社

会」の実現を目指すためにも効果的である中国政

府の復興政策を象徴しているといえよう。

　その結果、最も裕福な上海市の援助を受けるこ

とになった都江堰市は、仮設学校校舎から、恒久

的に建設されたインフラまで、あきらかに支援が

ほかの地域よりも良いという現象も見られるよう

になったといえる。都江堰市には、上海市政府に

より大きな復興博物館が建設され、援助の偉業が

展示されている。住民は「これは政府の建てた宣

伝だから（現実の一側面でしかないのだ。）」と漏

らした。周辺はモダンな新しいモダンな街並みと

なり、欧米風のコーヒーショップまで建てられ、

様相が変わっている。博物館のとなりには広大な

公園と、これから建設予定の大都会建設様の高層

復興住宅など復興計画見取り図看板などが並んで

立っている。その向こうには、のどかな農地がつ

づいている。

　四川大地震の記念博物館は広域な被災地におい

て至るところに建設されている。震災により村が

全崩壊したことで有名なチベット系少数民族北川

県羌族自治県では、観光地としての開発目的も合

わせて、2年半で広大な農地にニュータウンが建

設された。建設費用は推定1000億円以上とされ

る。チャン族自治県人民医院など総合病院は、最

新設備を備えた。学校は耐震学校施設として建設

された。災害復興の宣伝のための展示場も作ら

れ、中国語と英語で説明は表記されている（大谷, 

2012）。国家汶川地震被災後復興再建総合計画（表

3）第9章にあるように、政府は被災地観光による

復興を目指した観光業の発展促進をひとつの産業

写真：上海市政府により都江堰市に建設された復興博物館（左）。
　　　展示された写真：対口支援調印式（右）
　説明文が中国語だけでなく英語が揃っているのも中国の博物館展示にしては整備が整っている。さすが上海が宣伝
に建てたものである。（2013年6月筆者撮影）



－12－

海外社会保障研究　Summer 2014　No. 187

政策としている。チベット系少数民族のチャン族

の多く住む北川県の壊滅的被害は、伝統的な独特

の住居や街並みを持っていた旧北川県から、新北

川県への移転を伴う再建プロジェクトとし、民族

衣装を着たチャン族による観光のための街とした

ことで、これが被災者たちの求めていた生活なの

か、被災者の生活再建よりも博物館建設に巨額の

建設費を投じるのが先なのかなど、いろいろな議

論がなされてきたvii。新北川県でも、観光地のほ

か、その向こうに続く広大な工業地帯の建設予定

を進めている。

　表5には、四川省各庁局対口（一対一）連絡重

度被災県（市）を挙げる。ただし、各庁局は、表

にあげた被災地においてだけ活動をするわけでは

なく、四川省全体を管轄するわけである。

5．2008年を「中国NGO元年」

　先にも述べたように、復興そのものについては

トップダウンですすめるという中国政府の行政ス

タイルが色濃く現れていたといえるが、四川大地

震後の復興における中国社会で起きた特徴のひと

つに、中国におけるNGOのあり方も見ておく必

要がある。

　現代中国社会において、震災をきっかけに多く

のNGOが生まれたこと、人々が自発的にボラン

ティアを始める動きは大きな社会変容であったこ

とも特記すべきことである。

　まず、中国のNGOは、日本や欧米のそれとは

異なる社会にあるもので、簡単に説明をしてお

く。中国にはNGOというもの自体が存在せず、

多くのNGOはGONGO（政府組織非政府組織：

Government-organized NGO）であると言える状態

が続いてきた。草の根NGOが発展するきっかけ

となったのは1995年に北京で開催された世界婦人

大会である。期間中に女性NGOフォーラムが北

京で開かれ、NGOに関する概念および関連する

問題が中国で初めて知られるようになった。この

とき、NGOとして中華全国婦女連合会（中華婦

女連）という全国に組織を展開するNGOが代表

的な役割を果たしたが中華婦女連もGONGOであ

る。災害時に大きく活躍する中国紅十字会（赤十

字）もGONGOである。

　中国では1998年中国国務院は民政部の元社会団

体管理局を民間組織局と改名し、公の場面では

NGOのことを「民間組織」という呼び方が正式

使用されるようになった（齊, 2000：30）。2007年

11月の全国社会組織建設と管理業務経験交流会を

きっかけに、「民間組織」の代わりに「社会組織」

との名称を使用し始めることとなった。政府側と

しては、「社会組織」とは各レベルの民政部門で

登録した「社会団体」、「民弁非企業単位」、「基金

会 」を指す。1998年10月25日国務院令が公布し

た第250号「社会団体登記管理条例」および第251

号公布の「民弁非企業単位登録管理暫行条例」、

2004年3月8日国務院令第400号の「基金会管理条

例」により、社会団体、民弁非企業単位および基

金会は、政府部門で登録と管理、監督を受ける

表5　四川省各庁局対口（一対一）連絡重度被災県（市）

四川省発展改革委員会 ⇒ 北川県羌族自治県
四川省交通庁 ⇒ 汶川県
四川省建設庁 ⇒ 青川県
四川省経済委員会 ⇒ 綿竹市
四川省国有資産監督管理委員会 ⇒ 什邡市
四川省教育庁 ⇒ 都江堰市
四川省民政庁 ⇒ 平武県
四川省財政庁 ⇒ 安県
四川省国土資源庁 ⇒ 江油市
四川省労働保障庁 ⇒ 彭州市
四川省水利庁 ⇒ 茂県
四川省農業庁 ⇒ 理県
四川省林業庁 ⇒ 黒水県
四川省商務庁 ⇒ 松潘県
四川省文化庁 ⇒ 小金県
四川省衛生庁 ⇒ 漢源県
四川省環境保護局 ⇒ 崇州市
四川省広電局 ⇒ 剣閣県

引用文献：（大谷, 2012）《四川省地图集》成都地图出版
社　2010年125頁
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「合法的NGO（法定NGO）」である（張・大谷, 

2014）。NGOの分類として、いろいろな分類がさ

れているが、李（2009）は広義的に「登録NGO（合

法NGO）」、「草の根NGO」、「住民組織」の3つに

分けている。

　中国社会のNGOは、震災前から女性問題、環

境問題、貧困問題などを中心に活動し、地域的に

は北京と環境でいえば雲南省に集中して存在して

いたわけであるが、2008年四川大地震がNGOと

いう全国的な人民の自発的な活動のうねりとなっ

た。中国における慈善事業の先駆者の除永光はこ

の2008年を「中国NGO元年」と位置づけた（張・

大谷, 2014）。

　しかし、中国ではNGOの登録が非常に難しい

という課題がある。多くのNGOは実はNGOとし

て登記させてもらえず、複雑な手続きをあきらめ

て会社として登録し税金を払っている。NGOと

して登記できないと寄付金を受け取ることができ

ないviii。「民弁非企業単位登記管理暫定条例」（1998

年10月25日国務院令第251号発布）の第3条および

第5条では「業務主管部門」の審査と「登録管理

機関」（「国務院民政部門および県レベル以上の地

方各レベル人民政府民政部門」）による登録が必

要であると規定している（つまり「二重管理」の

制度をしいている）。第11条には「1行政区1分野1

団体」というルールがある。これは、同一地域に

同一種類の組織を重複して設置することを禁止す

るものである。計画経済下における経済主体の業

種別管理を明確にするため、団体間の競争を回避

し、各団体の利益を保証することを目的に社団の

登記にも用いられた。大多数の「業務主管部門」

は責任を負うことを望まず、登録に積極的にかか

わろうとしないため、自発的な民間組織は「業務

主管部門」を見つけるのが非常に難しいのが実情

である（張・大谷, 2014）。草の根NGOが合法的

な身分になるのは非常に困難である。多くの草の

根NGOは事実上、登録から排除されている（李, 

2010）。このような状況は、四川大地震後発生し

たNGOがNGOとして登記し活動を続けることを

困難としている。

　2008年の震災において四川省で救援活動に参加

した民間の組織は300以上あった。中華人民共和

国国務院の「中国の救災行動」（2009）によると、

国内外のボランティアの人数は300万人以上にの

ぼり、後方で支援にかかわったボランティアの数

は1000万人以上とされる。中国における慈善事業

の先駆者の除永光はこの2008年を「中国NGO元

年」と位置づけた（張・大谷, 2014）。また、「ボ

ランティア元年」ともいわれる（新家・山口, 

2009）。四川社会科学院の研究者が設置したNGO

「512民間救助服务中心（サービスセンター）」は、

情報プラットフォームを設立し、連合したNGO

組織は38、関連組織は80以上となる。研究書も併

せて文書として経験を残しているix。「基金」の形

式をとったNGOも多い。

　5・12地震が発生してからから5年、多くの

NGOは撤退したが、現在も被災地で震災復興支

援を続けている草の根NGOが存在する。そして

2013年の4・20地震での救災では大きな役割を果

たした（張・大谷, 2014）。

　2013年の4・20芦山地震のときは、2008年の5・

12汶川大地震での経験を踏まえて、NGOのコー

ディネートや政府との連携が物理的に強化され

た。雅安市には、「雅安抗震救災社会組織および

ボランティアサービスセンター」が設立され、4・

20芦山地震の被災地で活動するNGO団体のほと

んどはこの建物の中にオフィスあるいはデスクを

構えたことにも象徴されるが、政府からのNGO

ボランティア組織に対する管理が制度的に強まっ

たと言える。雅安市は成都市から200kmの距離（車

で2時間）であるが、雅安市内から被害の大きな

町や村（それ自体が広大な地域である）へも車で

数時間かかる距離である。

　先に、2008年四川大地震の発生をうけて四川省
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で救援活動に参加した民間の組織は300以上あっ

たと記したが、その多くは活動を継続できなかっ

た、あるいはしなかった一方で、2008年からの活

動があったからこそ、2013年の4・20芦山地震に

素早く対応できたNGOもあったx。その研究で取

り上げた事例（張・大谷, 2014）としては、地震

により一人っ子を失くした母親のケアを行うため

につくられたNGOであるが、2013年の4・20芦山

地震では、小学校での被災児童へのケア活動に活

動内容を転向している。

6．生活再建における諸課題

　生活再建を考えるに当たり、中国独特の社会保

障制度を見ておく必要もある。中国の社会保障制

度を論じるとき、その一国二制度を無視するわけ

にはいかない。中国の社会保障制度として論じら

れているのは一般にその人口の一部である都市籍

人口に対して者である。同じ国のなかで、非農民

（都市）籍人口と農民籍は全く別に扱われており、

社会保障制度を享受するのは、少数派の都市籍人

口だけであった（大谷, 2007：157）。つまりは、

中国の社会保障制度は、少数派の都市籍住民にの

み存在しているとも言えるほど限られており、農

村籍住民には社会保障制度は整備されていない。

中国の抱える課題のひとつである急速な人口高齢

化への対策としての社会保障制度の整備も中国政

府労働社会保障部の重要課題でありながら、それ

は都市籍人口だけで手いっぱいの状況である。た

まに、新聞には農村籍にも社会保障を拡げるとか、

農村籍人口数千人に都市籍を与える措置を行うな

どのニュースがでているが、大海の一滴状態と言

えよう。そのような差別社会において、農村人口

にとっては、子どもは農作業の手伝いをするとい

うだけでなく、子どもはすなわち老後の保障でも

あった。さらに、中国固有の人口政策による一人

っ子を失くすということは悲しみだけでなく現実

問題となってせまってくる。2008年四川大地震の

被災地にある仮設住宅の掲示板には計画生育委員

会からの「一人っ子を震災で失った親はもう1人、

子どもを産むことを認める」xiという通知が掲示

されていた（2009年3月現地視察）。これは、2008

年5月の震災後まもなくの8月に視察したときはま

だなかったが、2008年7月25日四川省第11届人民

代表大会常務委員会第4次会議での策定となって

いる。また、不妊治療も無料で提供されたxii。一

方で、被災者の間での流産や死産が多いという報

告もある。心理的ストレスによる影響だけでな

く、仮設住宅の建築材料の接着材や台板につかっ

た化学物質ホルムアルデヒドなど環境要因も指摘

されているxiii。米国のハリケーン・カトリーナの

被災地でもシックハウス症候群の原因として同様

の報告がある。震災で子供を亡くした親で一人っ

子政策の適用を除外された約5千組の夫婦のうち、

震災発生後2年の時点で約2千組はすでに出産し、

500組が妊娠中と報告されたxiv。

　被災高齢者に関するまとまったデータはないが、

震災後被災地で緊急医療活動に従事した香港人

医師は、「まとまったデータはないものの、現場

で感覚的に被災高齢者がどうなるのか心配して

いる。」と英国の医学誌に投稿している（Chan, 

EYY, 2008）。それは、被災者の中でも高齢者の割

写真：福建省福州市による支援で建設された彭州市麗
春鎮白果社区仮設住宅の壁に掲げられた計画生
育委員会の通知看板（2009年3月12日、筆者撮影）
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合が多い感触を得たということ、高齢者特有の健

康問題の状態が気になったというだけでなく、急

速な人口高齢化社会である中国で起きた四川大地

震により、今後、生き残った高齢者たちはどうな

るのかという大きな懸念を直感的に抱いたと報告

している。被災により命はとりとめても、実際に

は農業もできず、生活ができずに、出稼ぎに出る

人々も増加しているxv。もともと四川省も経済改

革開放政策以降、出稼ぎ人口（流動人口）が増加

しているところ、被災により加速している。被災

地各地では、国際赤十字連盟と中国紅十字により

被災老人のための老人ホームも設営されているxvi。

写真：四川大地震被災地の山間部で「皆いなくなって
しまった」と茫然と泣きくれる老人。普通語（中
国標準語）は通じない。（2008年8月筆者撮影）

　山間部で発生した震災ということで被災者の多

くは、農民である。また、中国の抱える問題のひ

とつであるチベット系少数民族が多かった。中国

では沿海部と四川省のある西部の間の格差は著し

いが、さらに、山間部の少数民族というのは都市

の富裕層と比べて経済格差が大きい。都市に出稼

ぎにでかけても農村籍のままで、都市籍に変える

ことは狭き門である。

　生活再建にかかわる問題として、四川大地震被

災により命は取りとめたものの重い障害を負った

人々もいる。先にも述べたように、多くの農村籍

の人々には社会保障制度がないわけだが、復興

計画で中国政府は障害を負った人たちのためのリ

ハビリセンターの建設や復興の場所に障害を持っ

た人に配慮した施設を新たに設けるように指示を

している。中央政府の計画自体は障害を負った人

たちには手厚い内容にしようとしている（大谷, 

2012）。一方で、障害を負った人やその家族は農

民として社会保障に大きな壁があり医療費の負担

が大きくのしかかっているxvii。大震災が発生し

それへの政府の対策がなければなかった制度であ

るので、震災のおかげで、たとえそれが一時的で

あろうとも整備される機会となっているともいえ

る。

　中国政府は四川大地震の復興支援を重視する一

方で、被災民に自力での立ち直りを促すスローガ

ンも用いたキャンペーンを行った。政府はインフ

ラの復旧を重視する一方で、個々の生活再建のた

めに個々のニーズを検討した対策をとったかは課

題が残ると言えよう。例えば、中国政府はおよそ

15兆円規模の復興計画を立ち上げ、その計画では

農村部だけでも「住宅218万戸」再建を掲げた。

それには、被災者の「職の確保」し、生活水準を

地震の前以上に引き上げることなどが含まれた。

しかし、移住しても住宅購入資金は政府の支援だ

けでは不十分であり、現金が必要である。移住す

れば農業はできず家畜も飼えず、収入源もなくな

るxviii。さらに、交通や通信といった「インフラ

の復旧」を目指し、大規模な工事が進められた。

国の威信をかけて進められる復興計画と住宅再建

であった。しかし、実際には、政府の支援だけで

は資金が足りず、住民は多くの負担を強いられて

いる。生活再建に住宅は鍵であるが、農村部の場

合、自宅再建には1世帯当たり、自宅再建には補

助金2万元（約28万円）が支給され、さらに30万

円ほどの低利貸付制度も用意した。補助金を支給

されても新居の建築には10万元（約140万円）が

かかるxix。地震から1年たっても、被災者の多くが、

仕事のあてもなく、借金だけを抱えて、今後の生

活に不安を感じていた（大谷, 2012）。国際赤十字
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連盟によると、3年経っても、被災者は就業難と

借金の問題がのしかかっているxx。

　新しい住居があてがわれても、ニュータウンで

の新生活では、入居者は、高額の住宅ローンを負

う。例えば、メディア（2011年9月18日）で紹介

された76歳男性の例では、震災で息子と家を失っ

たその男性が、3LDKの新居（約90平方メートル）

を配当されたものの、布団は政府の支給だったが、

家と家財道具を買うために5万元（約60万円）を

国から借りることとなった。地元での就労機会不

足のため、生き残った2人の息子は都市部に出稼

ぎに出ており家にいない。家族一緒に暮らす幸せ

は実現困難で、国家主導のスピード復興が優先さ

れた結果であるとの指摘もある（大谷, 2012）。

　政府主導の強い中国社会では、住民が不安を感

じても、行政側にそれをうけつける窓口がないこ

とも課題となっている。復興事業が、行政側と住

民側の意思疎通がないまま、進められているた

め、住民と行政の対立が生じているとの指摘もあ

る（大谷, 2012）。建物の建設が進み、外見からは

復興が進んでいるように見えるが、市民の間から

は不満の声も出ている。完成したばかりの復興住

宅に不安を覚える人もいる。外壁のいたるところ

でコンクリートが剥がれ落ちたり、内壁にもヒビ

が入ったりしている。住民からは手抜き工事では

ないかという声が上がっている。住民たちは今年

3月、住民たちの15％に当たる300名の署名を集め

て、建物の耐震検査をしてほしいと行政側訴えた。

これに対して、地元政府は安全であることを強調

するだけで、耐震性について何の説明もない。四

川大地震では多くの人が倒壊した建物の下敷きに

なって命を落としただけに住民たちは多くの不安

を募らせている。中国政府は、同じ規模の地震に

耐えうる耐震基準を打ち出している。

　倒壊した小中学校の問題の問題は、今もまだ中

国政府にとってはセンシティブなタブーな問題と

なっているが、これに触れないわけにはいかない

だろう。小中学校の建設にあたって、地方政府の

役人が業者と癒着して建設費を安く抑えた「おか

ら工事」の疑いがあり、それが周辺の建物が倒壊

していないところでも小中学校の建物の倒壊につ

ながり、安全であるはずの学校で、かえって児童

らが犠牲となったという疑惑が社会問題化した。

震災から一年後に、政府は死亡・不明児童の数は

5,335人であると発表したxxiが、子どもを失った

親たちが、地方政府に倒壊原因の責任追及を求め

たのには応じない。しかし、政府は調査を行わず

「原因は地震が大きかったことであり、それ以外

の原因の解明はなく、責任追及はできない。」と

いう立場を一貫して通している。地元当局は「6

から8万元（約84から112万円）xxiiを支給する代わ

りに責任追及の活動をやめる」という誓約書に署

名を、身柄拘束などをちらつかせ拒否をさせない

ような方法で迫るxxiii。公安当局は、遺族の抗議

集会につながりそうな集まりは厳しく制限し、声

の大きい母親を厳しく監視し、抗議活動の阻止に

努めている。香港メディアによると、2010年2月、

地震で死んだ子どもたちのことを調べていた中国

人作家が、政権転覆を扇動したとして懲役5年の

判決を受けた。証人として出廷しようとした中国

の有名建築デザイナーが直前に警察から暴行を受

けて、出廷できなかったという事件がおきた。当

局側は倒壊した学校の問題をあいまいな形で決着

しようとしているとの指摘もある（大谷, 2012）。

倒壊した小学校があったところには素早く新しい

街を建設してしまうなど、記憶から消そうとして

いると取れる場所もある。

　緊急避難場所の看板が公園や学校校舎に建てら

れている。しかし、広い公園は良いとして、地方

の学校校舎にもやたらと新しい看板だけ掲げてい

るのは、学校校舎の安全性の確認をしているのか

疑問は残る。
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7．おわりに

　2008年5月12日に発生した四川汶川大地震は、

中国政府にも中国社会にも大きな衝撃を与えた。

さらに、2013年4月20日に四川芦山地震・雅安地

震が発生した。これも大地震であったが、まだ

2008年の記憶が新しく、復興の途中にあるなか、

対応は迅速であったといえる。中国政府は2008年

のように海外からの支援を受け入れず自国で対処

した。2008年5月の四川大地震は8月北京オリンピ

ック開催を目前にしており、世界中が経済成長著

しい中国のいろいろな課題を取り上げた特集報道

を行っていた。そのタイミングで発生した四川大

地震は四川省を中心とする広域な国土と人々に大

きな被害をもたらしただけでなく、中国政府の舵

取りに世界中がさらに注目していた。その復興事

業はオリンピックや2010年上海万博と同様、国の

威信をかけた大事業となり、中国政府は迅速な対

応を行なった。国務院に「抗震救援総指揮部」を

設置され、温家宝首相自らが総指揮をとった。6

月に「汶川地震被災後再建復興条例」が、8月に「国

家汶川地震被災後復興再建総合計画」が策定され

た。「防震減災法」が12月に改正された。総合計

画は本来3カ年計画であったが2年に縮められ、実

際には2年半で達成したと共産党の偉業として宣

伝された。震災以前からの西部大開発計画事業も

加速した。対口支援方式により支援の競争も加速

した。政府主導の超迅速な対応は中国政府の災害

復興政策と実施の特徴である一方で、震災以前よ

りますます注目を浴び始めていた国内格差問題や

流動人口の問題も含め、中国社会の課題を浮き彫

りにした。これらの課題はまた、急速な人口高齢

化や都市籍人口と農村籍人口の差別ともなってい

る中国特有の社会保障制度の課題を含め、個々の

被災者たちの生活再建における課題にもつながっ

ている。また、四川大地震は、新中国始まって以

来の人々のボランティアやNGO活動への起点と

なるなど、中国社会のNGOは欧米や日本のNGO

とは制度的に違うものの、そのような活動をとお

しての生活再建支援の枠も拡げる機会ともなっ

た。政府はNGOの登録や活動を管理・規制しな

がら、どのようにNGOを使っていくのか、これ

からの中国社会における被災者に対する社会保障

の整備とも合わせて、その展開を継続して注視し

ていく必要があろう。住居も含めたインフラ整備

だけでなく、就労の機会や収入も含めた生活再建、

さらにはこころのケアもあわせたハードとソフト

の両方の対応が継続し必要であろう。

写真：成都市内大きな公園での避難場所看板（2013年6
月筆者撮影）
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1．はじめに

　（1）　日本、台湾の二つの災害

　私たちは1995年阪神・淡路大震災を経験し、そ

の16年後の2011年に東日本大震災が発生した。我

が国では1959年の伊勢湾台風以来およそ40年間、

このような大災害に見舞われることはなく、しか

もこの期間はちょうど日本社会の成長期と重なっ

ていた。成長期の終焉と符合して発生した阪神・

淡路大震災は、その復興に成長期の復興枠組みを

使ったことで、成熟期の復興ニーズとの間に大き

な乖離が生じた。そこで得られた経験や残された

課題は、東日本大震災の復興に引き継がれるのだ

が、災害の被害状況や被災地の広がりに大きな隔

たりがあり、過去の延長線では推しはかることの

できない新たな問題解決を私たちに突き付けている。

　実は台湾でも、日本の二つの大震災に相前後し

て、やはり二つの大きな災害に見舞われた。1999

年9月21日に発生した921地震（震源地の名称で、

集集地震ともいう）が台湾中部地域に大きな被害

をもたらしたが、その10年後の2009年8月8日には

88水害（起因となった台風名で、モーラコット〈莫

拉克〉水害ともいう）が発生し、台湾南部一体に

大きな被害が広がった。台湾で921地震に匹敵す

る大震災は、日本の植民地時代に発生した1906年

梅山（嘉義）大地震や1935年新竹台中地震がある。

また、88水害に匹敵する水害では、その50年前の

1959年に発生した87水害が中部地域に甚大な被害

をもたらした。その後もさまざまな災害があった

とはいえ、921震災が起こるまでの間は、比較的

穏やかだったといえる。そして、この間、日本よ

り時期は少し遅れたものの経済成長の時期でもあ

った。こうしたときに起こった921震災の復興経

験や制度構築は、10年後の88水害に引き継がれて

いくわけだが、88水害における復興枠組みは921

震災のそれと相当異なったものとなったのであ

る。このあたり、日本に似た状況があるといえる。

特集：大規模災害と社会保障Ⅰ

台湾の大規模災害
−近年の二つの災害とその復興をめぐって−

垂水 英司

■ 要約

　近年台湾では、1999年の921地震、2009年の88水害という大規模な二つの災害を経験した。それぞれの災害の様相

は異なるが、いずれも被災地は広範囲におよび、住宅再建、まちづくり、高齢化など福祉問題、農村問題、原住民など

エスニシティのあり方など、台湾の現代社会が抱えるさまざまな課題を顕在化させた。その復興過程をみると、政府や

民間組織、そして住民がさまざまな試行錯誤をしてきたが、なお今後に向けての課題も多い。住宅再建やまちづくりの

面から二つの災害復興過程を略述し、わが国にとって台湾の経験をどう受け取るかごく簡単に言及することにしたい。

■ キーワード

住宅自力再建、復興まちづくり（社区営造）、台湾原住民、移転再建
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　いずれにせよ、現時点で台湾の大規模災害を概

観するとなると、この二つの災害を取り上げない

と不十分感は免れない。限られた紙面ではあるが、

二つの災害復興を概観したうえで、わが国にとっ

て台湾の経験をどう受け取るか言及することにし

たい。

　（2）　台湾からのヒント

　ところで私の自己紹介を兼ねて、なぜ多少とも

台湾の震災にかかわったのかを述べさせていただ

く。大学で建築を学んだ後神戸市役所に職を得て

から、建築、住宅、まちづくりの分野で仕事をし

てきたが、退職の5年前に阪神・淡路大震災に遭

遇し、その後5年間住宅復興の職務に当った。退

職間際の1999年台湾921地震が発生し、その2か月

後に台湾内政部営建署の要請で阪神・淡路大震災

の復興経験を伝えるため台湾を訪れた。そこで、

私たちの経験を伝えたが、逆に啓発を受けるとこ

ろも多かった。その一つは、住宅の自力再建への

柔軟な対応である。持ち家比率が日本に比べ圧倒

的に高い台湾1）では、自力再建支援が住宅再建

施策の主流で、この点の施策は実にスピーディに

打ち出された。二つ目は、民間部門の働きが大変

エネルギッシュに映ったことだ。多くのボランテ

ィア、NPO、福祉関係者、専門家、企業、慈善団

体などの民間部門が、緊急救援、福祉、まちづく

りなど震災復興のさまざまな局面に参加し、マン

パワーや資金を投入した。三つ目に、復興まちづ

くり（社区営造）からも大きな印象を受けた。台

湾のまちづくりは、1980年代の民主化の流れの中

で、地域の歴史や文化を見直す草の根の動きが大

きな源流の一つとなった。どちらかといえばハー

ドな地域づくりに原点を持つわが国と比べ、ここ

にも台湾的な特質が色濃く反映していた。

　こうして台湾との復興比較に興味が出てきた私

は、その後足しげく台湾を訪れることになった。

何度も921震災の被災地を訪ね、また、88水害の

被災地も訪ねた。本稿は、こうして得た知見に基

づいている。

2．921震災とその復興

　（1）　被害の概要と特徴

　まず、被害の概要を簡単に見てみたい。1999年

9月21日深夜1時47分台湾中部の南投県集集鎮を震

源地とするマグニチュード7.3の大型地震は、死

者2,455人、重軽傷11,305人という人的被害ととも

に、住宅、学校などの建物、公共施設などに多大

な物的被害をもたらした。台中縣（当時）2）、南

投縣を中心に、全壊38,935戸、半壊45,320戸合わ

せて84,255戸の住宅が被害を受けた（世帯数では

103,961世帯）。

　921大地震の被害は、台中市（当時）など大都

市部についてはむしろ部分的被害にとどまり、両

県内にある中小都市や、経済基盤の弱い農村集落

図１　921震災の再建地域
（県市の表記は、2010年の県市改正以前のもの）
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さらには原住民3）集落が点在している山岳地帯

に被害が広がった。その結果復興面でも、都市部

だけでなく、農村集落、山村集落などそれぞれ地

域の特色を踏まえた復興が課題となった。

　（2）　緊急対応と暫行条例

　政府は地震発生後ただちに救助活動のため軍隊

を被災地に派遣する一方、その日のうちに緊急会

議を開き、全壊被災者に20万台湾元（以下元とい

う。単純に為替換算では約65万円だが、物価水準

を勘案するとさらに高額となる）を支給すること

を含めた15項目の対応方針を確認した。そして李

登輝総統は9月25日、震災対応に関し弾力的財源

調達権や関係法令の制限を受けない権限を政府に

付与する「緊急命令」（根拠は憲法増修條文第二

條第三項規定　期間6か月）を発令した。9月27日

には行政院921災後重建推動委員会（復興本部）

を設置し、緊急対応や復興計画の調整に当たった。

また、緊急対応に並行しながら震災復興の基本と

なるガイドラインの検討に入り、11月9日には復

興のスケルトンともいうべき「災後重建計画工作

綱領」（以下「工作綱領」）を策定した。この「工

作綱領」は復興の基本的考え方や復興目標と、そ

れをバックアップする施策を提示するとともに、

それぞれの施策項目について検討する所管部署を

定めたものだ。その後、復興施策の検討を続け、

緊急命令の失効期限を目前にした2000年2月3日に

は921震災復興の基本法となる「921震災重建暫行

条例」（5年の時限法　以下「暫行条例」という）

の公布にこぎつけた。ながく大きな災害を経験し

なかった台湾は、災害対策の基本法をはじめ既存

の復興制度は手薄だった。（2000年に災害防救法

が制定された。）全台湾を揺るがせた大地震に遭

遇し、手探りしながら復興施策を組み立てていっ

たとみることができる。

　この年の3月18日総統選挙が行われ、台湾の歴

史上初めて政権交代が実現し、国民党に代わって

民進党の陳水扁が5月20日総統に就任した。そし

て新政権のもと暫行条例に基づく新たな行政院

921災後重建推動委員会が組織され、6月1日被災

地の南投県に7部を擁する調整権限を持った復興

本部を開設し、復興の実施段階に入っていった。

　（3）　自力再建支援中心の台湾

　さて、ここで住宅再建の状況に少し立ち入っ

て紹介したい。震災直後のきわめて早い時点で、

921震災の住宅再建を特徴づける3つの対応策が打

ち出された。

　一つは慰問金（慰助金）の支給である。全壊世

帯に20万元、半壊世帯に10万元が所得などの制限

なく一律に支給された。これは使途制限のない現

金支給で、住宅再建資金の一部としても広く活用

されたと考えられる。

　第2は家賃補助である。これは本来仮住居対策

として「仮設住宅への入居」、「国民住宅4）の優

遇提供（通常価格の70％で提供）」と並ぶ3つ目の

選択肢として打ち出されたものである。補助額は

1年間毎月一人当たり3,000元（4人世帯であれば

14万4,000元）で、所得と関係なく全半壊の住宅

所有者に支給された。この家賃補助は使途制限

のない一種の現金支給だったことから、3つの選

択肢のうち最も人気が高く、31万6,096人が支給

を受けた。1世帯4人で計算すると約8万世帯とな

り、仮設住宅の建設戸数5,854戸、国民住宅の購

入1,198戸と比べ圧倒的に多いことがわかる。

　第3は、住宅再建のための低利融資で、中央銀

行による1,000億元枠の緊急融資制度が用意され

た。住宅再建、購入については、最高350万元ま

で最長20年間融資するもので、貸出利率は150万

元までは無利子、150万元を超える部分は3％とな

っている。これは当時台湾の金利事情からいえば

相当有利な融資条件であるといえる。（震災当時

の郵便貯金定期金利が5.15％）さらに、いわゆる

二重ローンに対する踏み込んだ対策や建築許可な



－23－

台湾の大規模災害－近年の二つの災害とその復興をめぐって－

どに対する思い切った規制緩和措置もとられた。

　このように、まず震災直後に打ち出された住宅

再建策は、個人住宅の自力再建を現金支給や低利

融資などでバックアップしようというもので、い

わばその3点セットがいち早く用意されたことに

なる。個人資産に補助しないという原則のもと自

力再建支援が手薄で、公的住宅建設をいち早く前

面に掲げた阪神・淡路大震災の場合と著しく対照

的である。

　（4）　921重建基金会

　自力再建支援は、住宅再建の条件がある被災者

にとっては有効だが、その条件がない被災者を取

り残しかねない。本格的な実施段階へ移るなか、

資金や担保不足などで住宅再建が困難な被災者の

課題が明らかになってきた。また、台湾の農村部

や山間部に広く残る共有地などの土地問題は予想

以上に住宅再建の足かせとなった。さらに被災集

合住宅の合意形成が進まず、集合住宅再建を支援

する制度の拡充も課題となった。こうした中で「財

団法人921重建基金会」（以下、重建基金会という）

が一つの重要な役割を果たした。

　重建基金会は、政府に寄せられた義援金約140

億元を民間の視点を生かして管理運営するため設

立された財団法人で、一般施策では手の届かない

ところを埋める役割が期待されていた。震災1年

後から政府の住宅再建政策上の不足を補うための

施策に力点をおいた（「築巣専案」）。集合住宅の

再建支援のためのコンサルタント派遣、低所得者

に対する住宅再建支援（中低所得者の住宅再建に

対し20～50万元補助し、必要な場合は専門家チー

ムを派遣して住宅再建まで協力する）、さらに合

意形成が順調に進まなかった集合住宅再建に対

し、より踏み込んだ支援策を行った。これは集合

住宅の再建に参加できない被災者の財産を基金会

が買い取り、自ら事業に加わることで住宅再建を

支援する仕組みである（「臨門方案」65棟で適用）。

　重建基金会の事業実績をみると、これら住宅

関連（全体の64.86%）のほかに、生活再建関連

（15.79%）そのほかの事業支援にも活用されて

いる。これは阪神・淡路大震災など我が国のさま

ざまな災害で活用された復興基金に類似した仕組

みで、大災害においては、初期の復興枠組みの補

完や、個別的で多様なニーズに対応するため必要

な仕組みといえよう。

　（5）　公的住宅の建設

　921大地震後の住宅再建は、自力再建支援を主

軸にスタートし、再建困難者に対しさまざまな補

完施策を積み重ねてきたが、政府はさらに一歩踏

み込み公的住宅を直接建設する検討を始めた。政

府が開発する新社区（新開発団地）に低廉な分譲

住宅「一般住宅」あるいは低家賃の賃貸住宅「平

価住宅」を建設し、さまざまな要因で自己敷地に

再建できない被災者、仮設住宅入居者、低所得の

被災者などに提供するものである。公的住宅の供

給状況は、3縣12箇所の新社区に、一般住宅917戸、

平価住宅421戸となっている。（表1）

　平価住宅の家賃は入居資格や入居者の所得に応

じて、それぞれ規定家賃の30％、50％、70％、90

％と段階的な家賃が設定されている。（例えば東

勢新社区で16坪の住宅の場合､規定家賃は4,288元

である）また、入居者の条件によっては、一定期

間賃貸の後買い取る「先租後售」方式も可能で、

この場合賃貸期間の家賃の一定額を分譲代金に充

当できる。

表１　公的住宅供給

団地（箇所）一般住宅（戸）平価住宅（戸）
南投縣 7 348 223
台中縣 4 184 198
雲林縣 1 385 －
合計 12 917 421

行政院九二一震災災後重建推動委員會 九二一震災災後
重建經驗（上）2006年1月により作成
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　しかしながら、公的住宅建設については手続き

の遅延や地方政府の経験不足などから順調に進ま

ず、最初の入居が震災後2年半となるなど完成ま

でに相当時日を要した。このため被災者のニーズ

が変わったり、また、立地が良くない住宅もあり、

さらに建設戸数も限られているなど被災者のニー

ズに十分応えられず、公的住宅建設は921震災の

住宅復興で大きな役割を果たすには至らなかった

といえる。

　（6）　復興まちづくり（社区営造）

　次に台湾の復興まちづくりについて触れておき

たい。台湾では1980年代の後半頃から、社会の民

主化を背景に、自分たちの地域やコミュニティに

関心を向けた、自主的で草の根的な活動が盛んに

なってきた。社会的要求運動、地域の歴史や文化

に関する活動、環境を守る活動、都市計画への住

民参加など、さまざまな人々がさまざまなルート

を通してこれらの活動に参入してきた。コミュニ

ティ（社区）は一種の社会風潮となり、熱い視線

が注がれた。このような背景の中で、1994年行政

院文化建設委員会（文化庁のような部署で、現在

は文化部に改組、以下文建会という）は、コミュ

ニティ（社区）の文化建設を軸にしたまちづくり

を初めて行政施策としてスタートさせた（社区総

体営造）。引き続いてほかの行政部局あるいは台

北市などもコミュニティ（社区）単位の施策を始

めるなど、まちづくりは一定の社会的認知を受け

始めていた。

　921震災後の「工作綱領」の中でも、「コミュニ

ティ再建計画」が「公共建設計画」「産業再建計

画」「生活再建計画」と並ぶ4本柱の一つと位置づ

けられた。そして「コミュニティ再建計画」は、“下

から上へ”積み上げることが強調され、各郷、鎮、

市あるいは社区ごとにそれぞれ住民代表なども含

めた再建委員会を設置、専門計画チームがそこで

の意見や審議を踏まえながら、地区ごとのまちづ

くり計画を定めていくことが明記された。このた

め被災地の県や郷、鎮、市において、200を越え

るコミュニティ単位の再建委員会が立ち上げられ

た。ただ、策定された計画内容は、公共施設整備

などを期待する地元要望型ビジョンも多く、参加

の程度や自発性、論議の深さなども限界があり、

復興まちづくりに十分結びつかなかったと指摘さ

れている。

　しかし、実際の復興まちづくりの動きは、特に

農山村部の少なくない社区で進んでいった。衰退

傾向にあった地方小都市や山間部の村落では、地

域再生が大きな復興課題となっていたのである。

震災前から台湾各地でさまざまな活動をしてきた

専門家、NGOなどの多くの人材が、被災地コミ

ュニティの支援に赴いた。一方被災地域では、女

性などこれまで外に出なかった層も含め、多くの

人たちが震災を契機に活動に参加した。そして、

文建会はじめ政府各部門も重層的行政機構の束縛

を排し、コミュニティに直接支援する仕組みを用

意した。また、被災地を4つの地域に分け、それ

ぞれの地域ごとにまちづくりセンターを設置し、

まちづくりセンターの運営を任された専門家グル

ープが、各コミュニティにまちづくり相談員を派

遣しながら支援するシステムも運用した。（60か

所のコミュニティを支援）

　取り組まれたまちづくりのテーマは、新たな産

品開発などによって衰退する農業を転換する課

題、高齢者に対する見守り活動、環境保護や防災、

原住民族の伝統文化の再興などと多様である。す

べてが成功的に進んだわけではないが、いくつか

の地域でさまざまな成果が生まれた。例えば、南

投県埔里鎮桃米村は、近くのNGOが支援に入り、

カエルやトンボなどの豊かな自然生態を活用した

エコ学習村を目指してまちづくりを進めた。村民

参加で荒地を生態池に変え、自らカエル、トンボ

の知識を学んで解説員になり、あるいは民宿を経

営し、村あげてエコ学習村づくりに取り組んだ。
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そして多くの訪問者を迎えるようになった現在

も、常にテーマを更新しながらまちづくりを発信

し続けている。

3．莫拉克台風とその被害

　（1）　被害の概要と特徴

　921地震の10周年を迎えようとするとき88水害

が発生した。フィリピン東北海上に発生した中型

の莫拉克台風（モーリコット台風、日本の呼称は

台風8号）は、2009年8月7日深夜花蓮付近に上陸し、

8日14時頃には桃園附近で海上へ抜けたが、台風

の南側から大量の湿った空気が流入し、台湾南部

地域に記録的な集中豪雨をもたらした。8月7～10

日の4日間の累積雨量は2965mm（阿里山・嘉義県）

に達し、これは年間平均降雨量の実に70%にあた

る。

　莫拉克台風による被害は、台湾南部の6県にお

よび、山地を中心に膨大な山崩れ、土石流による

被害をもたらしたほか、堤防の決壊などによる浸

水被害もひろがり、河川沿いの平地部、河口の海

岸部などにも多大な損害をもたらした。

　多くの尊い人命も失われた。88水害による死

亡者は677人、行方不明22人、重傷4人 を数える。

特に、高雄県甲仙郷小林村は、崩壊した裏山に一

気に飲み込まれ、村が消失するとともに、500人

近くの人命が失われるという悲劇も発生した。

　居住不能となった住宅1,767戸、浸水戸数は約

140,418戸にのぼり、道路、鉄道などインフラ被

害も深刻で、特に山岳地の集落へ通じる道路が寸

断され、長期にわたって孤立する地域が広がった。

農林水産業、山村の観光業なども大きなダメージ

を受けた。

　急峻な山岳地に被害が広がった88水害は、その

地域を伝統領域としてきた社会的弱者でもある原

住民族の復興のあり方が大きな課題となった。そ

の復興では、今後危険とみなされる地域から移転

して再建するのか、あるいは現地にとどまって再

建するのかの選択が鋭い争点になったのである。

88水害は、台湾の歴史、文化的背景をも含んだ構

造的災害ということができる。

　（2）　緊急対応と復興計画

　道路が寸断された山岳地に分散する被災地、88

水害発災時の初動対応は困難を極めた。予想を大

きく上回る雨量であったとはいえ、多くの人命が

失われる状況になり、情報収集の遅れ、危機意識

や決断力の不足、さらには、さまざまな失言など

が取り沙汰され、政府も大きな批判にさらされた。

　政府のその後の復興に向けた対応をみると、復

興体制づくりや計画策定、さらに執行へと早期に

進めようとする動きが見て取れる。災害後20日目

の8月28日には莫拉克台風災後重建特別条例（重

建特別条例）が成立し、行政院莫拉克台風災後重

建推動委員会（復興本部）を組織し、災害1カ月

後の9月6日には復興ガイドラインである区域重建

図2　莫拉克台風による累積雨量と被災区
（県市の表記は、2010年の県市改正以前のもの）
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綱要計画が策定され、それに基づき「基礎施設」、

「住まい（家園）」および「産業」の3分野で復興

計画が具体化された。

　88水害の復興を最も大きく特徴づけるのは、「特

定区域」の指定と復興住宅「永久屋」の提供とい

う枠組みである。今回の災害で採用された新たな

復興方式で、被災地域のうち、今後危険とみなさ

れる地域を特定区域に指定し、特定区域内では居

住や耕作を認めず、その代わりに、別の場所に政

府が土地を用意し、そこに民間の支援団体が建設

した永久屋を無償で提供しようとするものであ

る。政府は災害直後から慈済基金会5）などの民

間公益団体と永久屋建設について協議を始めてい

た。そして慈済基金会は早くも11月15日には高雄

県杉林郷大愛園区に永久屋756戸の建設に着手し

たのである。

　921震災の経験やその後災害防救法（2000年7月

19日）などの制度整備によって迅速な対応が可能

になったという面もあるが、初動対応でなされた

批判にこたえようとする当局者の強い意志も伝わ

ってくるようだ。しかし、一方で、こうした早期

の復興事業の具体化は、逆に被災者を置き去りに

したとの批判を招くことにもなった。本稿では、

この新しい復興枠組みを中心に、主に原住民族の

復興状況について簡単に紹介したい。

　（3）　特定区域の指定 

　災害から1カ月が過ぎた頃から復興に向けた具

体的な動きが始まった。まず、被災した集落につ

いての安全評価が、原住民集落と非原住民集落に

分けて実施された。評価結果は原住民集落では

105地区のうち59地区を不安全と認定した。一方、

非原住民集落については、186地区で実施、96地

区を不安全と認定した。（調査地区は、原住民集

落の場合は村や隣保単位が多く、非原住民集落の

場合は散居が多い） 

　安全評価作業に目途がついた11月後半から、焦

点は特定区域指定へと移っていった。特定区域の

根拠は重建特別条例第20条2項の規定で、政府は、

被災地において安全に不安がある土地に関し、従

前居住者の合意を得たうえ特定区域を指定し、居

住の制限、あるいは、転居、村落移転を強制する

ことができるが、その場合、政府は適切な住まい

を提供しなければならい旨を定めている。そして

特定区域から転居する者については、政府が用意

する永久屋（後に説明）の配分を受けられるほか、

引越し費用15万元、生活支援金9万元、家賃補助

24万元が支給される。

　しかしながら特定区域の指定作業は難航した。

政府は各集落で説明会を開催したものの、特定区

域とは何か、どのように指定されるのか、居住者

にどんな影響があるのか、不安や疑念は解消でき

なかった。被災者の解釈もまちまちで、原住民の

人たちのなかでは、永久屋の提供と引き換えに自

分たちの故郷（原郷）を失うのではないか、震災

復興を名目とした強制移転だとの見方も根強かっ

た。特定区域指定に反対し、自主的な部落再生運

動を推進するため、集落ごとの自主的組織が結成

され、年末にはこうした組織が集まって台湾原住

民族部落行動連盟が動き出そうとしていた。

　こうした情況のなか年が明けて政府は、特定区

域より制限の緩やかな「安全堪虞（不安）地区」

という新たな考え方を打ち出し、安全堪虞地區に

認定すれば永久屋の申請が可能としたのである。

特定区域指定に難色を示していた地域の多くは安

全堪虞地區を選択した結果、原住民集落では6割

近くの地区が安全堪虞地區となった。特定区域指

定状況は表2に示すとおりである

　（4）　永久屋団地

　それでは、特定区域から移転する被災者に提供

される永久屋団地についてみてみよう。表3は、

災害後3年の時点での永久屋の建設状況である。

これら団地の土地の多くは公有地や台糖公司の土
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地を活用して政府が提供した。建設を担った民間

団体は、宗教系の公益団体である慈済基金会、世

界展望会（ワールドビジョン）、法鼓山基金会に

加え、台湾紅十字会（赤十字）などの規模の大き

な公益団体である。

　筆者は、最も先行して建設された高雄県杉林大

愛園区（団地）を、最初の入居が始まった直後に

訪れる機会があった。災害後わずか6カ月の2010

年2月6日に早くもⅠ期工事が完成、春節（旧正月）

前の2月11日に入居式典を行った。広々した平坦

地にある大愛園区の正面入り口を進むと、そこに

は灰色の粗面仕上げの壁面に統一された、700戸

あまりの真新しい2階建ての永久屋が立ち並んで

いる。台糖公司の土地を政府が買収して提供、そ

こへ慈済基金会が建設した永久屋である。これま

で台湾で見たことのない大きな復興団地が短期間

に建設されたことに驚くとともに、いろいろな課

題を抱えていることも感じざるを得なかった。

　正面から入って右の一帯は原住民が入居し、左

の一帯は漢民族が入居するブロックである。原住

民族の中でも布農（ブヌン）族、魯凱（ルカイ）

族など異なった部族があり、さまざまなエスニシ

ティの人たちが一つの園区に集まり、特有の文化

や生活習慣を超えて、新たなコミュニティを育て、

新たな人間関係を形成できるのだろうか？

　大愛園区に移転してくる被災者の原住地の集落

は山地の広い範囲に散在しており、直線距離で20 

キロ、30キロと離れている。政府は永久屋をでき

る限り被災地の近くに建設する方針を掲げたが、

現実には安全な土地を確保しやすい平地にまとめ

て建設するのが主流となった。その後、もっと近

くに建設を求める要求が出され、永久屋の建設計

画は何度も変更を余儀なくされることになった。

　（5）　移転再建、現地再建をめぐる葛藤

　永久屋に移らずあくまで元の集落にとどまって

再建しようとする動きもさまざまな形でなされ

た。原住民族にとって集落はとても重要な意味を

持っている。生計を支えてきた生活の場というこ

とだけでなく、祖先から受け継いできた伝統領域

であり、慣れ親しんだ山岳景観、そして歴史、文

化、伝承、祭礼あるいは社会の秩序（族によって

母系制、父系制などがあり、頭目をリーダーとす

る意思決定システム）を体現した「原郷」である。

集落の範囲内に永久屋を建設するよう求める動き

や、集落内の安全な場所に「避難屋」を建設し、

災害が予想されるときに一時避難する方式なども

模索された。

　いずれにせよ短兵急に合意を形成するのは困難

であった。集落の被災程度もさまざまで、それに

よって問題や対応も変わった。集落の主要部分が

完全に被災し、全村挙げて移転せざるをえない集

落がある一方、一部分が被災して部分的な移転を

余儀なくされたところもある。また、永久屋を希

望する人、とどまろうとする人、個人の意向もさ

まざまだった。現地再建、移転再建をめぐって集

落や個人の葛藤が続いたのである。

　そしてさまざまな折り合いをつけながら、災害

表２　特定区域指定状況

地区 指定作業 特定区域 安全堪虞
原住民地区 62 26 36
非原住民地区 98 72 26

総計 160 98 62

資料：行政院重建会

表３　永久屋建設完成状況 （2012.6時点）

市縣 団地 建設戸数
南投縣 4団地 186戸
雲林縣 1団地 28戸
嘉義縣 5団地 272戸
台南市 1団地 26戸
高雄市 6団地 1253戸
屏東縣 13団地 1264戸
台東縣 6団地 184戸
合計 36団地 3213戸

莫拉克颱風災後重建三周年成果彙編により作成
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後3年のころには、いくつかの未解決な集落を残

しながら、一応の住宅確保にめどがついたといえ

る。表4は、特定区域および安全堪虞地区に指定

された被災者で、永久屋配分を受けたものと従前

地に残留したものの状況を示している。いわゆる

危険区域に居住していた6,316戸のうち3,346戸が

永久屋の配分を受けたが、およそ4割の人たちは

従前地に残留したことになる。

　入居が決まったとはいえ永久屋が真の居住地と

して熟成していくには、仕事やコミュニティの形

成などさまざまな課題がある。永久屋に移ったと

しても元の集落との関係は続いていく。また、元

の集落もどのように再生を図るか課題は多い、一

つの集落がいくつかの永久屋団地に分散したケー

スなどでは、それらの間の連携も新たな課題であ

ろう。3年が期限の重建条例は2年延長され復興期

間は5年となったが、現在その終了時期も目前と

なった。今後はさらに長期の視点で解決を要する

課題が山積しているといえるであろう。

4．台湾の災害から何を学ぶか

　以上、近年台湾でおきた二つの大災害の復興に

ついて簡単な紹介を試みた。大変多岐にわたる課

題や実践状況を限られた紙数で述べたため、重要

な内容も随分省いてしまった。さらに筆者の専門

が住宅、都市計画分野であるため、その視点から

の内容になった。最後に、この二つの災害復興か

ら触発された点について、台湾とわが国の比較を

念頭におきながら触れておきたい。

　第1は制度インフラのあり方である。「日本は規

制や制度があり過ぎ、台湾は無さすぎる。」これ

はよく台湾の友人たちと話題にする比喩である。

例えば台湾と何かコラボレーションをするとき、

日本側は細かく計画を立てたがり、台湾側は大ま

かな計画で臨機応変に行動したがる。互いにその

ことを念頭に入れておくと、ことはうまく運ぶ。

社会の制度インフラでもこのことは当てはまるよ

うな気がする。阪神・淡路大震災の復興のとき、

私たちは成長期に構築してきた法律、制度、組織

に依拠して対応し、それは力となった反面、ニー

ズに柔軟に対応する障壁になった面も否定でき

ない。日本と比べ制度構築が遅れていた台湾も、

921震災以降さまざまな制度構築を進めてきた。

制度的インフラの必要性と柔軟性をめぐっては、

互いに学び合うことが多いと感じている。

　第2は公共部門と民間部門の役割や関係が台湾

と日本では相当な違いがあることだ。本稿の初め

に筆者が台湾の復興から強い印象をうけたことの

一つとして、民間部門の働きが大変エネルギッシ

表４　各縣市危険地区戸数及人数統計表（2012年6月22日）

縣市
特定区域および安全堪虞 永久屋配分 従前地に残留
人数

A
戸数 戸数 人数

B
人数C=A-B

残留比率
（C/A）*100

南投縣 801 256 187 654 147 18.4
雲林縣 400 126 51 178 222 55.5
臺南縣 211 70 26 91 120 56.9
嘉義縣 1,732 552 515 1,616 116 6.7
高雄縣 7,819 2,687 1,272 4,552 3,267 41.8
屏東縣 6,249 1,947 1,067 3,814 2,435 39.0
臺東縣 1,979 678 228 798 1,181 59.7
合計 19,191 6,316 3,346 11,703 7,488 39.0

資料：莫拉克颱風災後重建三周年成果彙編
注：原住民集落、非原住民集落を含む
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ュに映ったことを挙げた。本文では割愛したが、

921震災では293校の学校再建が必要になり、うち

3分の1に当たる108校が民間の公益団体や企業が

直接設計や建設まで担って再建した。日本であれ

ば公立学校の再建を民間が行うことに違和感があ

るが、台湾では仮設住宅や病院の再建などにも広

く民間の直接支援が及んでいる。台湾の災害復興

ではその当初から民間部門の役割が期待される。

特に88水害の復興では、規模の大きい民間の公益

団体が政府と協調して、より前面に立って役割を

担った。

　また、政府への寄付金を運用する921基金会は

本文で紹介したが、その事務局責任者やメンバー

とは、筆者もその後面識を持つようになった。事

務局にはいわゆる官僚出身者はおらず、大変自由

な発想で公的な任務をこなしていた。阪神・淡路

大震災の復興基金もやはり財団法人が管理運営し

たのだが、実質的には公的な枠組みの中で行われ

たのと比べ印象的だった。

　翻って日本の場合を見てみると、公的部門の制

度やシステムは台湾と比べて強固に構築されてい

る。被災者のニーズに柔軟に寄り添うためには、

もっと民間部門の役割を高めなければならない。

一方で、近年では公的部門のスリム化が図られて

きたこともあって、東日本大震災では被災地自治

体のマンパワー不足が大きな障壁の一つとなっ

た。公部門と民間部門の日本的な関係づくりをど

う構築するか、台湾から学ぶことも多いと思う。

　最後に指摘したいのは、災害の「顔つき」が常

に違うということだ。台湾の二つの災害を通観し、

また、日本の二つの災害を照らし合せてみてやは

りこのことを感じる。一つの災害で得た教訓を次

の災害で生かすことは何としても大切なことだ

が、その経験を過信すると裏をかかれることもあ

ると思う。自力再建支援が中心だった921震災で

経済弱者の再建が困難だったことを教訓とし、原

住民が大きな被害を受けた88水害では先行的に永

久屋を提供することになったと考えられる。その

永久屋が88水害復興の力になったのは事実だが、

逆にそれが残した課題も大きいと感じる。このこ

とはわが国の二つの災害でもいえることだ。阪神・

淡路での経験が前提なしに東日本で力を発揮でき

るとは限らないことは、すでに私たちも経験済み

だ。

　災害復興は、社会そのものを再建するという多

様な道筋をたどる過程であって、大変複雑な要素

を合わせ持った解が必要だといえる。88水害と東

日本大震災の災害復興では、ともに移転再建か、

現地再建かという二者択一が問題になったが、二

者択一を超えたさらに多様な選択肢が必要なのか

もしれない。

　日本は台湾に対し、かつての植民地時代の宗主

国として、あるいは戦後の高度成長時代の経済先

進国として一歩先を歩んできた時代はすでに終わ

った。これからは対等な関係で、情報の共有や交

流の発展を進める時代であり、またその必要性を

痛感している。

注
1） 台湾の住宅所有比率は全体で85.77％と高く、台北

市が83.57％と都市部でもさほど変わらない。（2012

年末　行政院主計処）
2） 縣市改制により、2010年12月25日から台中県と台

中市は合併し台中市となった。ほかに台南県と台
南市は合併し台南市に、高雄県と高雄市は合併し
高雄市になり、さらに台北県は新北市となった。
本稿では、縣市改制前の名称で記述する。

3） 1600 年頃を境に大陸から漢人が移住してくる以前
に、台湾のほぼ全域に分散居住していたオースト
ロネシア語系の住民グループで、そのうち山地に
居住していたグループは今も原住民族のアイデン
ティティを保っている。現在、台湾原住民は14 の
族群が認定されており、人口は約49万人で、台湾
の総人口に占める割合は約2％である。なお、原住
民の呼称は先住民とする人も多いが、台湾の原住
民族という呼称は闘いとったものであり、さらに
先住民は以前いたものとのニュアンスがあり、本
稿では原文のまま原住民または原住民族を用いる。

4） 国民住宅は1976年始まった台湾における公共住宅
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政策で、主に地方政府が分譲住宅を供給してきた。
しかし、その後民間との競合で売れ残りがでるな
ど時代の要請に合わなくなり、現在新規供給は基
本的に行われていない。

5） 慈済基金会は、1966年に證厳上人によって花蓮県
で創立された仏教系の慈善団体である。台湾を拠
点にして広く世界に視野をおき、医療、建設、教
育建設、社会文化などの事業で社会のために力を
尽くしてきた。災害時の支援でも顕著なものがあ
り、その活動は台湾だけでなく世界に及ぶ。東日
本大震災の際には、50億円もの義援金を被災者に
直接配布してその力量を示した。
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づくり研究会翻訳・編集　人と防災未来センター・
こうべまちづくりセンター

九二一震災重建基金會 基金報告　http://www.taiwan921.

lib.ntu.edu.tw/1.html　2014.2.19

行政院九二一震災災後重建推動委員會「九二一震災災
後重建經驗」（上）（下）2006

行政院九二一震災災後重建推動委員會「九二一地震重
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－31－

ニュージーランド・カンタベリー地震

Ⅰ　カンタベリー地震とその被害状況

　ニュージーランドは環太平洋地震帯の中に位置

する島国であり、日本と同様に地震活動が活発な

島国である。1960年から2011年の期間に記録され

たマグニチュード4.0以上の地震は21,538件に上

り、そのうちマグニチュード7.0から7.9の規模の

地震が22回も発生している。1）1840年の建国以来、

政府と国民の間で「地震国」としての認識が共有

されてきたニュージーランドであるが、2010年9

月から2011年6月にかけて発生したカンタベリー

地震は市民生活に甚大な被害をもたらし、ニュー

ジーランド社会全体に大きな衝撃を与えた。

　地震の発生は、2010年9月4日の午前4時35分、

ニュージーランド南島の南東部に位置するクラ

イストチャーチ市から南西40kmの地点が震源地

となり、マグニチュード7.1の揺れが観測された。

震源の深さは10kmで、後に震源となった断層が

約22kmに渡って最大4mほどの幅で移動したこと

が明らかになった。クライストチャーチ市は「ガ

ーデンシティ」という愛称で親しまれる歴史のあ

る観光都市であり、またオークランド市に続き

人口が二番目に多い都市である。2）この地震によ

り、クライストチャーチ市中心部の歴史的建造物

の多くが倒壊し、南東部に位置するポート・ヒル

ズでは40cmの隆起、市東側の住宅地では90cmか

ら1.5mの地盤沈下が起こった。その結果、各地で

家屋が大きく傾いたり、土台から破壊されたりと

いう物的被害が発生したが、人的被害については、

死者はなく、重傷者2名という状況であった。死

者が出なかったのは、早朝であったこと、地震発

生直前にも小さな揺れがあったこと、さらには耐

震建築の規制が厳しく、地震対策が行われていた

ことなどが指摘されている。3）

　その後、余震が続く中で政府とクライストチャ

特集：大規模災害と社会保障Ⅰ

ニュージーランド・カンタベリー地震

武田 真理子
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　2010年9月から2011年6月にかけて発生したカンタベリー地震は、ニュージーランドの第二の都市、クライストチ

ャーチ市およびその周辺地域に暮らす人々の生活に甚大な被害をもたらした。ニュージーランド政府は地震発生直後
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措置をとり、クライストチャーチ市、民間組織、団体、市民との連携と協働により、被災者の生活再建のための対応
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ーチ市が中心となり、迅速な復旧活動が行われて

いたが、2011年2月22日の午後12時51分にマグニ

チュード6.3の最大余震が襲い、カンタベリー地

震の被害は大きく拡大した。この余震はクライス

トチャーチ市の南東に位置する港町リトルトンか

ら西に2.1km、クライストチャーチ市中心部から

南東に10kmの位置が震源地となり、震源の深さ

は5kmと浅く、上下の振動幅が大きい激しい揺れ

であった。修復中の建造物を含め、4000近い建物

が壊滅的損傷を受け、市の象徴であったクライス

トチャーチ大聖堂も崩壊した。市の東側地域はか

つて沼地であったため、液状化の被害が発生し、

住宅地の道路や家屋が水浸しになり、40万トンの

沈泥が発生した。

　地震発生時刻が昼時であったため、市中心部で

は目抜き通りの通行人、バスの乗客、ショッピン

グ・モール内の客、職場の従業員などが建物の崩

壊などにより犠牲となり、郊外地域では岩や崖の

崩落による死亡者が発生した。人的被害は185人

の死亡者、約8,700人の重軽傷者に上り、ニュー

ジーランドにおける地震被害では1931年のホーク

スベイ地震に次ぐ史上二番目の被害規模、自然災

害全般でも史上四番目の大惨事となった。4）特に、

死亡者のうち115名がCTVビル（地元カンタベリ

ーテレビ局の建物）の崩壊により亡くなり、その

建物に入居していた語学学校に通う日本人28名を

はじめとする各国からの留学生が犠牲になった

ことがニュージーランド国内で大きな関心を呼ん

だ。1986年に建設されたCTVビルをはじめ、複数

の近代的建造物が倒壊し、甚大な被害をもたらし

た理由を明らかにするために専門の王立委員会が

設立され、徹底した調査活動が行われた。5）

　2011年2月23日には民間防衛大臣（Minister of 

Civil Defence）により国家緊急事態宣言が発表さ

れ、2011年4月30日まで危機対応が続いた。6）以

降、クライストチャーチ市中心部は立ち入り禁止

地区に指定され、また、液状化の被害にあった住

宅地域を含めた家屋の応急危険度判定が行われる

など、市民の安全確保のための対策が実行された。

2011年6月13日には再びマグニチュード6.3の余震

がカンタベリー地方を襲い、そのことにより液状

化の被害や家屋の倒壊などの物的被害がさらに拡

大したが、人的被害は発生していない。なお、6

月の余震では専門家による調査の結果、新たな断

層が発見され、政府は土地・家屋の危険度判定を

はじめ、震災復興に向けた対応に多くの困難を抱

えている。財務大臣は2011年3月時点で、カンタ

ベリー地震による被害総額は100億ドル7）から150

億ドルに上ると発表し、さらに国の経済活動に対

して5年間でGDPの1.5％の縮小への影響を与える

という予測を公表した。8）

Ⅱ　カンタベリー地震における救援・復興プロセス

　１．地震発生直後の政府の対応

　以上の大災害に対し、ニュージーランド政府

は迅速に対応した。ジョン・キー首相は2010年9

月4日、2011年2月22日のいずれの地震発生時にお

いてもその日のうちにクライストチャーチ市に入

り、被害状況を確認した上でクライストチャーチ

市長をはじめとする関係者と緊密な連携体制を構

築した。

　また、民間防衛緊急事態管理庁（Ministry of 

Civil Defence & Emergency Management、CDEM）9）

と担当大臣は地震発生直後からメディアを通し、

国民への説明を行い、市民への呼びかけや安否確

認の要請、全国からの救援部隊の派遣、クライス

トチャーチ市長と市議会への被害状況の調査など

の役割を果たした。民間防衛緊急事態管理庁を通

じて派遣された救援部隊と地元の民間防衛組織

は、警察、消防、医療機関などとともに人命救助、

交通整理、危険箇所の道路封鎖を行い、クライス

トチャーチ市は市中心部をはじめ、建物、家屋の

応急危険度判定を3日間で実施した。
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　事態を重く受け止めた政府は、2010年9月6日に

地震対応大臣（Minister for Earthquake Response）

を新しく任命し、9月14日には地震被害への対

策を行うための新立法、カンタベリー地震復

旧・復興法（Canterbury Earthquake Response and 

Recovery Act 2010）が成立した。また、9月7日には、

政府と民間金融機関からの拠出によりカンタベリ

ー地震復興基金（Canterbury Earthquake Recovery 

Fund）を設立することを発表し、政府からは5億

ドルの拠出が行われた。

　被災者への支援としては、既存の社会保障制度

による対応だけでなく、被災が原因で一時避難を

要する世帯に対する一律1000ドルの手当の支給

と、休業を余儀なくされた従業員が20人以下の企

業に対する従業員一人当たり週350ドルの休業補

償の支払いを政府が行うことが発表された。10）な

お、カンタベリー地震では液状化の被害が広範囲

に渡り、政府は被災者の土地と家屋を買い上げる

政策を実行しており、この点については後述する。

　2011年2月22日の余震発生後は、日本から派遣

された64名の国際緊急援助隊をはじめ、各国から

の専門的な救援スタッフを受け入れ、人命の救助、

行方不明者の捜索に当たることがニュージーラン

ド政府の最大の任務となった。同時に壊滅的な被

害を受けたクライストチャーチ市中心部を立ち入

り禁止地区に指定し、液状化被害に苦しむ住宅地

区の被災住民の避難支援を行うなど、市民の安全

確保に取り組んだ。

　キー首相は2月22日に現地入りした後に赤十字

社と共同で基金を設置し、自宅あるいは借家が被

害を受けて避難生活を送る被災者に対し、カップ

ルであれば1000ドル、単身者であれば500ドルの

支給と家賃の補助を行った。また、市民の生活基

盤である経済活動への影響を懸念し、2月28日に

は市中心部の立ち入り禁止区域にオフィスや店舗

を構えている雇用主に対して政府が従業員の6週

間分の給与の補助を行うという雇用支援事業の

実施を決定した。11）このような支援策がとられた

ため、6週間後には多くの企業や店舗が市内の被

害を受けなかった地域の建物を借りて営業を再開

した。12）しかし、それでも廃業や倒産を余儀なく

される企業も少なくなかったため、後述するよう

に一時的に失業給付の受給者数が増加する傾向が

みられた。なお、以上の政府による被災者への現

金支給、家賃補助および給与補助の合計額は2億

1400万ドルに上る。13）

　２．復興庁とクライストチャーチ市による復興プロセス

　カンタベリー地震の本格的な復興は、2011年

3月29日にカンタベリー地震復興庁（Canterbury 

Earthquake Recovery Authority、CERA、以下、復

興庁）が創設され、さらに3週間後の4月18日に

カンタベリー地震復興法（Canterbury Earthquake 

Recovery Act 2011、以下、復興法）が成立したこ

とから始まった。14）復興庁はクライストチャーチ

市庁舎に隣接するビル内に設置し、社会保障制度

を所管する社会開発省をはじめ、既存の省庁やク

ライストチャーチ市などの地方自治体からの出向

者と新規採用職員により構成され、チーフ・エグ

ゼキュティブは開放型任用制により地元の電力会

社社長が任命された。15）

　復興法は、有事に必要な対応を行えるよう、復

興担当大臣と復興庁チーフ・エグゼキュティブに

特別に付与する権限を規定すると同時に、その権

限の行使に対する民主的統制を規定することを主

たる目的としている。16）その上で、「復興戦略」、

「クライストチャーチ市中心部復興計画」と、歴

史的建造物、経済、教育再生などの分野ごとの「そ

のほかの復興計画」の策定を9ヵ月以内に策定す

ることを規定した。以上の規定に従い、カンタベ

リー地震の復興プロセスは「復興戦略」と各種復

興計画を復興庁のリーダーシップと市民や関係団

体・組織の積極的な参画によって策定することか

ら始まった。
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　「復興戦略」は復興庁により2011年9月10日に

原案の発表と一般市民からの意見募集が開始さ

れ、2012年5月に復興大臣の承認を得て策定され

た。市民にも理解しやすい表現方法で48ページに

まとめられており、復興の定義を「復旧と増進・

発展」と定めた上で、協働、未来志向、効率性、

思いやり、イノベーション、均衡の取れた合意形

成、シンプルであることの7つを原則とし、①リ

ーダーシップと調整・統合、②経済的復興、③社

会的復興（教育、保健、コミュニティ支援）、④

文化的復興、⑤インフラ、建設、土地利用の復興、

⑥自然環境の保全の6つの構成要素を定めている。

以上の目的とビジョンの下で、4つの時期区分ご

とに具体的な計画とプログラムを策定し、モニタ

リングを含め、あらゆる個人、組織、団体などの

協働により復興を実現させて行くプロセスが示さ

れている。2013年2月20日には最初の被災地域住

民意識調査の結果が公表され17）、6つの構成要素

ごとに復興プロセスの課題が抽出され、市民の復

興プロセスへの参画に関する満足度についてもモ

ニタリングが行われている。

　以上の「復興戦略」の内容とその実践経過から、

ニュージーランドでは住民の主体的参画と地域コ

ミュニティの再構築から復興が実現するという考

え方が根底にあり、多様な主体の協働の推進と合

意形成が復興プロセスの要として認識されている

ことが明らかである。復興庁は「私たちの目標は

カンタベリー地域の住民とそのコミュニティをク

ライストチャーチの再建と再活性化に関する意思

決定に参画させることである」18）と定めた「コミ

ュニティ・エンゲージメント戦略」を策定してお

り、復興プロセスにかかわるさまざまな情報の共

有、透明性の確保を実現するために、ウェブ上の

情報発信だけでなく、登録制のメールでの情報伝

達などの取り組みを行っている。

　「クライストチャーチ市中心市街地計画」につ

いては、クライストチャーチ市が2011年5月14日

から6週間、「Share an Idea」19）と題したキャンペ

ーンを展開し、10万件以上の意見の収集と、復興

庁をはじめとする関係機関との協議を行った上で

策定し、2011年8月16日に原案を発表した。さら

に9月16日までの期間に4707件の意見が提出され、

12月21日に計画の最終案の議決と復興担当大臣へ

の提出が行われた。ニュージーランド第二の都市

の再建、開発は多くの国民の関心と議論の的とな

ったが、2012年7月30日には復興担当大臣の最終

承認が行われ、計画に基づいた都市の再建が進め

られている。

　なお、復興の財源については、ニュージーラン

ドでは復興税の導入は行われていない。2011年度

予算では、復興予算として88億ドルが計上され

たが、そのうち33億ドルが後述する地震委員会

（Earthquake Commission）などの保険金支払い支

援などへの支出、55億ドルがカンタベリー地震

復興基金への拠出金であり、後者の基金への拠

出の大半が地震国債（Canterbury Earthquake Kiwi 

Bonds）の発行により賄われている。カンタベリ

ー地震復興基金の55億ドルは2011年度から6年分

の予算となっており、地方政府のインフラ復旧事

業、先述の雇用支援事業などの福祉・緊急対応、

後述する被災地域の土地・家屋の買い上げ費用な

どに支出される計画である。20）そのほか、キー政

権は復興財源の確保と財政健全化のために経費節

図1　「復興戦略」で示された復興の構成要素
CERA（2012）, Recovery Strategy for Greater Christchurch
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減や公務員の削減に取り組み、2015年の財政黒字

化を目指し、政府が保有するニュージーランド航

空や電力会社の株の売却を行っている。

　３．公的地震保険と政府による土地・家屋の買

い上げ政策　　　　　　　　　　

　カンタベリー地震の復興プロセスにおいて、国

民の大きな関心事となっているのは被災者の住ま

いの再建の問題である。2010年9月の本震発生直

後から家屋の危険度判定がクライストチャーチ市

により行われ、さらには復興庁により被災地域の

被害状況に応じた区分判定が行われてきた。被災

地域の判定はレッドゾーン、オレンジゾーン、ホ

ワイトゾーン、グリーンゾーンの4つの区分に分

けられ、レッドゾーンは、広大な地域が重大な被

害を受けており、余震が続く中、土木工事などで

問題を解決できる見込みが立たず、どのような修

理・修繕も困難でいつ実施できるか見込みが立た

ないなどの最も深刻な被害状況を示している。21）

先述した通り、カンタベリー地震は度重なる余震

が発生したため、被害状況が拡大する度、あるい

は地質学調査によって新たな危険が発見される度

に区分判定が追加され、2012年5月18日までには

7256軒の家屋がレッドゾーンに含まれ、居住に相

応しくないと判定されている。22）

　ニュージーランドでは、1993年の地震委員会法

（Earthquake Commission Act 1993）に基づき、地

震により発生した住宅などの物的損害を補償する

公的保険が地震委員会（以下、EQC）により提供

されており、EQCの地震保険は民間の火災保険へ

の付帯が義務付けられている。23）保険料は民間保

険会社を通じて支払われ、保険料率は全国一律で

火災保険の保険額100ドルにつき5セントと定めら

れてきたが、カンタベリー地震発生後の2012年2

月には100ドルにつき15セントに引き上げられた。
24）この保険料は自然災害基金に積み立てられ、

地震発生により被害にあった場合にはEQCに申請

を行うことにより、EQCによる損害査定と保険金

（家屋は上限額が10万ドル）の支払いを受けるこ

とができる。EQCの上限額を超える修復費用は火

災保険に加入している民間保険会社が負担するこ

とになっている。また、支払い総額がEQCの支払

い能力を超過するとその超過分は政府が全額負担

することも法で定められている。

　自然災害基金には2011年度までに59億ドルの資

金が積み立てられたが、EQCはカンタベリー地震

によって初めてその機能を発揮することになっ

たため、制度の運営には多くの問題が生じてい

る。第一に、EQCが見積っていた被害総額を大幅

に超える被害申請総数となったため、手続きや査

定に時間がかかるという問題である。EQCへの申

請は災害発生後3ヵ月以内という規定があるため、

被災者は速やかに申請を行ったにもかかわらず、

EQCの対応が遅いという批判が絶えず、また被災

者の抱える精神的ストレスが社会問題として取り

上げられている。第二に、本来は深刻な被害に関

する申告から処理するべきところを、実際には比

較的簡単な被害案件から扱ったという問題であ

る。以上の問題に対し、EQCとEQCとの契約下で

工事を実施している建設会社は職員の増員などの

改善対応を行っており、EQCは2014年12月31日ま

でにすべての申請に関する修理・修繕を完了させ

るという目標を定めている。なお、2014年3月17

日の報告によると、全面的な修理・修繕が必要な

家屋に関する申請73,131件の内、52,082件が完了

し、ほかには緊急的な修理・修繕が47,391件、暖

房器具の設置が18,740件、要援護者の家屋の修繕

が7,279件完了している。

　また、液状化により被害を受けた家屋について

は将来、液状化が起きないように土地を整備し、

家を再建できるようにするための土木工事が政府

の費用負担により行われている。ニュージーラン

ドでは、道路、上水道、下水道、清掃などは基礎

自治体（territorial authorities）の業務範囲とされ
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ているが、地震被害により切断された上水道や下

水道の修理のための費用の一部（550億ドル）を

政府が負担するという特例措置が行われた。

　一方で、レッドゾーンの指定を受け、修理・修

繕が困難な住宅と土地は、2010年9月の本震以降、

ニュージーランド政府による土地と家屋の買い上

げ政策の対象とされてきた。政府は、民間保険と

EQCの土地と家屋に関するすべての申請を含め、

土地と家屋を買い上げるという選択肢と、家屋は

民間保険とEQCにより修理・修繕あるいは再建を

し、土地のみを買い上げるという選択肢の二つの

選択肢を提示した。25）購入価格については、市場

価格が高かった2007年時点の価格で買い取る方針

を示した。レッドゾーンの居住者は近所や地域の

人々とのつながりを失いたくないなどさまざまな

理由で簡単に移転に踏み切れないでいたが、政府

が追加の援助制度を発表したり、2011年6月の余

震で再び液状化や浸水により被害が拡大したこと

などによって政府の申し出を受け入れる人が増加

した。6,500件以上の土地・家族に関する交渉が

行われており、最終的な決定件数について2014年

3月現在までに公式な発表は行われていない。

　４．民間組織、団体による救援活動、復興支援

　ニュージーランドでは歴史的に民間非営利団体

や住民の自主的な活動組織が多く存在し、社会問

題や地域コミュニティの課題の解決に大きく貢献

をしてきた。特に社会福祉分野においては、単な

るサービス提供組織としての役割だけでなく、児

童、女性、障害者、高齢者などさまざまな福祉ニ

ーズを抱える人々のアドボカシーの役割を果たし

ており、制度・政策の策定過程に積極的に参画を

している。カンタベリー地震においても平時の活

動実績やネットワークが活かされる形で多くの民

間組織、団体が被災者の救援や街の復旧、復興に

おいて重要な役割を果たした。

　2010年9月の本震直後には、民間組織、団体や

ボランティアが民間防衛緊急管理庁の救援活動へ

の協力を行い、また、救世軍は市内に避難所を開

設した。救世軍は発災から3週間、一日1000人に3

食の食事の提供を行い、避難所には周辺地域から

の食糧や物資が次々と持ち込まれるなど、被災者

支援の拠点を築いた。その後、「World Vision」や

地元銀行のボランティア・スタッフとともに被害

の大きかった6000世帯を訪問し、食糧、ハンドク

リームなどの日常品を届ける活動を継続した。ま

た、カウンセリングの専門家をオーストラリアか

ら30人招聘し、そのうち5人は農家の男性を専門

に扱うなど、民間組織ならではの細やかな支援を

行っている。26）

　液状化により浸水や沈泥の被害を受けた道路や

住宅には、カンタベリー大学の学生有志「Student 

Volunteer Army（以下、SVA）」が駆けつけ、大量

の土砂を除去する作業や、家屋の片付けの手伝い

などの活動を行った。SVAはボランティアのため

の活動拠点の設営、移動手段や食糧の確保など継

続的支援を行うための運営体制を築き、2010年9

月時点ではフェイスブックを通じた呼びかけによ

り2週間で2500人が参加した。また、2011年2月の

余震以降は、ニュージーランド農民連盟が「The 

Farmy Army」を組織し、農業用の機器や技術を

駆使し、カンタベリーの各地域の土砂の除去作業

などに貢献をした。

　赤十字社は1億2800万ドルの募金を集め、政府

の一時金支給の対象にならない者をはじめ、11万

2000人以上の被災者への支援金の支給（合計8900

万ドル）、防寒具や電灯付きラジオなどの物資の

支給、戸別訪問活動などを行った。低所得者へ

の無償での住宅の建設に取り組んできた「Habitat 

for Humanity」は、民間の火災保険へ未加入だっ

たためにEQCから補償を受けられない被災者のた

めの家屋の再建に取り組んでいる。

　以上はカンタベリー地震の被災者救援、復旧活

動に貢献した民間組織、団体の一例であるが、ニ
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ュージーランドではこれらの組織、団体の多くは

多様な省庁や政府機関との契約に基づく補助金に

より各事業を実施しており、そのほか、寄付や募

金収益、物品など販売収益、利用者負担を財源と

して運営を行っている。カンタベリー地震後は、

社会開発省や保健省だけでなく、復興庁やクライ

ストチャーチ市と契約を結び、事業や活動を展

開している組織、団体も現われた。例えば「Gap 

Filler」は、2010年9月の本震以降、クライストチ

ャーチ市が静まり返る一方で街の再建を急ごうと

する企業等の動きに対して疑問を感じた若者が、

更地を公園、映画館、カフェ、イベント会場など

へと転用し、市民が集える憩いの空間を創造する

活動を展開し、世界各地から注目を集めてきた。

その活動はクライストチャーチ市からの助成金が

柱となって実現している。

　クライストチャーチ市の「Share an Idea」とは

別に、復興プロセスにおいて多様な市民が自由に

意見やアイディアを交換するためのウェブ上の

「Ministry of Awesome」の運営、より多くの若者

が被災者支援や復興支援活動に参画することを促

すために、「Timebank」を通してボランティア活

動に4時間以上従事することによりコンサートへ

の入場資格が得られる「The Concert」の実施など、

ニュージーランドでは「復興戦略」の原則と符合

する形で市民の創意工夫による取り組みが数多く

生まれている。

Ⅲ　ニュージーランドの社会保障制度と　
　　カンタベリー地震における生活支援策

　１．カンタベリー地震発生時の社会保障制度の

内容と実施体制

　ニュージーランドの社会保障制度は、1938年社

会保障法の制定以来、一貫して全国民を対象とし

た所得保障と包括的な医療保障制度を国が税財源

をもとに運営する方式をとってきた。所得保障制

度については2001年10月より社会開発省（Ministry 

of Social Development）が所管省となり、同省は

「ニュージーランドの人々が安全で、強く、自

立していられるための支援を行うこと」を目的

とし27）、 児童・青少年・家族局（Child, Youth and 

Family）、家族・コミュニティ・サービス（Family 

and Community Service）、就労所得局（Work and 

Income）、学生手当や学生ローンなどを運営する

スタディ・リンク（Study Link）、高齢市民担当局

（Office for Senior Ctizens）などの部門ごとに政策

立案とサービス提供を行っている。なお、ニュー

ジーランドでは、障害問題、若年者、高齢市民、

女性、コミュニティとボランタリー・セクター、

マオリ、ファナウ・オラ28）など課題ごとに担当

大臣制が敷かれており、社会開発大臣はこれらの

各担当大臣と連携を深めながら政策を実行する。

　ニュージーランドの所得保障制度は、2013年7

月から改革が行われ、新たな分類の下で所得保

障給付の支給が行われているが、カンタベリー

地震の前後は、国民老齢年金、失業給付、疾病

給付、障害給付、若年者給付（Independent Youth 

Benefit）、ひとり親や家族介護者を対象とした家

事専従給付（Domestic Purposes Benefit）が主な給

付制度であり、その上で家族税額控除制度（Family 

Tax Credit）、各種手当制度などが設けられていた。29）

国民老齢年金以外のすべての所得保障給付は所得

調査に基づき支給決定が行われ、給付額は世帯構

成、年齢により異なる。あくまでも個々人のニー

ズに基づいた保障を行う仕組みである結果、表1

の通り、2010年から2012年の18歳から64歳の主要

所得保障給付受給者数はおよそ30万人強であり、

2011年6月の受給者数の同年齢人口に対する割合

は11.2％を占めている。

　所得保障制度を運営する就労所得局は、行財政

改革期の1998年10月に旧社会福祉省の所得保障担

当部門と旧労働省の職業紹介担当部門の統合・再

編により設立され、全国に11の地域事務所と140
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のサービス・センターを設置し、長期的視点から

の自立支援を目的としたサービスを提供してい

る。具体的には、所得保障給付の支給決定と支給

手続き、職業紹介・就労支援、各種教育・訓練サ

ービス制度の紹介と受講手続きの支援、そのほか

相談や、企業、コミュニティ団体などとの窓口役

割であり、これらのサービスを一ヵ所で担当ケー

ス・マネージャーを中心に提供するワン・ストッ

プ・サービスを目指している。

　上記の改革を出発点とし、長期失業者、ひとり

親世帯やDVなど複合的課題を抱える家族の自立

支援を強化するためのケース・マネジメント改

革、地域コミュニティや関係機関との密接な連携

により複合的ニーズを抱える家族の根本的な問

題解決を目指す統合サービスモデル（Integrated 

Service Model）などの取り組みが実践された。そ

して2008年2月には、多様なニーズに対する多様

な社会サービス、諸団体、機関による支援を一ヵ

所で受けることのできる場所を目指すコミュニテ

ィ・リンク（Community Link）が新たに開始され

た。コミュニティ・リンクは、全国140ヵ所の就

労所得局のサービス・センターを母体としつつ、

それぞれの地域コミュニティで活躍する官民の組

織・団体とパートナー関係を構築し、地域の福祉

ニーズを抱える住民に対して経済的支援、アドボ

カシー、教育・訓練、カウンセリング、就労支援

などを当該住民を中心に提供していくこと（wrap 

around service）を目的としている。

　コミュニティ・リンクは社会保障の新しいサー

ビス提供方式として注目され、2008年当初は所

得保障給付受給者が多く、行政単独の制度運営

だけでは長期受給者問題を解決することが困難

であった5つの地域が選ばれ、実験的に開始され

た。その第一号が今回、カンタベリー地震で大き

な被害に遭ったクライストチャーチ市郊外にあ

るリンウッド・コミュニティ・リンク（Linwood 

Community Link）であった。リンウッドはクライ

ストチャーチ市の中では低所得者層が比較的多く

居住し、そのため就労所得局も2ヵ所に設置され

ていた。それらの統合と併せて新たにコミュニテ

ィ・リンクを開設したという経緯がある。

　リンウッド・コミュニティ・リンクは、開設の

方針決定後、地域の団体・機関への呼びかけを広

く行い、それに対して、救世軍、カソリック・ソ

ーシャル・サービス、障害者就労支援団体・ワー

クブリッジ（Workbridge）、ひとり親支援団体・

SWAP（Single Women as Parents）、アルコールや

ギャンブル依存症支援団体・OASISなどの民間団

体と、住宅省、教育省（キャリア・サービス部門）、

保護観察などの行政機関が手を挙げ、パートナー

として参画することを合意した。コミュニティ・

リンクの運営はそれらの団体・機関と就労所得局

が運営委員会を組織して行われており、官民が一

体となって福祉ニーズを抱えるクライアントに関

する情報や課題を共有しながら包括的な支援を提

供している。リンウッドではこの新しい方式によ

り、精神疾患や孤立問題など、就労所得局の単独、

あるいは従来の行政機関だけでは対応ができなか

った問題に取り組む体制が構築できたと評価をし

ている。30）

　以上、ニュージーランドの社会保障制度は、税

方式による全国民を対象とした包括的なセーフテ

ィ・ネットを70年以上持続させた上で、一方では

事後的な給付支給という対応のみでは自立支援を

実現することが困難であるという認識に基づき、

コミュニティ・リンクをはじめ、地域に根ざした

活動を行っている複数の専門的な民間団体・組織

や行政機関のとの連携の下で制度を効果的に運営

して行く方策を探り続けている。また、社会開発

省の家族・コミュニティ・サービスや児童・青少年・

家族局も、最も複雑で困難な福祉ニーズの解決の

ためには、ファミリー・ソーシャルワークを基本

とし、その家族を支える地域コミュニティとの連

携が不可欠であるという共通認識を持ち、2000年
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代以降は多様なコミュニティ支援のための政策パ

ッケージを実施してきた。カンタベリー地震はそ

の過程の中で発生し、被災者の支援は上記の政策

の流れの中で行われた。

　２．被災者の生活再建と生活支援施策

　前述の通り、ニュージーランドの社会保障制度

は自然災害を含め、さまざまなリスクが発生した

際に、就労所得局のサービス・センターやコミュ

ニティ・リンクにおいて、所得調査とケース・マ

ネジメントに基づき必要な所得保障給付や支援サ

ービスが支給されるという仕組みである。カンタ

ベリー地震発生前後のカンタベリー地方の主要所

得保障給付受給者数の推移は表1の通りである。

Ⅱ-1で述べた通り、カンタベリー地方の失業率は

2010年12月期以降上昇しており、また、2011年2

月末に実施された政府の雇用支援事業が終了した

後、2011年6月期までに失業給付受給者数が増加

している。しかし、ほかの給付は大きな変化が無

く、全国の動向と同様に2011年6月期以降は全体

的に減少傾向にある。

　以下では、既存の社会保障制度以外に、被災者

の特別なニーズに応じるために社会開発省と復興

庁がそれぞれ実施した生活支援施策を整理し、そ

の特徴と課題を分析する。

　（1）　社会開発省による被災者支援施策

　社会開発省は2010年9月の地震発生直後に、復

興支援センター（Recovery Assistance Centres）を

設置し、就労所得局、住宅省、市営住宅、被害者

支援（Victim Support）、エイジ・コンサーン（Age 

Concern）、EQCなどによるサービスへのアクセス

を確保するとともに、カウンセリングや家計相談

のサービスを提供した。特にカウンセリングにつ

いては、震災から4日目にニュージーランド各地

からカウンセラーが派遣され、救援活動が行われ

た。当初は被災していない地域の公立図書館やコ

ミュニティ・センターの4ヵ所に設置をしていた

が、2011年7月以降は被災者が多く居住する地域

の中にその拠点を移し、先述のリンウッド・コミ

ュニティ・センターもその一ヵ所として指定され

た。

　また、地震発生の日からホームページ上で、後

述する政府のヘルプライン（無料通話）、就労所

得局などの住所と連絡先、そのほかの公的支援に

関する情報、民間支援団体の提供サービス内容と

表1　ニュージーランドにおける18歳から64歳を対象とした主要所得保障給付受給者数と失業率の推移

2010年 2011年 2012年
6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

＜全国＞
主要給付受給者数*（人） 332,924 338,212 352,707 331,529 327,817 328,496 350,932 322,951 320,041 320,942 339,095
＜カンタベリー地方＞
主要給付受給者数*（人） 33,188 33,634 33,753 33,389 33,098 31,415 31,220 29,356 28,220 27,456 27,425
　失業給付受給者数*（人） 4,880 5,282 5,474 5,536 6,342 5,566 5,613 4,719 3,891 3,424 3,403
　家事専従給付受給者数*（人） 9,386 9,461 9,452 9,154 8,999 8,845 8,742 8,480 8,360 8,175 8,053
　疾病給付受給者数*（人） 7,031 7,035 7,152 7,203 6,483 5,863 6,016 5,466 5,281 5,230 5,445
　障害給付受給者数*（人） 10,837 10,754 10,741 10,559 10,297 10,191 10,052 9,861 9,853 9,794 9,792
＜全国＞失業率（％） 6.9 6.4 6.7 6.6 6.5 6.5 6.3 6.8 6.8 7.3 6.8
＜カンタベリー地方＞
失業率 4.8 4.8 6.0 6.4 5.7 5.5 5.0 5.5 6.5 5.2 4.9

*主要所得保障給付受給者とは、失業給付、家事専従給付、疾病給付、障害給付の18歳から64歳の受給者数を指す。
出典：Ministry of Development, Benefit Fact Sheets.およびStatistics New Zealand, Household Labour Force Survey.に基づき

筆者作成。
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連絡先、DV被害者支援、経済的支援、カウンセ

リング・サービスに関する情報と連絡先を掲載し、

被災者のニーズの変化に応じて掲載内容を更新し

てきた。

　カンタベリー地方の9ヵ所の就労所得局とコミ

ュニティ・リンクには、緊急避難先、食糧、仮設

住宅や住まい、経済的支援、就職支援、そのほか

の相談など多様なニーズを持った被災者が訪れ、

緊急対応のために全国各地の就労所得局からベテ

ラン職員が派遣された。各センターでは平時のク

ライアントとは異なる利用者が多く訪れ、外国語

の通訳などのボランティアも活躍をした。 また、

復旧、復興の段階においては、各就労所得局とコ

ミュニティ・リンクでは復興需要と求職者とのマ

ッチングを実現させるため、職業訓練制度の紹介

や企業との緊密な連携による積極的な職業紹介を

行った。

　社会開発省は、上記のほかに税務局、児童・青

少年・家庭局と就労所得局の合同施設をクライス

トチャーチ市内の目抜き通りに新しく設置した

り、住宅省、復興庁、高等教育委員会、雇用創

出担当機関との協働による「Canterbury Skills and 

Employment Hub」を設立・運営をしたり、他機

関との連携による被災者支援に取り組んでいる。

また、民間団体による復興支援活動を支援するた

め、2012年度は競争的資金を200万ドル予算化し、

さらにトラウマ・カウンセリングにも同額の予算

を確保し、専門家を擁する民間団体への資金提供

を行っている。

　（２）　復興庁のコーディネートによる被災者支

援施策

　復興庁は、復興に関する意思決定とカバナンス、

国会議員との連絡・調整、インフラ整備のコーデ

ィネーションと計画策定、商業施設などの解体、

経済復興のコーディネーションなどの大きな役割

が課せられているが、被災者の生活再建、支援に

直接かかわる事項としては、被災地域の被害状況

の判定（ゾーニング）と被災者支援のための福祉

施策のコーディネーションがある。31）前者のゾー

ニングについてはⅡ-3で述べた通りであり、以下

では後者の被災者支援のための新たな施策のコー

ディネーションについて項目に分けて論じる。

①ヘルプライン（Earthquake Government Helpline）

　無料通話によりカウンセリングやさまざまな支

援策に関する情報を得ることができるヘルプラ

インは、現在は社会開発省の「Canterbury Support 

Line」として運営されているが、元は復興庁のコ

ーディネーションによって開始された。前述の通

り、カンタベリー地震の発生直後は民間防衛組織

（civil defence）が各地の支援が必要な家族や個

人に対し、速やか且つ適切なアプローチを行った。

そのことから、社会開発省から出向していた復興

庁の職員が中心となり、民間防衛組織、多様な社

会サービスと専門家を結びつけたヘルプラインを

開設した。このヘルプラインの開設は、従来の社

会開発省の制度やサービスに繋がっていなかった

人々を対象とした新しいサービスモデルの構築を

意味し、さらには警察との連携により、支援が必

要と思われる遺族へのチーム支援も実現すること

ができた。ヘルプラインはすべての内容が毎日モ

ニタリングされており、必要な場合にはカウンセ

リング・サービスを提供することがある。財源は

復興庁の負担であるが、民間団体と公的部門から

組織されるマネジメント・グループの下で運営さ

れている。32）

②仮設住宅（Canterbury Earthquake Temporary 

Accommodation Service）

　Ⅱ-3で述べた通り、カンタベリー地震により

8000軒近くの住宅がレッドゾーンと判定され、政

府による買い上げや転居を強いられた。その約

8000世帯の住民および、政府による土地や家屋の
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買い上げの対象とならなくとも地震の影響で転居

が必要な住民に対しては、民間の借り上げ住宅も

しくは仮設住宅への入居の選択肢が与えられた。

仮設住宅はクライストチャーチ市郊外のリンウッ

ド公園、カイアポイ公園をはじめ、4ヵ所に建設

され、1から4ベッドルームの多様なサイズの計

124ユニットが設けられた。また住宅費の補助制

度は、資産と所得調査のいずれも要件とせず、子

どものいる世帯には週330ドルが支給されている。

③被災者支援コーディネーター（Earthquake Support 

Coordinator）

　本稿で論じてきたように、カンタベリー地震の

被災者に対しさまざまな制度や施策が用意されて

いるが、一方では心身の困難を抱える被災者にと

っては複雑で、制度を利用しようとすることが負

担となる場合がある。特にレッドゾーンに指定さ

れた居住者はEQCへの申請、政府の買い上げの判

断、新しい住まいの確保など多くの決断と手続き

を行わなければならない。このような被災者の住

宅や生活の再建にかかわる幅広いサービスの案内

役として被災者支援コーディネーターが配置さ

れ、情報提供、個々のニーズに応じたサービスの

案内、専門家との面会や会合の調整などの支援を

行っている。被災者は希望する場所でコーディネ

ーターと面会することができる。

　コーディネーターは社会開発省（家族・コミュ

ニティ・サービス）と契約を締結する民間団体に

所属するスタッフであり、2012年半ばまでに4500

人以上の被災者がサービスを利用した。コーディ

ネーターはチーム・アプローチにより支援を行う

ことが条件とされ、契約団体の代表者から構成さ

れる運営委員会を組織し、社会開発省や復興庁と

ともに支援プログラムを開発し、毎週一回の会合

により情報共有とスキルアップを図っている。

④レッドゾーンの住宅所有者の支援センター

（Avondale Earthquake Assistance Centre）

　社会開発省が震災直後から開設した復興支援セ

ンターとは異なり、EQCに加入し、なおかつ政府

による土地と家屋の買い上げを予定しているレ

ッドゾーンの住宅所有者を対象に必要な情報と相

談などの支援を提供するセンターとして開設をし

ている。Ⅱ-3でも述べた複雑で長期化をしている

種々の手続きのサポートを行い、被災者に寄り添

い、ほかのサービスと結び付けて行くことが目的

とされている。

⑤コミュニティ・レジリエンス（Community Resilience）

　復興庁は、コミュニティ・レジリエンスを「逆

境に耐え、回復するコミュニティの持続的な能

力」と定義をした上で、震災復興におけるコミュ

ニティ全体の参加の重要性を示唆し、地域社会へ

の啓発と具体的な支援を行っている。復興庁内に

コミュニティ・レジリエンス・チームを立ち上げ、

民間団体、組織や個人を対象とした地域の再活性

化のためのスキル、資源や情報の提供を行ってい

る。例えば、コミュニティ・グループを組織する

ための方法として、まず既存のグループについて

調べ、次にグループができることを具体的に整理

する、グループの設立のために専門家からアドバ

イスを得る、グループをつくるための周知方法に

ついて検討するなどの具体的手順を示した資料を

提供し、また、地域の課題解決に貢献をしている

団体、組織などに関する情報を公開するという取

り組みを行っている。

Ⅳ　おわりに

　以上、本稿では、カンタベリー地震の被害状況

と政府、民間団体などによる救援、復旧、復興の

プロセスを概観し、その上で社会開発省と復興庁

による被災者の生活支援施策の分析を行った。こ

れらの分析から、次の二つの点が明らかになった。
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　一つ目は、ニュージーランドの「復興戦略」では、

地域コミュニティの再構築と住民の主体的参画か

ら復興が実現するという考えが根底にあり、協働

の推進と合意形成が復興プロセスの要となること

が示されていたが、社会開発省や復興庁による被

災者の生活支援施策は同じビジョンの下で立案さ

れ、実行されているということである。

　二つ目は、ニュージーランドにおける被災者の

生活再建、生活支援施策は大きく4つの段階が重

なり合うことにより展開されているということで

ある。第一の段階は、社会保障制度やそのほかの

雇用支援事業などの緊急的な所得支援策、医療制

度、そして住宅政策を通じた一人ひとりの生活と

安全を確保するための基本的サービスの提供であ

る。第二の段階は、第一段階の各種サービスを活

用するための支援やコーディネート・サービスで

ある。第三の段階は、多くの被災者が転居を余儀

なくされる中、地域コミュニティの再生やコミュ

ニティの中での課題解決力の向上に向けた間接的

な支援である。そして第四の段階は、カウンセリ

ング・サービスをはじめとする専門的な支援であ

り、震災から3年以上が経過した現在、ニュージ

ーランドではこの段階の支援により大きな力点が

置かれる傾向がある。

　本稿では十分に論じることができなかったが、

これまでの研究成果と併せて考えると、Ⅲで述べ

た復興庁が新たにコーディネートを行った被災者

への生活支援施策は、カンタベリー地震発生前ま

でに社会開発省の政策や社会保障制度改革が歩ん

できた方向性の延長線上にあることが明らかであ

り、また、復興庁がそのようなコーディネート機

能を果たせた理由は1980年代以降のニュージーラ

ンドにおける行財政改革や公的部門改革にあると

考えられる。平時の社会保障、行政部門における

改革内容と、有事の被災者支援や復興プロセスの

効果に連続性が確認できるのかどうかという点に

ついては稿を改めて分析を行いたい。
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Ⅰ　イタリアにおける被災者援助の仕組み

　イタリアは、日本と同様地震国であり、ヨーロ

ッパ有数の災害多発国である1）。古代ローマの都

市ポンペイを噴火で埋没させたヴェズーヴィオ

（ナーポリ近郊）は現在でも活火山であり、2000

年以降のエトナ火山（シチーリア州）の度重なる

噴火も記憶に新しい。高級リゾート地エオリア諸

島のひとつ、ストロンボリ島（シチーリア州）で

も活発な噴火活動が認められる。また、北にはア

ルプスが聳え、南北に長くアペニン山脈が貫く地

形が多量の雨をもたらし、地域による気象環境の

違いが雨期の偏りを生む。結果として、洪水と干

ばつ・森林乾燥が同居し、異常気象による寒波・

大雪や猛暑、山火事2）なども頻発する。

　20世紀以降に限っても、度重なる大規模地震や

洪水、土砂災害などの例に事欠かない。最近の例

でも1966年のフィレンツェ大洪水、死者数千人を

出した1980年の南部イルピーニア震災など、国土

のほぼ全域に何らかの自然災害リスクがあるとい

っても過言ではない。そのほか近年では、ダム工

事に関係する災害（特に1963年のヴァヨント・ダ

ムの地滑りなど）、工場事故やタンカー・大型客

船の座礁、列車事故・トンネル事故など人的ファ

クターも加わった産業・科学技術リスクも増加傾

向にある。被災者援助の仕組みもまた、こういっ

た相次ぐ災害の発生と縒り合わさるようにして発

展してきた（表1）。

特集：大規模災害と社会保障Ⅰ

イタリアにおける大規模災害と公共政策
−2009年アブルッツォ州震災の事例を中心に−

小谷 眞男

■ 要約

　イタリアにおける被災者援助の仕組みは、相次ぐ大災害の発生に促されるようにして段階的に発展してきた。現在

のイタリアでは、一方では災害に関する全国統括行政機関である全国災害防護庁が設置されており、他方では自治体

や市民社会の幅広い関与が想定されている。その両者が、「補完性の原理」によって組み合わされて、社会全体に「災

害防護国民サービス」のネットワークが張り巡らされている（1992年法）。

　本稿では、2009年のアブルッツォ州震災における、特に州都ラークイラの災害防護活動を具体例として考察する。

この事例では直ちに「緊急事態宣言」が発令され、被災者たちに対する地震直後の救援活動・危機管理はきわめて迅

速に展開した。しかし、事前のリスク管理・被害防止措置の面、および被災者たちの生きられた社会的繊維を尊重す

る中長期的な「復興」計画の立案・実施といった面では、きわめて厳しい評価もある。

　イタリアにおける災害と政策の関係は、被災当事者たちの生活の質を重視する援助のあり方について問いかけてくる。

■ キーワード

ラークイラ（L'Aquila）、災害防護（protezione civile）、補完性（sussidiarietà）の原理、緊急事態（lo stato di 

emergenza）、社会的繊維（tessuto sociale）



－46－

海外社会保障研究　Summer 2014　No. 187

　1．イタリアにおける災害と政策の関係史概観

　地震や洪水を自然現象として科学的にとらえる

時代になってからも、系統的な災害対策の整備、

ないしは専門的な行政部署の設置までには時間を

要した。19世紀後半の国家統一から1920年代にか

けては、立法や施策間の統一性は乏しく、全国各

地で発生する地震などの自然災害に対する場当た

り的な対応に終始していた。災害発生時には、陸

海軍省が兵士を、公共事業省が土木技師を派遣、

イタリア赤十字社などが救援活動を展開し、県レ

ベルでは内務省系列の県令（prefetto）が、コム

ーネレベルでは市長および消防士が、それぞれ指

揮監督・救助活動を担っていた。1908年末に発生

したメッシーナ海峡地震の際には、メッシーナ市

表1　イタリアにおける災害と政策の発展（略年表）

1908.12.28 メッシーナ（シチーリア州）海峡地震（犠牲者数約8万6千人。一説に15万人とも）
1915.1.13 アヴェッツァーノ（ラークイラ県）地震（犠牲者3万人以上）
1919.9.2 緊急法律勅令第1915号（震災発生時には公共事業大臣を対策責任者とする）
1926.12.9 緊急法律勅令第2389号「地震災害およびその他の自然災害における即時救援活動」
1944.3.3 バルヴァーノ（ポテンツァ県）列車トンネル事故（犠牲者516人）
1963.10.9 ヴァヨント・ダム（フリウリ地方）の地滑り（犠牲者約2千人）
1966.11.4 フィレンツェ大洪水
1970.12.8 法律第996号「被災人民の救援・救助、災害防護に関する規定」
1976.5.6 フリウリ地方地震（犠牲者約1千人）
1980.11.23 イルピーニア（ナーポリ近郊）地震（犠牲者約2千5百人。南部に壊滅的打撃）
1981.2.6 大統領令第66号「1970年法律第996号の施行規則」
1982.2.27 緊急法律命令第57号「災害防護調整担当大臣の設置」
1982.4.29 法律第187号（上記緊急法律命令第57号を法律に転換）
1982.6.22 首相府令（災害防護庁を災害防護の指揮統括機関として首相府に設置）
1992.2.24 法律第225号「災害防護国民サービス設置法」
1997.3.15 法律第59号「地方分権化推進法（バッサニーニ法）」
1997.9.26 中部ウンブリア州・マルケ州地震（M6.0、アッシージの聖フランチェスコ聖堂などが被災）
1998.3.31 委任立法第112号（バッサニーニ法実施。州・自治体の災害防護所掌を画定）
2000.11.8 法律第328号「社会サービス統括システム実現のための枠組法（社会福祉基本法）」
2000.11.21 法律第353号「森林火災に関する枠組法」
2001.10.18 憲法的法律第3号（地方自治制度改革：災害防護は国と州の競合的立法事項へ）
2001.11.9 法律第401号「災害防護活動関連機構の調整とテロ防衛部門の後方支援」
2006.6.13 首相令「災害時に提供されるべき心理-社会的サービスに関する最低基準」
2008.4.9 委任立法第81号「労働者の健康と安全に関する諸法規統一法」
2009.3.31 小規模の群発地震が続くラークイラ市で重大リスク予測・予防全国委員会開催
2009.4.6 中部アブルッツォ州地震（M6.3、州都ラークイラ市を中心に広域被災）、緊急事態宣言発令
2009.4.28 緊急法律命令第39号「アブルッツォ州地震被災者救助緊急措置」
2009.6.24 法律第77号（上記緊急法律命令第39号を一部修正のうえ法律に転換）
2009.7.8-10 ラークイラ・サミット（G8）
2010.12.6 首相府令（1条3項：災害防護庁の部課数の上限を定める）
2011.11.8 決算関連法案採決で賛成票が過半数に達せず、ベルルスコーニ首相退陣
2011.11.16 モンティ内閣発足
2012.1.13 旅客船コスタ・コンコルディア号、トスカーナ州沖合で座礁。災害防護庁出動
2012.5.15 緊急法律命令第59号（緊急事態宣言発令権限を災害防護庁から内相に戻す）
2012.5.20/29, 6.3/6 中部エミリア=ロマーニャ州連続地震（M5.9、モーデナ県を中心に広域被災）
2012.6.6 緊急法律命令第74号「エミリア=ロマーニャ州地震被災者救助緊急措置」
2012.7.12 法律第100号（上記緊急法律命令第59号を法律に転換）
2012.8.1. 法律第122号（上記緊急法律命令第74号を法律に転換）
2012.8.31 アブルッツォ州震災緊急事態宣言解除
2012.10.22 ラークイラ地裁、重大リスク委員会委員ら7名に対し懲役6年の実刑判決

出所：鈴木［2012］197頁「表7」と小谷［2012］216-17頁「関連年表」をベースに、筆者作成。
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の建物の9割が倒壊し、ときの政府は戒厳令を発

して対応した。

　イタリアにおける自然災害一般に対する最初の

体系的立法は、ファシズム政権期に入ってからの

1926年12月9日緊急法律勅令第2389号「地震災害

およびそのほかの自然災害における即時救援活

動に関する規則」3）である。同勅令により、災害

救助活動の指揮調整、組織化の責任は、土木技

師を活用できた公共事業大臣（ministro dei lavori 

pubblici）に委ねられた4）。ただし、この段階での

活動はあくまで災害発生時における被災者の緊急

救助活動に限られていた。また、法令の実施過程

では、災害発生直後の必要な措置を行う県令を指

揮下に置く内務省が大きな役割を果たし、内務省

を中心とする対応システムが事実上形成されてい

たとされる。その後、消防組織の近代化と国家組

織化が進み、その統括機関としての内務省の実質

的権限がさらに拡大した5）。

　第二次大戦後も基本的には1926年のシステムが

継続されたが、1960年代に大規模災害が相次いだ

こともあり、また戦後イタリア史において一大画

期をなす「改革の70年代」という時代思潮をも背

景にして、「災害防護（protezione civile）」の言葉

を冠した最初の基本立法、1970年12月8日法律第

996号「被災人民の救援・救助、災害防護に関す

る規定」6）が成立する。同法の特徴として、①「災

害防護」の考え方が受け入れられ、「自然災害」

（calamità naturale）や「大惨事」（catastrofe）の

概念が明確にされたこと（第1条）、②諸活動の指

揮・調整権限が公共事業大臣から公式に内務大臣

（ministro dell'interno）に移行し、内務省を中心

とする集権的システムが法的根拠を与えられて確

立したこと（第2条）、③ボランティアに関する規

定が設けられたこと（第13～14条）、などが挙げ

られる。

　しかし同法第21条が予定した施行規則は、なか

なか制定されなかった。フリウリ地方（1976年）

やナーポリ近郊のイルピーニア（1980年）などの

大規模な震災を経たのちの1981年2月6日大統領令

第66号によって、ようやく施行規則が日の目を見

るにいたった。同施行規則においては、災害防護

のなかに予防（prevenzione）が明確に位置付けら

れたこと（第1条第1項）、県を中心とする防災計

画立案が義務付けられたこと（第14条第1項、第

20条）、災害防護の地方機関として市長（sindaco）

を位置付けたこと（第3条、第16条）、そして、各

段階での通報義務の規定など災害防護の具体的

実施規則を定めたことなどが特徴として指摘で

きる。他方、この時期に、災害防護システムの

全体調整を担う機関として、災害防護調整担当

大臣（ministro per il coordinamento della protezione 

civile）、および首相府内に災害防護庁（dipartimento 

per la protezione civile）7）も設立されている。しか

し、最終的には1997年のバッサニーニ法へと結実

するような地方分権化の強い流れも加わって、シ

ステム全体の抜本的改革の必要性が意識されるよ

うになった。

　このような状況において、現在のイタリアに

おける災害対策の基本枠組みとなる1992年2月24

日法律第225号「災害防護国民サービス（servizio 

nazionale della protezione civile）設置法」8）が成立

した。災害防護国民サービスは、防災関連機関・

諸団体の権能の調整システムとして設計されてい

るが、中央地方間の権限の配分に関しては、1998

年3月31日委任立法第112号によって国・州・県・

コムーネ（comune. 市町村に該当）の所掌事項の

配分が規定され、さらには、2001年10月18日憲法

的法律第3号による憲法第2部第5章（地方自治）

の大改正の結果、災害防護は国と州の競合的立法

事項として位置づけられるに至っている。

　2．災害防護国民サービス

　（1）　災害防護国民サービスの原理

　「災害防護国民サービス」とは、「自然災害、
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大惨事及びその他の災害事態によってもたらされ

る被害やそのリスクから生命の安全・財産・住居・

環境を保護する目的」（1992年「設置法」第1条）

のために設立され、首相府の「全国災害防護庁

（dipartimento nazionale della protezione civile）」が

全国統括機関の位置づけを持つ9）。全体の運営責

任者は首相（presidente del consiglio dei ministri）

であり、現在、担当大臣は設けられていない。

　災害防護には、予測（previsione）、予防（prevenzione）、

救助（soccorso）、緊急事態の克服（superamento 

dell'emergenza）の4つの主要活動領域がある（同

第3条）。したがって、イタリアにおける被災者援

助は、災害防護という概念の一部に含まれること

になる。

　システム全体の制度設計は、いわゆる「補完性

（sussidiarietà）の原理」に基づき、災害の類型化

と活動主体の権限の分配を組み合わすかたちをと

る。具体的には、災害を以下の3つに区分する。

（a）個々の団体および行政機関が通常の権限に

拠る活動で対応できる通常災害

（b）団体間、自治体間の通常の権限の連携調整

によって対応する大規模災害

（c）特別の手段と権限による対応が必要となる

激甚災害

　（a）の通常災害の第1次的責任者は市長、（b）

の大規模災害の管轄は県知事や州である。これに

対して、（c）の激甚災害の場合には、首相（また

は首相の委任により内務大臣または首相府政務次

官）の発議に基づき、閣議によって緊急事態宣言

（dichiarazione dello stato di emergenza）が発せら

れる（後述事例参照）。緊急事態宣言の期間（上

限60日）になすべき活動に関する命令は、災害防

護庁長官が担う10）。行政ばかりではなく、後述

のように市民社会を構成する諸団体も積極的な役

割を担うことが想定されている。

　以上を言い換えれば、コムーネにおける災害防

護の第1次的責任者は市長であり、単独のコムー

ネでは対応できないと判断されると県、さらに

州、最後は国家が支援し（場合によりEUに支援

を求めることもある）、また市民社会の諸活動を

公的部門がバックアップする、という仕組みにな

っている。EUの構成原理として世に知られる「補

完性の原理」、すなわち「より包括的な団体はよ

り小さな団体で効果的に処理できない事務のみを

補完的に担当する」というカトリック教会の社会

教説由来の考え方は、1997年のバッサニーニ法、

2000年の社会福祉基本法、2001年の憲法改正など

によって、今やイタリア社会の基本原理として公

式に掲げられるにいたったが、災害への対応につ

いてもこの社会構成原理が貫かれているわけであ

る11）。

　このように緊急事態の類型に応じて対応する主

体が臨機応変に変わるイタリアの災害防護システ

ムは、共同行動の種類に応じてその都度中核国と

周辺国との組み合わせが変わるEUの統合・協力

手法になぞらえて、「可変翼モデル（il modello a 

geometria variable12））」とも呼ばれる。

　（2）　災害防護国民サービスの構成

　上記のような「補完性の原理」にもとづく分権

的かつ複合的システムである「災害防護国民サー

ビス」は、国の行政機関、州、県、コムーネのほ

か、災害防護活動を行う公私の機構・組織、専門

家集団、ボランティア、市民によって構成される。

　1992年「設置法」第11条は、システムを構成する

実動組織として、全国消防団（Corpo nazionale dei 

vigili del fuoco）、軍隊（forze armate）、警察（forze 

di polizia）、森林警備隊（Corpo forestale dello 

Stato）、専門職団体（servizi tecnici nazionali）、地

球物理学・火山学研究機構（Istituto nazionale di 

geofisica e vulcanologia）などの学術研究機関、イ

タリア赤十字社（Croce rossa italiana）、国民保健



－49－

イタリアにおける大規模災害と公共政策－2009年アブルッツォ州震災の事例を中心に－

サービス（Servizio sanitario nazionale）、ボランテ

ィア団体（organizzazioni di volontariato）、アルプ

ス救助隊（Corpo nazionale soccorso alpino）を列挙

している。そのほかにも、沿岸警備隊（Guardia 

costiera）や、各種の環境保護団体・宗教団体、

そして災害救助活動に参加する諸個人も災害防護

国民サービスの構成要素である。

　これら諸組織の相互調整や連携機関としていく

つかの委員会組織が立ちあげられている。まず

重大リスク予測・予防全国委員会（Commissione 

nazionale per la previsione e prevenzione dei grandi 

rischi）は、災害防護庁と科学技術・学術関連組

織の連携組織であり、重大リスクの予測・予防・

管理などに関して科学技術的観点から行政に意

見を述べる諮問機関である。事務局とリスク分

野ごとの5つの部会から成る。次に、緊急事態発

生に際しては、緊急活動の統一的指揮と調整を

行うセンターとして災害対策委員会（Comitato 

operativo）が災害防護庁に設置される。同庁長官

が議長を務め、災害防護国民サービスにかかわる

諸組織の代表によって構成される（図1参照）。こ

のほか、中央と地方の連絡調整に関して、国・州・

自治体代表者委員会（Comitato paritetico Stato-

Regioni-Enti locali）が設けられている。

　（3）　全国災害防護庁

　全国災害防護庁は、1982年6月22日の首相府令

によって、災害防護の指揮統括機関として首相

府内に設けられた13）。1992年の災害防護国民サ

ービス・システムの導入以降も、州政府や地方自

治体と協議のうえ、リスクの予測・予防・監視活

動、システム全体に共通する対応手順についての

主導的役割を担い、特に激甚災害の対応において

は中心的役割を果たす。加えて、EUならびに国

際レベルにおける災害救助活動への参加主体でも

ある。

　組織は、長官、副長官、部（ufficio）、課（servizio）

およびスタッフ組織によって構成され、職員数は

約700人。部課の数は2010年12月6日付け首相府令

によって上限が定められた。長官は、災害防護庁

の任務遂行における指揮、調整、統制の統括責任

者であり、副長官は、長官を補佐し、長官不在時

にその職を代理する。副長官は特に、第5部（管理・

予算）と第7部（航空活動）の指揮監督責任を負う。

第1部（ボランティア・人材育成・防災教育）、第

2部（水害・人災・森林火災）、第3部（地震・火

山）、第4部（緊急事態管理）などのほか、ユニー

クな部署として長官直属の「ビックイベント課

（Servizio grandi eventi）」がある。同課が所掌す

図1　災害防護庁 災害対策委員会 大会議室（2009年
4月6日午前4:15（アブルッツォ州地震発生から
43分後）に関係各機関が集結したときの様子）

＜構成メンバー＞
内側席
災害防護庁長官、全国消防団、イタリア赤十字、アル
プス救助隊、森林警備隊、沿岸警備隊、全国ボランテ
ィア団体、労働・社会政策省、国民保健サービス、陸・
海・空軍、警察諸組織、イタリア学術協会、地球物理学・
火山学研究機構、地震工学大学間ネットワーク、気象
モニター室、環境保護団体、地方自治体

外側席
国営放送などTV局などの報道関係者、国有鉄道、高速
道路公社、民間航空会社、電力会社、石油・ガス供給
会社、ダム管理会社、イタリア郵便システム、固定電話・
携帯電話会社、ウェブサービス会社、道路整備事業団

出所：イタリア全国災害防護庁ウェブページより。
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る「ビックイベント」とは、例えばローマ教皇ヨ

ハネ・パウロ2世死去にともなう宗教行事（2005

年）、トリノ・オリンピック（2006年）、ラークイ

ラＧ8（2009年）、イタリア統一150周年記念行事

（2011年）など社会的、政治的重要行事を指して

いる。2001年以降、そうしたイベントの円滑な実

施のための取り組みが災害防護庁の任務として加

えられているが、自然災害や産業災害など従来の

緊急事態とは質的に異なる事態が想定されてい

て、災害対策のなかにもテロ対策や治安対策の要

素が混入してきている事例ともいえる。

　このように、イタリアでは、一方では災害に関

する全国統括行政機関が設置されており、他方で

は自治体や市民社会の幅広い関与が想定されてい

る。その両者が、「補完性の原理」によって組み

合わされて、社会全体に「災害防護国民サービス」

のネットワークが張り巡らされているのである。

Ⅱ　アブルッツォ州震災の事例14）

　1．2009年アブルッツォ州地震−概観

　2009年4月6日午前3時32分にイタリア中部アブ

ルッツォ（Abruzzo）州を震源の深さ8.8km、マグ

ニチュード6.3の内陸直下型地震が襲った。地震

の規模だけでいえば、イタリア人にとっては1908

年のメッシーナ海峡地震以来の「百年ぶりの大地

震」ということになる。人口7.3万人の州都ラー

クイラ（L'Aguila）市は、特に歴史的中心地区に

甚大な被害を受け、地震後も安全に使用し続ける

ことができると判定された建物は49％に過ぎなか

った。死者は約300名、負傷者は約1600名であっ

たが、自分の家に住み続けることができずテント

やホテルなどで避難生活を送らざるをえなくなっ

た避難者（sfollati）が、ラークイラ市を含む計57

のコムーネにおいて計7万人近く生じた（主要デ

ータにつき表2参照）。

　この被災者たちに対する救援活動は、非常に迅

速かつ効率的に展開したと評価されている。S.ベ

ルルスコーニ首相（当時）は、サルデーニャ州の

ラ・マッダレーナ諸島でおこなわれることになっ

ていた第35回主要国首脳会議（G8サミット）の

開催地を急きょラークイラに変更し、被災地に国

際的な注目を集めることにも成功した。

　しかし、地震発生から5年たった今も、ラーク

イラをはじめ近郊被災都市の歴史的中心地区はな

おその大部分が立入禁止区域（zona rossa）であり、

日に日にゴーストタウン化が進行している。「緊

急事態（lo stato di emergenza）」の名の下に強力に

推し進められた被災地域の中長期的な復興プロセ

スに関しては、安易な評価を許さない。さらに、

震災リスク回避に十分な注意が払われていたのか

どうかを厳しく検証する動きもある。

表2　2009年アブルッツォ州震災に関する主要データ

地震発生直後（48時間以内） 最大値 2010年1月30日現在
避難者数（総計） 27772 67459 10028
　－避難テント生活者 17772 35690 0
　－ホテル・民居避難者 10000 31769 10028
避難キャンプ 30 171 0
テント数 2962 5957 0
キャンプ・キッチン 24 107 0
医療テント 13 47 0
カウンセラー常駐キャンプ n.d. 54 0
総コスト 4億5630万ユーロ

出所：Dipartimento nazionale della protezione civile ［2010］（イタリア全国災害防護庁ウェブページ）より
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　2．アブルッツォ州における災害防護活動の展開

　災害防護庁での聞き取り調査によれば、アブル

ッツォ州地震発生から約1時間後の午前4時40分に

は災害防護庁の作業チームが現地に向けて出発

し、同時刻に前述の「災害対策委員会（Comitato 

operativo）」が開かれたという15）。同じく前述の（a）

通常災害や（b）大規模災害ではなく、特別の手

段と権限による対応が必要な（c）激甚災害と即

座に判断されたのである。

　ベルルスコーニ首相とG.ベルトラーゾ災害防

護庁長官（当時）のコンビは、地震当日のうち

にヘリコプターで現地に飛んだ。そして、災害

防護国民サービス設置法第5条にいう「緊急事

態」が宣言され、ベルトラーゾ長官が特別指揮官

（commissario straordinario）に任命された。この

時点でベルルスコーニ首相は早くも、被災者のた

めの「ニュータウン」をラークイラ郊外に建設す

ることを約束している16）。

　地震直後の初期局面においては、ベルトラーゾ

特別指揮官率いる災害防護庁のロジスティックス

運営を背景として、被災地に駆けつけた諸個人、

さまざまな救援団体、諸機関などすべての公私の

アクターが協働し、広範な救援活動をスピーディ

に展開した。2日目の夜までには30ヶ所の避難キ

ャンプ（テント数にして約3000）が設営され、被

災者全員分のベッドと食事と生活物資、そして応

急的な医療ケアが提供された。食事や物資の流通、

テントの確保、キャンプ・キッチンの稼働、人の

移動、子どもたちのための学習や遊び場スペース

の確保、医療サービスの提供、総合相談窓口の設

置、紙媒体およびウェブ上でのニューズレター

の発行、社会的公共空間の確保など、TPOに即し

て、その場その場での問題解決が迅速かつ柔軟に

はかられた点についての高い評価は広く定着して

いる。かなり大きな余震が続く中、子どもや高齢

者などに対するメンタル面でのケア、PTSDに対

するケア、あるいは宗教的ケアなどについてもさ

まざまな配慮がなされたとの報告がある。例えば、

道化役の「ピエロ」（実は支援スタッフ）が避難

キャンプに導入され、被災者や支援者たちの間で

効果を上げたようである17）。さらに、各地にロ

ーカルな市民委員会が多数簇生し、目前の課題や

将来の構想についての協議を重ねた。

　「緊急事態」宣言によって全権を委ねられた災

害防護庁がコーディネイトした全国の災害防護団

体は、のべ20万人に及んだ消防団員をはじめ、軍

隊（ただし駐留長期化が後に問題となる）、各種

警察組織、森林警備隊、イタリア赤十字、各種

NPO団体、それにきわめて多数の個人・団体のボ

ランティアなどである。7500万ユーロに達した国

内外からの寄付金も災害防護庁が管理した。さら

に災害防護庁が窓口となってEUからの支援も決

定した。

　中長期的な方策としては、緊急法律命令第39号

「2009年4月アブルッツォ州の地震による被害を

受けた人々のため、および災害防護のための緊急

措置」が地震発生から3週間後の4月28日に発せら

れ、6月24日に下院で修正のうえ承認、法律に転

換された（2009年法律第77号）。これによって、「持

続可能な耐震エコ住宅コンプレックス（complessi 

antisismici sostenibili ecocompatibili, C.a.s.e. イタ

リア語で「家」の複数形を意味するcaseと語呂

合わせになっている）」というプレファブリケ

ーション低層集合住宅がラークイラ市郊外およ

そ30エリアに急ピッチで建設されることになる

（計4,600戸、17,000人相当）。また、8,500人分の

「仮設住宅モジュール（moduli abitativi provvisori, 

Map）、数十の「仮設校舎モジュール（moduli a 

uso scolastico provvisori, Musp）」が建設されるこ

とになった。この法律の実施もまた、災害防護庁

の管轄とされた18）。

　“各自が言いたいことをただわんわん言いあう

だけの「セミの国（paese di cicale）」”などと揶揄

されるイタリアだが、非常事態に際しては、過去
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の経験に学んだ市民社会と公行政とが参加と奉仕

の精神をもって効率的に協働・連帯できることを

証明したと、国際的にも評価された19）。

　他方で、サミット開催地変更やC.a.s.e. 事業の

迅速さと対照的な歴史的中心地区の復旧作業の著

しい遅れ、C.a.s.e. 事業ではカバーしきれなかっ

た被災住民数万人の生活問題、「ニュータウン」

建設にともなうジェントリフィケーションの弊害

等々をそう軽くみることはできない。果たして

2009年6月16日、首都ローマに突如出現した被災

者デモは、イタリアの市民社会に深刻な反省を迫

る出来事だった。

　3．災害防護活動に対する評価

　災害にかかわる公共政策は、一般論として、事

前のリスク管理・被害防止措置と、災害発生直後

の短期的な危機管理と、中長期的な「復興」計画

の立案・実施という、3つの局面に分けて評価す

ることが必要であろう。

　イタリア版「復興住宅」C.a.s.e. は、すでに災

害防護庁内部で企画・開発されていた新しいイン

フラ供給モデルだった。しかし、そのモデルをア

ブルッツォ州震災に適用するにあたって、地方

自治体や市民委員会は意思決定過程から排除さ

れた模様である。サミット開催と平行して始ま

ったC.a.s.e. 建設のための総工費11億ユーロの巨

額公共事業の請負工事をめぐっては、1000社以上

の業者が500件近い競争入札に群がった。「緊急事

態」の名目のもとに、公共事業の請負工事入札手

続や下請け規制、労働安全上の諸基準20）、環境

アセスメントやランドスケープ保護規制、都市計

画法規など、建築上の諸制約に対する特例的免除

（deroga）が認められた。アブルッツォにおいて、

災害防護庁は、ついに全能の「国家ゼネコン株式

会社」21）にまでなったなどと揶揄された所以であ

る。そもそも中長期的な「復興住宅」建設事業ま

でも、防災と危機管理が管轄のはずの「災害防護」

担当部署の任務に含めたのは、通常の行政機構の

活動に対する「パラレルワールド」をいたずらに

膨れ上がらせるものだったのではないかという公

法学からの疑問が呈されている22）。

　郊外エリアに次々と「ニュータウン」が出現す

る一方で、歴史的中心地区の復旧は大幅に立ち遅

れた。イタリアの歴史的中心地区には、どの都市

でも、市庁舎・裁判所・教会・修道院・広場・鐘楼・

バールや食料品店など商業やサービスの施設・大

学・古文書館・病院・ホテル・銀行・集合住宅な

どが密集している。中世以来の建築物も多い歴史

的中心地区は、一般的に言って都市集住型生活を

基本とするイタリア人の精神（lo spirito）の拠り

所であり、イタリア語でいう “tessuto sociale”〔社

会的繊維〕を担保する“生きられた場所”そのも

のである。その崩壊した様子は、ラークイラや周

辺都市の人々（特に高齢者）の実存にとって最大

のダメージだったに違いない23）。

　C.a.s.e. に入居できなかった住民は、アドリア

海沿いの借家や山岳地帯のホテルからラークイラ

まで長距離バスで往復するほかなく、歴史的中心

地区の瓦礫の除去はなかなか進まない。結局、被

災者たちの多くは、地震のトラウマを抱えながら、

いまだに本来の生活世界に近寄ることすらできな

いまま、自己責任でどこかに当面の生存を確保し

図2　ラークイラ市内に設置された避難キャンプ（2009
年4月7日、地震発生の翌日）

出所：イタリア全国災害防護庁ウェブページより。
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なければならないという状態に置かれている。ま

た、「魂が欠けている」ニュータウンのC.a.s.e. に

入居した被災者たちも、従来の「社会的繊維」を

完全に喪失した。都市コミュニティとしてのラー

クイラは、取り返しのつかない空洞化が進んでい

るのである。

　他方で災害防護庁の実務能力が世間一般の圧倒

的な支持を得たことも確かである。ナーポリでも

ゴミ堆積問題という難問を「処理」したとされる

ベルトラーゾ長官は、ラークイラ再建事業におい

ても、一介の技術官僚でしかないにもかかわらず、

いかなる政治家よりも厚い信頼を獲得した。実際、

公共事業発注をめぐる汚職の疑いで2010年2月10

日にフィレンツェ地方検察庁がベルトラーゾや地

元企業の取り調べをおこなった際には、2月14日

長官との連帯を表明する民衆デモがラークイラや

ローマで発生した。一方で行政に強い不信感を募

らせる住民もいることを考えると、緊急事態の名

の下の集権的体制と利権の力が被災社会を分断し

たとも言えるだろう。

　こうした一連の経緯にベルルスコーニ政権時代

特有の「見せ物化（spettacolarizzazione）の政治」

が果たした役割も大きい。大手メディアによる「奇

跡と感動の救援活動」「ローマ教皇の被災者慰問」

「スピーディな復興住宅建設」などの報道は、ア

ブルッツォにおける災害防護活動の目覚ましさを

全国の視聴者に強く印象づけた。しかし、美談の

裏でカットされた「不都合な現実」を表現する対

抗的な言論活動も同時に出現した。カンヌ映画祭

やヨーロッパ議会で喝采を浴びた独立系フィルム

作品“Draquila24）”（ドラキュラとラークイラの

語呂合わせ）の成功は、その代表格であろう。ツ

ィッターやフェイスブックなどのソーシャル・メ

ディアに表出された被災当事者たち自身の徒労感

や抗議の声も無視できないものであった。2010年

2月21日には、国営放送Rai 3がラークイラの実相

を伝える全国報道をおこなって視聴者にショック

を与えた。しかし、災害防護庁礼賛の唱和のなか

で、政党も組合も教会も沈黙を守り、マイナーな

不協和音はオフィシャルな政治的支援を受けるこ

とが難しかった。本震災をめぐっては民事・刑事

合わせて計200件以上の裁判が起きているが、訴

訟は、こうした状況におかれた当事者にとっても

比較的容易に動員可能な社会資源のひとつであ

り、上のような脈絡をふまえてはじめてその的確

な位置づけも可能となろう。

　しかし、本稿にとって最も肝要な視点は「被災

者にとって真に必要な援助とは何か」という評価

軸であろう。アブルッツォ地震に際してイタリ

アの災害防護庁は全権を掌握し、頂上決定体制

（verticismo）によって迅速で効率的な救援活動

の協働体制を実現した。これは短期的にみれば被

災者の物理的生存を確保するために緊急に必要な

ことだったにちがいない。この点だけでも、臨機

応変のイタリアの災害防護システムにわれわれが

学ぶべき点は大いにある。しかし、その一方で、

震災によって「社会的繊維」を寸断され、サミッ

トやC.a.s.e. 事業によって「カネまみれ」となっ

たローカルな市民社会は著しく弱体化した。

　被災者の実存にとっては、危急時に際しての必

要な栄養や物資、応急処置、物理的生存空間のみ

ならず、当面の危機を脱したのちには、精神の健

康、人間的尊厳、自由時間の質、生きられた場所

としての「社会的繊維」の修復、情報へのアクセ

シビリティ、そして中長期的な復興プロセスにか

かわる意思決定過程への主体的参加、等々の契機

もまた重要である。ニーズないし脆弱性はジェン

ダーや年齢、障害や持病の有無、エスニシティな

どによっても異なり、例えばほかの震災事例に関

してではあるが、“高齢者にとっては、特に仮設

住宅での生活がストレスや高血圧の直接的原因と

なりがちである”との調査報告 もある25）。言い換

えれば、被災者支援に際しても「生活の質（QOL）」

（もしくはcapability）という評価尺度は決して
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その有効性を失わない。ラークイラなどにおけ

る歴史的中心地区の瓦礫の山は、「社会的砂漠化

（desertificazione sociale）」を象徴している。被災

地や被災者コミュニティにおいて暴力や家事紛争

が増加傾向にあることを指摘する論者もいる26）。

　この点に関連して、「社会サービスの統括」を

標榜する2000年の社会福祉基本法が災害などの被

災者に対する社会サービスは想定していなかっ

た、との指摘がある。そのため、いざ災害が発生

すると、確かに災害防護システムが機動的に発動

し事態に臨機応変に対応するが、本来や州やコム

ーネがすべきことまで代替するようになってしま

うことがあり、人間的ケアを担う心理-社会サー

ビスとの協働についての制度化された保障がない

ことが問題だという27）。

　事前のリスク評価、リスク・コミュニケーショ

ンが適切だったかを厳しく検証する動きもある。

実は、大地震発生の3ヶ月ほど前からアブルッツ

ォ地方では小規模の群発地震が続いていた。その

震災リスク評価のために、重大リスク評価委員会

が大地震発生直前の3月31日にラークイラで開催

された。しかし、群発地震は地震エネルギーを解

放するのでかえって良い兆候という非公式発言が

事前にメディアを流通していたこともあり、群発

地震が大地震の前兆であるという科学的証拠はな

いということだけを強調した委員会後の公式説明

を、地域社会は安全宣言と受け止めた。「もしリ

スク・コミュニケーションのあり方にもっと注意

が払われていたら、犠牲者はもっと少なくて済

んだかもしれない」と考えたラークイラ地裁は、

2012年10月、重大リスク委員会委員ら7名に対し

過失致死傷罪で懲役6年の実刑判決を下した（控

訴）28）。

　地震による被害を最小限に抑えるような措置、

例えば組積造の建物に対する耐震補強工事へのイ

ンセンティブ付与など、いわゆるプロ-アクティ

ブな防災対策も不十分だったとされる。ラークイ

ラは、中世以来、度重なる地震に繰り返し被害を

受けてきた歴史を有する都市である。それにもか

かわらず手薄だった防災対策が被害拡大の一因と

なった29）。例えば、建物倒壊によって多くの死

者を出したラークイラ大学学生寮は、事後的検証

により驚くべき構造上の欠陥が次々と明らかにな

った。耐震規制はあるが、その規制が空文化して

いる結果、民間はもちろん公共の建築物の安全性

すらも十分確保されていないという、多かれ少な

かれイタリア全土に共通の深刻な課題が背景には

あろう30）。

Ⅲ　インプリケーション

　イタリアの災害と政策に関する以上の経緯は、

理論的には、“緊急事態とデモクラシー”という憲

法理論または政治哲学上の問題を提起している31）。

アド・ホックに与えられた特権を行使して、災害

防護庁は短期的な災害救助活動のコーディネイト

において確かに目覚ましい成果をあげたが、本来

なされるべき公行政組織の再編や、関連法規の統

合・体系化は欠けたままだった。中長期的な震災

復興プロセスの意思決定過程に、地方自治体やロ

ーカルな市民社会が参加することは容易でなかっ

た。

　国家による公共事業や補助金・交付金への依存

度が高い経済・社会にとっては、財政金融政策の

極度の緊縮という厳しい状況下において、今や災

害という「緊急事態」だけが現実味のある「福祉」

のほとんど唯一の機会でありうるという、リスク

社会の一般的逆説もここには絡んでいる。

　そしてラークイラ被災者の経験がつきつけるよ

り根本的な問題は、すでに指摘したように、被災

当事者の実存にとって真に必要な援助とはどの

ようなものか、ということであろう。生存確保

が至上命題をなす災害直後の時期に続く中長期

的局面において、被災当事者のQOL（もしくは
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capability）を重視する援助はいかにして可能か。

これは、「復興住宅」や「仮設住宅」の設計、そ

して「高台移転」等々を想起させる問いであり、

現代日本のデモクラシーにとっての災害と福祉を

めぐる課題とも決して無縁ではない。

注
1） 以下の叙述については、鈴木［2012］196頁以下に多

くを負う。
2） 2000年には森林火災防止に関する基本的枠組法が

制定されている（法律第353号）。
3） Regio Decreto Legge del 9 dicembre 1926, n. 2389, 

"Disposizioni per i servizi di pronto soccorso in caso di 

disastri tellurici o di altra natura".

4） 公共事業大臣の災害対策責任者としての位置づけ
は、地震災害に限っては、すでに1919年緊急法
律勅令第1915号で認められていた。1926年勅令第
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業大臣の中心的役割を認めたものである（鈴木
［2012］218頁）。

5） 井口［2012］173頁参照。
6） Legge del 8 dicembre 1970, n.996, "Norme sul soccorso 

e l'assistenza alle popolazioni colpite da calamità, 

Protezione civile". なお"protezione civile"の邦訳例と
しては直訳的に「市民保護」、意味を取って「防
災」、カタカナで「シビルプロテクション」などさ
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発生後の被災者救助・保護と、事前の防災・減災
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protection civile、独語訳はZivilschutzである。OECD

［2010］の英訳はcivil protection.

7） 1982年緊急法律命令第57号、同年6月の首相府令。
なお各省内のdirezione generale「総局」と区別する
意図でdipartimentoを「庁」と表記しているが、｢外
局｣のニュアンスはない（鈴木［2012］218頁）。

8） Legge del 24 febbraio 1992, n.225, "Istituzione del 

Servizio nazionale della protezione civile".

9） 災害防護国民サービスに関する叙述も、鈴木［2012］
199頁以下に多くを負う。

10） 設置法第5条。ただし、緊急事態宣言に関する改正
をおこなった2012年緊急法律命令第59号（のち法
律第100号に転換）による修正後の規定による（鈴
木［2012］218頁）。

11） 「補完性の原理」と現代イタリアの公共政策の関
係に関しては、さしあたり小谷［2005］、小島ほか
［2009］26頁、86頁、107頁、291頁などを参照。

12） 直訳的に「可変幾何学モデル」とも訳される（鈴
木［2012］200頁、218頁）。

13） 災害防護庁に関する説明についても、鈴木［2012］
202頁以下に多くを負う（同203頁には災害防護庁
の組織図がある）。

14） アブルッツォ州震災の事例紹介については小谷
［2012］と重複する部分が少なくない。

15） 中村［2010］245-46頁も参照。
16） アブルッツォにおける地震直後の災害防護活動の

展開につき、詳しくはBabusci & Silvestri［2009］、
特にBulsei & Mastropaolo［2011］を参照。特別指揮
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はじめに

　本稿の目的は、アメリカの代表的な医療保険団

体の一つであるカイザー・パーマネンテ（Kaiser 

Permanente）が、2002年以降、構想・導入を進

めているKP HealthConnectを取り上げ、民間医療

システムとしての意義を探るものである1）。KP 

HealthConnectは、Kaiser Permanente HealthConnect

の略称であり、主な機能はIT（情報技術）を活用

した医療と保険のオンライン・サービスである。

カイザー・パーマネンテは、これを「新しいマネ

ジドケア」と位置づけ、2013年度中に導入を完了

する予定である。

　マネジドケアの本来の目的は、医療の効率化を

はかりながら医療費と保険料を抑制して、保険の

加入者を拡大することにある。その方法は、保険

団体が医師と病院の各サービスあるいは医療行為

を管理することにあり、広義には保障プランと診

療報酬の設定および改訂も含まれる2）。

　マネジドケアは、1980年代以降、急速に拡大す

ることとなり、その過程において上記の目的に関

して一定の成果を確保することができた。しかし

90年代の前半以降、そうした成果が次第に薄れる

なかで、各保険団体は医療費抑制を進める上で「医

師サービス」に対する管理を強化した。この結果、

多くの国民の受診機会が制約され、医療を受ける

「患者の権利」にも抵触する深刻な問題が生じる

こととなった。

　KP HealthConnectは、こうした課題に対応する

上で、多数の消費者・加入者が医療と保険サービ

スの情報を入手および活用できる機会を提供しよ

投稿（論文）

カイザー・パーマネンテの新しいマネジドケア
−民間医療システムとしての「KP HealthConnect」の意義−

安部 雅仁

■ 要約
　マネジドケアは、アメリカの医療保障における基本システムとなっている。1980年代以降、その拡大・定着過程
において医療が効率化され、短期的にせよ無保険者率の上昇が抑制された。しかし、こうした成果は次第に薄れ、90
年代後半には、国民の受診機会格差の拡大が大きな社会問題にもなった。
　これに対応する方法の一つとしてカイザー・パーマネンテは、2002年以降、KP HealthConnectといわれるプログ
ラムを構想・導入している。最大の特徴は、セルフ・ケアを保障プランの対象とすることにある。具体的には、医師
と加入者が電子医療記録を共有・管理した上で、電話と電子メールによりセルフ・ケアの情報交換が行われる。電子
医療記録には、各加入者の健診結果、治療の内容と経過（検査の画像や動画を含む）および担当医のアドバイスがそ
れぞれ記録される。
　KP HealthConnectの目的は、医師と加入者間での「情報の非対称性」を軽減して、医療の効率化と成果の向上を
はかり、これにより民間医療システムとして保険の加入者を拡大しようとすることにある。

■ キーワード
マネジドケア（管理医療）、KP HealthConnect、電子医療記録、セルフ・ケア、「情報の非対称性」の軽減
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うとするものである。特に重要な方法は次の3つ

にあり、これについてあらかじめ整理しておきた

い。

　第1は、医師と加入者（患者）間での対面治療

を補足するサービスとして「セルフ・ケア」の機

会を用意して、これを保障プランの対象とする。

第2は、その前提として、加入者の個体差（individual 

differences）に応じた「電子医療記録」を医師と

加入者本人が共有・管理する。第3は、各加入者

に対して、担当医が在宅での対処法と予防医療の

基礎知識を電子医療記録および電話と電子メール

により提供する。

　KP HealthConnectは、医療の効率化と成果の向

上により加入者を拡大することが長期目的とさ

れ、そのための民間医療システムの一つとして

次の意味をもっている。すなわち、主に上記3つ

の方法により他の保険団体との「市場差別化」

（market differentiation）をはかり、医療サービス

に本来的な「情報の非対称性」を軽減して「市場

原理に整合的な医療保障」を指向する3）。これら

の詳細については、カイザー・パーマネンテより

提供された資料と情報を参考に本稿のⅡとⅢにお

いて取り上げるとして、まずはその基本モデルと

マネジドケアの経緯および課題を整理しておこう4）。

Ⅰ　カイザー・パーマネンテの基本モデルと
マネジドケアの歴史過程  　　　

　1－1　HMOの原型モデルとしてのカイザー・

パーマネンテ

　（1）　現代の基本モデル

　カイザー・パーマネンテは、HMO（Health 

Maintenance Organizations）を基本とするマネジド

ケア組織であり、次の8地域において医療保険事

業を展開している。すなわち、カリフォルニア州

（サンフランシスコ・オークランドを拠点とする

北カリフォルニア地域とロサンゼルス・パサディ

ナを拠点とする南カリフォルニア地域）、コロラ

ド州、ジョージア州、ハワイ州、中部大西洋地域、

北西部地域およびオハイオ州であり、オークラン

ドにこれらの統括本部が置かれている。

　現在（2011年）の組織概要は、被用者がおよそ

18万2,000人（契約医師の1万6,000人を含む）、メ

ディカル・センター（病院）が39施設、外来セン

ターが611施設となっている（研究所などを除く）。

これにより、約900万人の加入者に保険、病院お

よび医師の各サービスが提供される5）。

　これらのなかで「保険サービス」は、カイザー

財団医療プラン（Kaiser Foundation Health Plans：

非営利）といった組織体により提供されている。

「病院サービス」はカイザー財団病院（Kaiser 

Foundation Hospitals：非営利）、「医師サービ

ス」はパーマネンテ医師グループ（Permanente 

Medical Groups：営利）といった組織体によりそ

れぞれ提供されている。

　こうした3つのサービスが一体的に運営・提供

されるシステムは、IHDS（Integrated Health Care 

Delivery System：以下、IHDSと称する）といわ

れる6）。その起源は、1930年代のニューディール

から第2次大戦期におけるカイザー産業（主に道

路・ダム建設と鉄鋼・造船の各事業）に導入され

た「カイザー医療プラン」にある。こうしたプランは、

1945年7月に設立されたカイザー・パーマネンテに引

き継がれ、これが現在の基本モデルにもなっている7）。

　カイザー・パーマネンテのIHDSに関する特徴

の一つは、各事業地域において上記3種類の組織

体と加入者が医療保障のパートナーシップを形成

することにある。図1はその概要であり、 内

は各組織体の主な機能を示している。

　KP HealthConnectは、IHDSの「情報システム」

（図1の中央部）における基本プログラムの一つ

である。これによる保険、病院および医師サービ

スの情報は、オークランドの統括本部と各事業地

域の組織体において共有・管理され、医療保険事
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業の基礎資料として用いられる。そのなかでも電

子医療記録は、各加入者にセルフ・ケアの情報を

伝達する手段となっており、保障プランの選択や

対面治療および経過観察の際にも活用される。

　こうしたシステムあるいは手法が構想・導入

された背景は、アメリカの医療保障とりわけ

マネジドケアの動向と深く関係している。KP 

HealthConnectの機能と意義を考察する前に、そ

れが構想されるまでの歴史過程を整理しておきたい。

　（2）　アメリカの医療保障にマネジドケア

　　　（HMO）が導入された経緯8）

　アメリカの医療保障の中核は、企業福祉として

の雇用主提供医療保険にあり、これを通して大半

の労働者が民間保険に加入する。こうしたシステ

ムは、ニューディール期に普及しはじめ第2次大

戦後に拡大したとされ、主な背景は次の3つにあ

る。第1は、労働者（特にブルーカラー）の傷病

に伴う生産性の低下を最小化するために、雇用主

が医療保険の加入機会を用意したことにある。第

2は、1935年のワグナー法（Wagner Act）を契機に、

労働組合が労使交渉における要求事項の一つとし

て、医療保険の提供（扶養家族の保険を含む）を

求めたことにある。第3は、企業福祉を浸透させ

る上で保険料負担の税額控除規定が導入され、こ

れが雇用主提供医療保険を定着させる制度的誘因

図1　カイザー・パーマネンテのIHDS

1）電子医療記録は、主に医師（各加入者の担当医）によって作成された上で、保険サービスの一環として加入者に
提供される。

2）PBMは、Pharmacy Benefit Managementの略称である。
出所：カイザー・パーマネンテ（オークランド・統括本部）提供の資料「Our model」、同（南カリフォルニア地

域・パサディナ本部）提供の資料「Kaiser Permanente HealthConnectTM」、Kovner and Knickman（eds）（2005）
pp.233-234より筆者作成。
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にもなった。

　民間医療保障を補足する公的制度として、メデ

ィケアとメディケイドが用意されている。これら

は「貧困との戦い」を中核とする「偉大なる社

会」政策の一つとして1965年に導入されたもので

あり、制度の浸透に伴ってメディケアの加入者と

メディケイドの対象者が次第に増加した。

　民間および公的医療保障の基本体系が形成され

るなかで患者が急増した一方、医療の提供体制に

ついては、医師数は安定的に増加していたが、病

院施設（病床を含む）の整備が極端に遅れていた。

このため、主に1946年に導入されたヒル・バート

ン法（Hill-Burton Act）を通して、地域の公立病

院と非営利民間病院を中心に建設・増改築が進め

られた（なお、同法は、「戦後における財政収入

の使い方」を定めた制度の一つとして広く支持さ

れた）。医療提供の場としての病院施設の増加に

伴って各地に医療保険団体が設立され、その代表

例が、病院サービスのプランを提供するブルーク

ロス（Blue Cross）であった。

　以上の過程において医療費が大きく増加するこ

ととなり、とりわけ1961～70年の10年間には、病

院サービス関係の費用（病院の建設・増改築費を

含む）が約3倍に急増した9）。その要因としては、

医療技術（薬剤や医療機器を含む）が高度化し

て、医師報酬（Doctor's fee）と病院報酬（Hospital 

fee）が上昇した他に、次の2点があげられる。第1は、

病院施設と医師の増加による医療提供体制の拡充

に伴って、特に病院サービスをカバーする民間保

険および強制加入のメディケア・パートAそれぞ

れの加入者・患者が増加したことにある。第2は、

医療に対する需要が拡大するなかで、出来高払い

制（より正確には、コスト・プラス方式〈cost-plus 

basis〉）の診療報酬がいわゆる「医療インフレ」

を加速させたことにある。

　これらにより、公的医療制度の公費負担が急増

した他に、医療の質的向上が必ずしも確保される

ことなく保険料が上昇した結果、良質の民間保険

を望む多くの消費者（主に労働者）の保障プラン

選択が制約された。また、保険加入者と無保険者

間での受診機会格差が拡大したことに加え、その

加入者間においても特に「医師サービス」保障の

内容により同様の現象が生じることとなった。さ

らに、病院施設が過剰となるなかで病床の約25%

は入院医療の必要性が低い患者に利用され、平均

入院日数も長期化した。

　1970年代の初頭には、これらが国内の重要課題

の一つとして取り上げられ、ニクソン大統領は「新

しい国家医療戦略」（new national health strategy）

を提言した。これに基づいてHMO法が作成・提

案されることとなり、その基本モデルとしてカイ

ザー・パーマネンテのIHDSが参考にされた。

　HMOは、1973年の法案成立後の数年間におい

ては、設立の基準と運営方法に関わる多くの規制

により必ずしも普及しなかったが、その修正後の

80年代以降、マネジドケアの原型モデルとして、

あるいは雇用主提供医療保険の基本プランとして

急速に拡大した。HMOのプランは民間医療保険

と公的医療制度に導入され、運営主体の大半は営

利および非営利の保険団体である。

　1－2　1980年代以降のマネジドケアの動向と課題

　アメリカの医療保障にマネジドケア（HMO）

が導入された基本的背景は、病院サービス関係の

医療費急増と保険料の増加に伴って受診機会格差

が拡大した他に、入院医療の非効率が生じたこと

にある。

　こうして1980年代におけるマネジドケアの主な

対象は「病院サービス」とされ、病院報酬の定額

払い制化（特に、DRG/PPSとCapitationの導入・

拡大）および入院日数の短縮が進められた10）。ま

た、70年代以降、ヒル・バートン法の修正により

各地の病院建設が制限され、これに関わる連邦政

府の支出が減少した。
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　以上による医療費抑制とHMOの加入者増加の

一つの効果として、無保険者率（65歳未満を対

象とする値：以下も同様）は、例えば1983年の

DRG/PPS導入時から86年の間には14.5～15%の範

囲で安定あるいは一時的に低下した。同時期の無

保険者数（65歳未満を対象とする値：以下も同様）

は、83年の約2,970万人、86年の3,130万人となっ

たが、人口増のなかで必ずしも大きく増加したわ

けではない。なお、この期間は好景気とされ（1983

～86年の実質GDP成長率の平均は4.9%）、こうし

た景気動向も無保険者率（数）の抑制に一定の効

果があったと考えられる11）。

　1980年代の後半には、HMOよりも受診制約が

少なく、したがって医療費（保険料）が割高な

PPO（Preferred Provider Organizations）のプラン

が普及しはじめた。これは、いくつかの保険団体

が消費者のニーズに応じて用意したプランとさ

れ、持続的な景気安定によりその加入者が増加し

た（1987～89年の実質GDP成長率の平均は3.8%）。

また、各医療機関は、病院報酬の抑制と入院日数

の短縮に対する経営および治療上の対応として、

外来サービスと日帰り手術（day surgery）を拡充

した。これらは医師が中心となる医療であり、出

来高払い制が基本になっていた医師報酬のもと

で、外来医療費（手術の技術料を含む）が増加す

ることとなった。こうしたなかで、景気が停滞し

た1990年（実質GDP成長率は1.9%）には、無保

険者率と無保険者数が増加して、それぞれ17.2%、

3,720万人となった。 

　1980年代末の医療費増加に伴って、マネジドケ

アの対象は「医師サービス」の効率化とコスト削

減にも向けられ、医師報酬の一部に定額払い制

（Capitationの他にRBRVSなど）が導入された12）。

さらに、高度・高額医療については、保険団体に

よる事前および事後審査が強化され、門番（Gate-

keeper）としての内科医と家庭医が患者の受診機

会を管理あるいは制限するケースさえあった。

　これらは医療費と保険料の増加（率）を抑制す

る要因の一つとなり、無保険者率は1995～96年

には平均で16.5%程度に低下して、無保険者数は

3,800万人前後にとどまった。一方、医師サービ

スに対するマネジドケアの強化により多くの加入

者の受診機会が制約され、医療を受ける「患者の

権利」が侵害されたとの批判が拡大した。

　これに対して各保険団体は、PPOに加えPOS

（Point of Service）などのマネジドケア・プラン

を提供・拡大して、1990年代後半には景気の回復

に伴ってそれらの加入者が大きく増加した（1997

～99年の実質GDP成長率の平均は4.6%）。こうし

たプランは、HMOに比べて保険料が割高で自己

負担が高く設定されるとはいえ、受診アクセスと

保障の範囲が広く、一定の条件付きで出来高払い

制の医療も認められる（したがって、医療費の抑

制効果は弱いとされる）。

　PPOとPOSの拡大および医療技術の高度化（臓

器や組織の移植医療の普及を含む）により医療費

が増加するなかで、無保険者率は2000年に16.8%、

無保険者数は同年に4,050万人となった。これ以

降の動向を概観すれば、2000年代初頭は一時的な

変動を除いて経済が停滞した時期でもあり（2001

～2010年の実質GDP成長率の平均は1.7%）、無保

険者率と無保険者数は、2006年にそれぞれ17%と

4,390万人（2010年には18.2%と4,830万人）とな

っている。

　こうして、医療保険（その大半はマネジドケア・

プラン）の加入者と未加入者間での受診機会格差

が拡大した他に、加入者間においても保障内容に

よって同様の現象が生じることとなった。また、

メディケア加入者のなかで、特にパートBを補足

する民間保険に加入しているか否かにより、高齢

者においても十分な医療が受けられないケースが

あった。

　医療費と保険料の長期的増加およびそれに伴う

以上の実態は、アメリカの医療保障における構
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造問題として提起され、とりわけマネジドケア

に対しては、本来、期待された成果が薄れた結

果、「Backlash against Managed care」、「the End of 

Managed care」といった批判がなされた13）。これ

に関する基本問題は、第1に医師サービスの受診

機会格差が拡大して、第2に消費者・加入者にと

って有益な医療と保険サービスの情報が不足した

ことにある。

　マネジドケアのあり方が問われるなかで、いく

つかの保険団体（例えば、エトナ〈Aetna〉、シグ

ナ〈Cigna〉およびヒューマナ〈Humana〉）が新

しいサービスを検討あるいは導入しはじめてい

る。これは、ウェブ・サイトを通した情報提供で

あり、具体的には、電子医療記録の開示、健康の

維持・管理のための一般的なアドバイス、および

年齢や症状に応じた保障プランの案内である。

　これに対してカイザー・パーマネンテは、マ

ネジドケアの運用方法自体の見直しにより、上

記2つの問題に対応することとした。これがKP 

HealthConnectの基本的着想であり、その目的は「電

子医療記録によるセルフ・ケアの普及と治療成果

の向上、および医療の効率化と保険加入者の拡大」

にある。

　後述するように、KP HealthConnectには5つのプ

ログラムが用意されており、そのなかでもセルフ・

ケアは「My health manager」といったプログラム

によるものである。カイザー・パーマネンテは、

これをベースに他の保険団体との市場差別化をは

かり（表1）、新しいマネジドケアを展開しようと

している。

　カイザー・パーマネンテは、およそ50億ドルの

資金を投じてKP HealthConnectの構想・導入を進

めている14）。次のⅡでは、その中核となる電子

医療記録とセルフ・ケアの内容を整理しておこう。

Ⅱ　KP HealthConnectの基本システム

　2－1　電子医療記録とセルフ・ケア

　KP HealthConnectの重要な機能は、ITが向上・

普及する現代において、オンラインを通したセル

フ・ケアにより対面治療（医師サービスの受診機

会）を補足することにある。

　電子医療記録はそれに不可欠な情報ツールであ

り、各加入者の次の内容が記録・開示される。す

なわち、①年齢・性別、傷病名と症状、外来・入

院と服薬などの治療歴、②定期健診と治療の結果

および経過（検査の画像や動画を含む）、③①と

②に即した健康の維持・管理と傷病の対処法に関

する担当医のコメント・アドバイスである（最初

の健診結果は、電子医療記録での経過観察のため

の初期情報となる）。これら以外には、④契約保

険の内容と推奨プラン、保険料と自己負担の決済

方法および治療スケジュールとなっている。

いくつかの保険団体は、一般的な電子医療記録をオンラインにより
加入者に開示しているが、カイザー・パーマネンテは、これに加え
My health managerを通して、個体差に応じたセルフ・ケアが可能
となる情報を加入者に提供する。

出所：カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地域・パサディナ本部）提供の資料
「Our Market Differentiation」などより。

表1　 My health managerによる「市場差別化」
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　通常の電子医療記録の内容は①とされるが、カ

イザー・パーマネンテの電子医療記録はより広範・

詳細であり、そのなかでも②と③の作成および開

示は「世界初」とされる（2010年度末）。これは、

特にセルフ・ケアにとって重要な意味をもってい

る。

　セルフ・ケアは、各人が自分自身で健康を維持・

管理することであり、その一般的な情報はインタ

ーネットや雑誌・書籍において公開されている。

上記の電子医療記録は、そうした情報の他に③を

通して、各加入者の個体差に応じた予防医療と

傷病の対処法に関する基礎知識を提供している15）。

　これは、多くの症例と治療実績を用いた次の3

つの調査・研究に基づくものとされる。第1は発

症確率の逓減と早期発見・早期治療、第2は医療

資源の適正使用であり、第3は発症前後の自己対

応を可能にするプログラムの開発である。

　これらの結果、カイザー・パーマネンテはセル

フ・ケアを次のように捉え（図2）、これを保障プ

ランの対象に加えることとした。

　こうしたセルフ・ケアにはプライマリ・ケアが

含まれるものとされ、慢性期疾患の自己対応と予

防医療が重視される。本来、プライマリ・ケアは

傷病の初期段階での治療であり、予防医療は疾病

の予防と健康維持を目的としている。

　カイザー・パーマネンテのセルフ・ケアにおい

ては、これらは原則的に加入者に委ねられるため、

電子医療記録の作成と開示に加え以下の対応が採

られる16）。

（1）セルフ・ケアの主な拠点は加入者の自宅と

なるため、次の資源を活用する。第1は、電

話と電子メール、パーソナル・コンピュー

タやスマートフォンといったコミュニケー

ション・ツール、第2は、薬剤と家庭用の検

査キットおよびPBM（図1の注2））を通した

その配送システム、加入者の家族と医療用

に転用しうる家具である。第3は、カイザー・

パーマネンテの医師と病院の他に、ネット

ワークとして契約する医師と病院である。

（2）加入者に対するサポート体制の一つとして、

健康の管理や自己対応の方法について質問

を受け付け、担当医がそれに対応する。ま

た、セルフ・ケアと対面治療の内容や自己

負担の相違、およびそれらの選択に関する

相談窓口を設ける。

（3）会員誌「Healthwise News Letter」とウェブ・

図2　カイザー・パーマネンテのセルフ・ケア

出所：カイザー・パーマネンテ（オークランド・統括本部）提供の資料「A focus on 
self-care」より。
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サイトの他に、『Healthwise Handbook』とい

った書籍（価格は15ドル程度）において、

セルフ・ケアの基礎知識を提供する。

　これらにより各加入者は、セルフ・ケアにとっ

て必要となる情報と資源のそれぞれを入手・活用

する（具体的な事例については、3－1において取

り上げる）。

　2－2　KP HealthConnectの他の機能

　KP HealthConnectは、以上に加え次の2つの機能

が想定・期待されている。第1は医療と保険サー

ビスに対する消費者ニーズへの対応、第2は医療

の無駄・非効率の抑制である。

　まずは第1の前提として、特に電子医療記録に

関する消費者ニーズの把握と機能向上を目的に、

2002年に次の調査が行われた（表2）。

　こうした調査により、多くの消費者がオンライ

ンを通した医療と保険サービスおよび電子医療記

録の各情報に関心をもっていると判断された。た

だし、それらの利用者の割合が低くなっており、

利用の機会と方法についても十分に周知・理解さ

れているわけではない。

表2　電子医療記録に関する調査

調　査　項　目 回　答　内　容
1.オンラインによる医療と
保険サービスの情報を利
用しているか

1－1．ウェブ・メディカルドクターやセルフ・ケアに関
する情報サイト

「利用したことがある」46%
「利用したことがない」54%

上記の未利用者を100％として、1－1について 「大いに関心がある」27%
「ある程度関心がある」35%
「不明」38%

1－2．保障プランの内容・規定や支払い請求に関する情
報サイト

「利用したことがある」29%
「利用したことがない」71%

上記の未利用者を100％として、1－2について 「大いに関心がある」23%
「ある程度関心がある」33%
「不明」44%

1－3．個人の医療記録に関する情報サイト 「利用したことがある」12%
「利用したことがない」88%

上記の未利用者を100％として、1－3について 「大いに関心がある」23%
「ある程度関心がある」28%
「不明」49%

2.保険団体および医師に
よる電子医療記録の提供
（利用）をどのように考
えるか

同一のプランを提供する2つの保険団体があって、一方は
加入者に電子医療記録を提供しているが、他方はそうで
はない場合、あなたはどちらを選択するか

「提供する保険団体」68%
「提供しない保険団体」16%
「不明」16%

同一の技術をもっている2人の医師がいて、一方は電子医
療記録を利用しているが、他方はそうではない場合、あ
なたはどちらを選択するか

「利用する医師」51%
「利用しない医師」17%
「不明」32%

3.電子医療記録によって得
られる（期待される）利
益は何か
　
＊右から1つを選択

対面治療以外でも、セルフ・ケアや緊急時の対応が可能
になる 31%

医師と加入者が電子医療記録を共有するため、医療の効
率化とコスト削減が可能になる 24%

医師と加入者が電子医療記録を共有するため、医療の成
果・質の向上が可能になる 19%

医療ミスの削減に加え、保障プランと医師および薬剤に
関する情報入手が可能になる 15%

特に利益がない、不明 11%

出所：カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地域・パサディナ本部）提供の次の資料により筆者作成。調査
項目の1.は「Consumers want online access to health information」、2.は「Consumer choice」、3.は「What is most 
important benefits of electronic information?」より。この調査を委託された企業はStrategy One社であり、サンプル
数が1,000の無作為抽出調査である。
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　これに対する検討結果の一つとして、電子医療

記録において「加入者のカスタマイズ」が可能と

なるシステムの導入が有益とされた（これが、表1

にみた「他の保険団体との市場差別化」をはかる

発想の原点にもなっている）。後述するようにカ

スタマイズの方法は、主に医師と加入者間での情

報の双方向性を確保した上で、加入者自身がセル

フ・ケアと外来・入院などの保障プランおよび治

療方法を選択することにある。

　上記第2の機能について2000～2002年の調査に

よれば、アメリカでは医療サービスのおよそ20%

が無駄あるいは非効率とされ、カイザー・パーマ

ネンテにおいてもその7～8%がこれに相当するも

のとされる17）。一例として、慢性期疾患（主に

高血圧症、糖尿病、肝炎、緑内障）の患者が複数

の医師から治療を受け、薬剤が重複処方された他

に高額な薬剤投与が継続されたケースも指摘され

る。また、検査の15%が再検査とされ、その理由

の一つは検査結果資料の紛失あるいは誤記入にあ

る。

　さらに、「医師の治療法（主に服薬）に対する

患者のコンプライアンス」に関しては、慢性期疾

患を中心に多くの症例において「医師の指示に従

った患者の割合は約55%（全症例の平均値）であ

り、45%の患者はそれをほとんど、あるいはまっ

たく守っていない」とされる18）。患者の対応如

何によって症状が悪化した場合には、医療資源の

追加使用が必要となり、これが医療の効率性を低

下させる一因にもなる。

　こうした問題に対してカイザー・パーマネンテ

は、医師・病院との連携強化の他に、電子医療記

録により投薬と検査および患者のコンプライアン

スを一元的・定期的に管理することとした。

　次のⅢでは、KP HealthConnectの方法と成果に

ついて、My health managerのプログラムを中心に

みていくことにしよう。

Ⅲ　KP HealthConnectの方法と成果

　3－1　主なプログラムと方法

　カイザー・パーマネンテのウェブ・サイトには、

KP HealthConnectの次の5つのプログラムが表示さ

れる（これらの内容は、インターネット検索とし

て「kp.org」のキーワード入力により参照可能）。

　（1）　My health manager

　（2）　Health & wellness

　（3）　Shop health plans

　（4）　Locate our services

　（5）　thrive

　（1）のMy health managerはKP HealthConnectの

根幹であり、電子医療記録やセルフ・ケアに関す

る個人情報が含まれる。このため、各加入者がこ

れを確認・利用する際には、ユーザー IDとパス

ワードに加え医療記録番号の入力が必要となる。

　（2）のHealth & wellnessにおいては、傷病の種

類や男女の身体の各部位に生じる症候が紹介さ

れ、健康維持のための留意点が解説される。また、

各傷病に対する一般的な対処法や有効な薬剤につ

いての説明がなされる。

　（3）のShop health plansでは、個人・家族や企業・

公的機関などの組織と労働者に対する保障プラン

の他に、メディケア・パートA～ Dと制度改正の

各内容およびその補足プランが紹介される。これ

らは定額払い制の医療が基本であるが、契約の

内容は「交渉」の上で決められる（HMOの他に、

PPOやPOSなどのプランも用意されている）。

　（4）のLocate our servicesにおいては、各事業地

域での保険の加入方法と病院の所在地・連絡先、

および各診療科の医師がそれぞれ公開される。医

師の詳細な経歴を確認する際には、上記（1）と

同様にユーザー IDなどの3項目の入力が必要にな

る。

　（5）のthriveは健康増進キャンペーンの一環で

あり、公衆衛生の動向や予防医療に関するカイ
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ザー・パーマネンテの取り組みが紹介される。

thriveの一つの特徴は、加入者が「健康増進プロ

グラム」（例えば、禁煙、食生活の改善および適

切な体重と血圧の維持）に登録して一定の成果を

得た場合には、保険料の割引（Member discount）

が適用されることにある。これは、主に定期健診

の結果と経過が記された電子医療記録により判断

され、同一プランの加入者で比べた場合、保険料

は最大で30%程度異なるとされる。

　次に、上記のMy health managerの方法について

「加入者の利用可能サービス」を基本にみた上で、

民間医療システムとしてのKP HealthConnectの一

つの意義を考えてみたい。なお、医師と加入者間

での情報交換の方法は、電話と電子メールの他に

電子医療記録内でのメッセージの交信によるもの

であり、これは「ドクターズ・オンライン」とい

われる。

　加入者が利用できる主なサービスは次の通りで

ある19）。

①治療・服薬歴、定期健診と検査の結果および外

来・入院時の容体と治療後の経過を電子医療記

録により確認する。次の図3と図4は、その一例

である。

②傷病の対処法と健康の維持・管理について、ド

クターズ・オンラインを通して担当医からアド

バイスを受け、それに対する質問・要望（苦情

を含む）を伝える。医師の特殊な指示や薬剤（自

宅への配送）が必要となる場合には、保障プラ

ンによっては自己負担が発生するケースがある

（特に新薬の処方については、自己負担が高く

設定される）。

③加入者本人と同様の傷病をもっている他の患者

の治療法や薬剤の効果に関する情報、および契

約医師の経歴・専門分野や治療実績を確認する。

なお、保障プランの選択時と契約期間内におい

て、原則的に担当医を選択・変更することがで

きる。

④上記の①～③および自己負担に基づいて、外来・

入院と服薬を含め具体的な治療法を担当医と相

談・検討する。その際には、医師により対面治

療（あるいは入院）が必要と判断される以外、

加入者はセルフ・ケアか対面治療（入院）を選

択することができる。

⑤外来・入院の予約やキャンセルの手続きを行う

他に、治療のスケジュールを確認する。また、

加入地域以外において受診する際の紹介状をダ

ウンロードする。この場合には、当該地域の担

当医（契約医師）に対して、加入者の電子医療

記録が伝達される。

　My health managerを中心とするKP Health 

Connectの一つの評価基準は、第1にどのような意

味において市場原理に整合的で、第2にいかなる

成果が得られるかによる。これについて、「民間

サービス」がベースとなっているアメリカの医療

保障においては、多くの消費者・加入者が医療と

保険サービスの情報を入手して、それを活用でき

るシステムあるいは機会を用意することが有益と

される。

　一般に医療サービスに関しては、医師と加入

者（患者）間での「情報の非対称性」が避けら

れないといわれる。本来、マネジドケアとりわ

けHMOにおいては、保険団体がその保険者機能

の一つとして医療の内容とコストおよび成果を管

理・分析した上で、治療のガイドライン（標準的

な治療方法）に基づいて定額払い制の保障プラン

を設定・提供する。

　こうした「規格化された医療保険（商品）」に

期待される効果の一つは、（高度・先進医療や救

急・救命医療を除いて）情報の非対称性が軽減さ

れ、医療の効率化とコスト削減がはかられること

にある。しかし実際には、1－2においてみたよう

に、医療費と無保険者率（数）が増加するなかで

医師サービスの受診機会格差が拡大して、消費者
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■HCT

▲HGB

7/12/05 14:23 5/5/06 8/31/06 2/26/07 9/19/07

図3　電子医療記録の一例（治療箇所の動画と説明）＊）

＊）これは、気管支炎（喀血）患者の治療箇所の動画を含む電子医療記録であり、症状と経過、日常生活での留意点
や自己対処法について担当医の説明とアドバイスがなされている。また、薬剤の内容・留意事項や次回の配送予
定日などが記されている。患者名は仮名。

出所：カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地域・パサディナ本部）提供の資料
　　　「KP HealthConnect：How does it work?」より。

図4　電子医療記録の一例（経過記録と説明）＊）

＊）これは、血液検査の経過記録であり、ヘモグロビン（HGB）とヘマトクリット（HCT）の低下により貧血が悪化
して、動悸・息切れの初期症状にあることが示されている。これについても担当医の詳しい説明がなされ、一定
の基準値から外れた場合の対処法などが記されている。患者名は仮名。

出所：図3と同じ。
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に対する情報提供のあり方にも課題が残された。

　カイザー・パーマネンテは、その基本原因お

よび対応を次のように判断しており、これがKP 

HealthConnectの導入につながる重要な背景にもな

っている20）。

医師サービスの情報格差（information gap）は、

マネジドケアにより「医師と保険団体」間で

は軽減されているとはいえ、「医師と保険加

入者（患者）」間においてはそうとはいえない。

特に対面治療の場では、加入者は医師からの

情報を受け入れることしかできない。医療保

険市場において、医師と加入者間での情報格

差を軽減するためには、保険団体が、加入者

に対して日頃から健康維持に関心をもつこと

ができる情報と機会を提供して、さらに対面

治療を受けながら自宅において医療に接する

ことができる情報と機会を提供する必要があ

る。

　すでにみたようにMy health managerの基本的機

能は、対面治療あるいは医師サービスの受診機会

を補足して、加入者の健康維持と治療成果の向上

をはかることにある。その前提としてセルフ・ケ

アが保障プランの対象とされ、各加入者は、電子

医療記録とドクターズ・オンラインを通して「自

分の健康と医療および保障プラン」の情報を得る

ことができる。また、消費者ニーズに即した情報

サービス（表2）に加え、予防医療の促進策とし

ての健康増進プログラムと保険料の割引制度がそ

れぞれ用意されている。

　KP HealthConnectはこうした機能を中心とする

マネジドケア・プログラムであり、各加入者は、

セルフ・ケアを含む医療と保険サービスの一般的

な情報および個体差に応じた情報をそれぞれ入

手・活用することができる。これは、医師と加入

者（患者）間での情報の非対称性を軽減して、市

場における医療保障を「商品経済になじませる」21）

民間システムあるいは保険者機能の一つとして重

要な意義をもっている22）。

3－2　2010年度までの成果

　カイザー・パーマネンテは、KP HealthConnect

の各プログラムのなかで完成したものを2005年以

降順次、導入しており、2010年度末の導入状況

はおよそ80%（全事業地域の平均値）となってい

る。電子医療記録については、同年度末に約600

万人分（全加入者の67%程度）が完成したとされ、

340万人がセルフ・ケアのプログラムを実際に利

用している。これらにより、次の現象あるいは効

果が現れはじめている23）。

　第1は、外来患者数の減少と加入者の満足度向

上である。My health managerの利用者は、その未

利用者に比べ外来の割合が約14%低くなってお

り、これはセルフ・ケアの浸透と成果の向上によ

るものとされる。また、加入者の意識調査によれ

ば、「電話や電子メールでの医療相談と医師のア

ドバイスは、早期の対応にとって有益であり、対

面治療を受ける際の待ち時間が短縮され効率的な

医療につながっている」との評価がなされている。

　第2は、医療の無駄・非効率の抑制である。2－

2においてみたように、電子医療記録の利用目的

の一つは投薬と検査の管理・適正化にあり、これ

によってそれらのコスト節減がはかられている。

また、電子医療記録とドクターズ・オンラインを

通した加入者の管理（経過観察）は、そのコンプ

ライアンスを確認する上で有益とされる。

　第3は、対面治療の効率化である。カイザー・

パーマネンテは、症候の20%程度については医師

の専門的治療が必要と判断しており（図2）、この

場合にも電子医療記録が活用される。例えば、対

面治療の際にデジタル画像と経過記録（図3、図4）

のモニター映写が容易になる他に、検査・放射線

のオーダリングや報告書の作成が迅速化される。
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また、各加入者の電子医療記録は、医療技術が高

度化するなかで、実績あるいは根拠に基づく治療

を行うための情報源となっている。こうした情報

は、医療の標準化・ガイドライン化を進め、保障

プランと診療報酬を改訂する際の判断材料として

も用いられる。

　最後に第4は、保険事業の効率化である。カイ

ザー・パーマネンテの保障プラン、保険料と自己

負担および病院報酬と医師報酬それぞれの設定と

運用は、次のようになっている。まずは、オーク

ランドの統括本部が一定の基準を設け、各事業地

域において、市場の動向とルール（規則）に基づ

いてそれらが調整・設定される。その運用面では、

保障プランの基本情報がKP HealthConnect（特に

（3）Shop health plans）を通して提供され、各事

業地域において、消費者との交渉・契約の上で加

入者の電子医療記録が作成される。保険料と自己

負担および診療報酬の決済も各事業地域の業務と

なっており、電子医療記録を通した事務処理がな

される。KP HealthConnectは、図1にみたIHDSの「情

報システム」の基本プログラムであり、こうした

事業の効率化と情報管理にとって有益とされる。

　以上により、2005～2010年の事業期間におい

て、医療の質的低下が生じることなく加入者の満

足度が向上して、医療と保険サービスに係るコス

ト（原価）がおよそ19%低下したとされる（KP 

HealthConnectの導入コストを除く）。これらの結

果、医療の成果について一定の評価を確保するな

かで、他の保険団体よりも（同等の保障プランと

比べて）15～20%程度低い保険料を設定すること

が可能となっている24）。

　アメリカの医療保険市場における競争上の基本

的要件は、「医療の質的維持・向上と効率化」お

よび「保険料の抑制」にあるが、現代では「消費

者指向（consumer oriented）の情報提供」が重要

になっている。カイザー・パーマネンテの加入

者がカリフォルニア州を中心に増加している背景

の一つは、これらの要件を確保しようとするKP 

HealthConnectの成果と考えられる。

むすびにかえて

　本稿は、マネジドケアの経緯と課題を整理した

上で、カイザー・パーマネンテが2002年以降、構

想・導入を進めているKP HealthConnectの内容と

成果の一部をみてきた。

　KP HealthConnectは2013年度中に「full model」

として導入が完了する予定とされ、そのためには、

特に全加入者の電子医療記録の作成が前提となっ

ている。これらが完成した後の長期目標として、

主に次の3点があげられている25）。

　第1は、セルフ・ケアを保障プランの一つと

して浸透させ、その成果を向上させながら他の

保険団体との市場差別化を進める。第2は、KP 

HealthConnectの各プログラムを通して、消費者ニ

ーズに応じた医療と保険サービスの情報提供を拡

充する。主な対象は、企業などの組織とその労働

者（連邦政府と州・地方政府の職員を含む）、お

よびメディケアの加入者である。セルフ・ケアの

対象の一つとなる慢性期疾患は高齢者に多くみら

れるため、その保障プランは「メディケアの補足

プラン」としても有益と考えられている。第3は、

セルフ・ケアと対面治療の効率化および成果の向

上をはかり、他の保険団体よりも割安な保険料を

維持した上で加入者を拡大する。

　カイザー・パーマネンテの現在の事業地域はカ

リフォルニア州などの8地域であるが、これ以外

の消費者もKP HealthConnectにアクセスしてその

概要を把握することができる。将来的に、そうし

た消費者に対して（健康診断の上で）保険の加入

機会が用意された場合には、電子医療記録とセル

フ・ケアの情報がオンラインを通して提供される。

また、現在の事業地域以外において、医師および

病院との新規契約によりネットワークが拡大した
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際には、その地域の消費者はカイザー・パーマネ

ンテの加入者として対面治療を受けることが可能

となろう（これについては、「Out-of-Area Plan」

として導入の検討が進められている）。

　KP HealthConnectは「the Future of American 

Health Care System」の一つともいわれ、カイザ

ー・パーマネンテは、その拡大・定着を通して医

療保障における「アメリカのリーダー（national 

leaders）になる」としている26）。民間システム

を基本とするアメリカの医療保障において、KP 

HealthConnectが将来的にどの程度まで浸透して、

いかなる成果が得られるかが問われることになろう。

　最後に今後の展望として、本稿の1－2に触れた

ように、KP HealthConnectに類似するプログラム

は他のいくつかの保険団体でも導入され、あるい

はそのための検討が行われている。主な目的は、

多数の消費者を対象にITを通して医療と保険サー

ビスの情報提供を進め、これにより加入者の拡大

をはかることにある。

　医療保障に関するこうしたシステム・手法は、

情報の非対称性に伴う市場の弊害を軽減すること

につながり、したがって「市場原理に整合的なモ

デル」が尊重されるアメリカにおいて広く浸透す

るものと考えられる。これらの動向と成果および

課題については、KP HealthConnectを中心に継続

的に調査を行い、新しい資料と情報を入手した段

階で、別稿において詳細を検討する。

投稿受理（平成25年7月）

採用決定（平成26年1月）

付 記
本稿の作成におきましては、2名のレフェリーより有益
なコメントを頂戴しております。ここに記して、謝意
を添えさせていただきます。もちろん、内容や表記な
どの誤りは、すべて筆者の責任です。
なお、本稿の目的と内容につきましては、いかなる利
益相反もないことを宣言いたします。

注
1） 「民間医療システム」は、民間の医療保険を基本と

する医療保障であり、広義には保険と医師・病院
サービスの提供方法を含む。

2） A n d e r s e n , R i c e  a n d  K o m i n s k i（e d s）（2 0 0 7）、
Kongstvedt（2004）、Kovner and Knickman（eds）
（2005）、安部（2003）と（2007）を参照。

3） 市場経済あるいは資本主義国家における医療保障
のあり方については、加藤（1991）pp.116-120、渋
谷（2005a）pp.9-14を参照。

4） 筆者がカイザー・パーマネンテにおいて調査・資
料収集を行った時期は、2007年、2009年および
2011年の各3月である。

5） カイザー・パーマネンテ（オークランド・統括本部）
提供の資料「Kaiser Permanente：at a glance」より。

6） Kovner and Knickman（eds）（2005）ch.7、McCulloch

（2010）を参照。
7） カイザー・パーマネンテの詳しい歴史過程につい

ては、安部（2011a）～（2011c）を参照。
8） 以下の内容の詳細については、注7）と同じ文献を

参照。
9） ヒル・バートン法を通して、1970年までに各地に

建設・増改築された病院施設数は約9,200、病床数
は42万4,000であった。

10） 定額払い制の病院報酬の詳細については、安部
（2003）と（2007）、広井（2000）などを参照。

11） 無保険者率と無保険者数の動向については、
U.S.Department of Health and Human Services（2009）, 

 "Health Insurance Coverage Trends, 1959-2007", 

National Health Statistics Reports. No.17, July、Center 

for Disease Control and Prevention（CDC）・ホー
ムページ（2014年1月）「Trends in Health Care 

Coverage and Insurance for 1968-2011」（http://www.

cdc.gov/nchs/health_policy/trends）を参照。経済の動
向（実質GDP成長率）については、U.S. Bureau of 

Economic Analysis・ホームページ（2014年1月）「Gross 

Domestic Product Percent change」（http://www.bea.

gov/national/index.htm#gdp）を参照。無保険者率（数）
の動向は、医療費と保険料および景気の他に、広
くは保障プランの内容や労働者に医療保険を提供
する雇用主の判断、さらに連邦および地方政府の
医療政策にも関係する。

12） 定額払い制の医師報酬の詳細については、注10）
と同じ文献を参照。

13） Blendon, et al（1998）、Havighurst（2001）、Robinson

（2001）を参照。
14） エトナは、7～8億ドルを投じてこれに類似したシ

ステムの導入を計画している。カイザー・パーマ
ネンテ（南カリフォルニア地域・パサディナ本部）
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提供の資料「Aetna’s big investment」、Robinson（2004）
より。

15） カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地
域・パサディナ本部）提供の資料「The Buzz about 

personal health records」、「KP HealthConnect：How 

does it work?」、Chen, et al（2009）より。
16） カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地

域・パサディナ本部）提供の資料「Primary Care 

Transformation:21st Century Care Innovation Project」、
「Our Vision for the Future：Blue Sky」より。

17） カイザー・パーマネンテ（オークランド・統括本部）
提供の資料「Health care in the United States」、Lohr

（2004）およびインタビュー調査より。
18） 保険加入者（メディケアの加入者を含む）の45～

50%が1つないし複数の慢性期疾患を抱え、少なく
とも医療費の64%がこれによるものとされる。

19） カイザー・パーマネンテ（オークランド・統括本部）
提供の資料「A focus on Information technology」、「A 

focus on prevention：screening exams」、同（南カ
リフォルニア地域・パサディナ本部）提供の資料
「Member-Centric Services」、「My health manager on 

kp.org」などより。
20） カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地域・

パサディナ本部）でのインタビュー調査より。
21） 注3）と同じ文献を参照。
22） 保険者の機能に関しては、わが国でも医療制度改

革のテーマの一つとして取り上げられ、近年では
それを拡充する方向での検討が行われている。一
例として、医療の質的維持・向上と効率化をはか
る上では、「情報の非対称性」の軽減および情報の
活用機会の拡大が有益とされ、そのための保険者
の権限や裁量の範囲についていくつかの提案がな
されている（山崎泰彦・尾形祐也編〈2003〉『医療
制度改革と保険者機能』東洋経済新報社などを参
照）。

 本稿が取り上げているKP HealthConnectのなかでも
「電子医療記録とドクターズ・オンラインの活用」、
これによる「セルフ・ケアの促進」は、わが国に
おいて保険者を中心に医師・病院および加入者の
3者間での情報の双方向性が確保された場合には、
上記の保険者機能の事例として参考になりうると
思われる（電子医療記録については、一般的な診
療記録ではなく、詳細な内容での作成・開示が必
要となり、またセルフ・ケアについては、担当医
がその内容を電子医療記録を通して保険者に伝達
した上で、「かかりつけ医の医療行為」の一環とし
て診療報酬の対象にすることが望ましい）。これは、
保険者機能の拡充をベースとする医療制度改革の
一つと考えられるが、国民皆保険制度のもとで平

等な受診機会が尊重され、「公共サービス」として
の性質が強い医療保障において、考慮されるべき
課題も残されている。例えば、現在の公的システ
ムが前提とされる限り、わが国の国民は電子医療
記録を含め医療サービスの情報を入手・活用する
必要性あるいはインセンティブが必ずしも高いと
はいえず、また、被保険者としての医療保険の契
約書（約款）に相当するものが存在しない。こう
したなかでも国民は、加入要件としての保険料負
担と一定の自己負担の条件を満たせば、セルフ・
ケアなどを利用することなく、原則的にフリーア
クセスにより対面治療（医療給付）を受けること
ができる。情報の非対称性を軽減して一定の成果
を得るためには、国民に対して医療と保険サービ
スの情報が提供されるだけではなく、本来は、加
入者・患者が“消費者として”そうした情報を入手・
活用しようとする「意識」、さらに保障プランと治
療方法および医師・病院（あるいは保険者）を選
択しうる「機会」がそれぞれ必要となろう。

 情報の開示と活用に着目して保険者の機能を拡充
しようとする場合には、その前提の一つとして医
療保障の基本原則、特に公的システムをどの程度
まで維持するか（あるいは民間システムに代替す
るか）についても問われなければならない。これは、
国民皆保険制度の目的と手段の他に、消費者の価
値観とニーズおよび保険者の再編と統合を含め、
多方面からの分析・考察が必要となるため、機会
をあらためて詳しく検討したい。

23） 以下の内容は、 カイザー・パーマネンテ（オ
ークランド・統括本部）提供の資料「A focus 

on Information technology」、「A focus on care 

management」、同（南カリフォルニア地域・パサデ
ィナ本部）提供の資料「Preliminary Findings」、「E-mail 

Reduces Office Visits & Phone Calls」、「Caregiver 

Benefits」より。
24） カイザー・パーマネンテ（オークランド・統括本部）

提供の資料「Kaiser Permanente as a leader」、U.S. 

News and World Reportのランキング調査およびLohr

（2004）より。
25） カイザー・パーマネンテ（南カリフォルニア地域・

パサディナ本部）提供の資料「Kaiser Permanente 

HealthConnect Goals」およびインタビュー調査より。
26） Crosson（2009）、EurekAlert（2013）、Lohr（2004）、

MarketWatch（2013）、カイザー・パーマネンテ（南
カリフォルニア地域・パサディナ本部）提供の資
料「Kaiser Permanente HealthConnect Goals」より。
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Ⅰ　はじめに

　社会保障費の抑制は、人口の高齢化を経験しつ

つある国家に共通する課題である。それは社会民

主主義的な福祉国家を樹立した北欧諸国にとって

も例外ではない。特にＥＵの経済危機以来、フィ

ンランドでも高齢人口の増加に伴う社会保障費の

将来的増大を見込んでコストを削減する試みが進

められている。

　こうした社会保障費抑制の流れは、必ずや社会

福祉における国家の役割後退や社会福祉サービス

の市場化に繋がっていくのだろうか？　それと

も、予算削減のために別の方策を取ることも可能

であるのだろうか？　こうした問いは、新自由主

義の到来は地球規模で画一的変化をもたらすもの

であるのだろうかという、より普遍性の高い疑問

に結びつく。

　笹谷春美著『フィンランドの高齢者ケア－介護

者支援・人材養成の理念とスキル』（明石書店）は、

以上のような問題提起に対して興味深い実例を紹

介することで、一連の問題に対する洞察を提供す

るものである。本書はフィンランドの高齢者ケア

システムに注目し、特に包括的ケアシステムの仕

組み、親族介護の公的支援制度、柔軟で専門的な

介護職養成などのトピックについて、2000年以降

の最新の動向を紹介している。本書の意義を検討

する前に、当書評の立ち位置について簡単に説明

しておきたい。

　評者は2001年以来、フィンランドの高齢者ケア

の現場においてフィールドワークを行ってきた。

元々はホームケアを始めとする在宅介護の領域に

着目していたが、2009年以降は地域福祉の構造改

革と親族介護支援制度を主な調査対象としてい

る。長期に渡って現場の活動に参加しながら観察

を行うという調査手法から見えてくるものは、あ

くまでも一個人の目から見た現地の詳細であり、

国家というマクロレベルの分析とは質が異なるも

のである。だが、ミクロな現実は常にナショナル

な制度の帰結であり、個々の現場の多様性と実感

に基づいた意見を述べることも、社会保障制度が

ローカルなレベルへ具体的に適用されていく過程

の困難さと複雑さを示唆するものであると考え

る。

　以上のような前提に立ち、まずは本書の概要に

ついて述べた上で、議論を進めていきたい。

Ⅱ　本書の概要

　本書はフィンランドの高齢者ケアシステムにつ

いて、特に2000年以降の展開を詳述している。福

祉国家の再編成を論じるにあたって、社会・保健

医療サービスの供給・受給システムだけに着目す

るのではなく、高齢者と介護者のケアリング関係

について、介護職の養成課程や親族介護支援制度

といったフォーマルケア・インフォーマルケアの

書　評

笹谷春美著
『フィンランドの高齢者ケア−介護者支援･人材養成の理念とスキル』

（明石書店、2013年）

髙橋 絵里香
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両側面から分析している点がユニークである。さ

らに、政策文書、研究レポートや実態報告書の翻

訳、政策担当者や研究者、ケアワーカーへのイン

タビューを含んでおり、包括的資料として価値が

ある。

　各章の内容は以下の通りである。

　まず、第一章「転換期にあるフィンランドの福

祉国家とその特色」では、フィンランドの福祉国

家としての成立経緯とその変遷、特徴について述

べた上で、2000年代以降急速に進む自治体再編を

めぐる議論と、省レベルでのプロジェクトについ

て紹介している。

　次に第二章「フィンランドの高齢者ケア体制と

政策展開」では、社会・保健医療サービスについ

ての法制度、自治体レベルでのサービス供給構造

とその指針、サービスの利用状況、さらに私的セ

クターへの業務委託という形で進むフィンランド

の「民営化」の状況について分析している。自治

体による買い上げが大半を占める私的セクターに

よる社会・保健医療サービスの提供は、現在も公

的セクターのコントロール化にあり、ケアワーカ

ー労働条件の保護とコストダウンの両方を実現し

ていると著者は分析している。

　第三章「フィンランドの介護予防の戦略と実態」

では、予防的介護訪問を中心にした介護予防事業

について紹介している。自治体連合主催のプロジ

ェクトと、イヴァスキュラ市独自のプロジェクト

を取り上げ、予防的介護訪問を地域の高齢者ケア

の構図全体の中に位置づけた上で、両者の比較か

ら「問題対応型」と「リソース重視型」、「老い」

の医療化モデルと社会文化的なモデルという対立

する理念を見出している。イヴァスキュラ市の試

みは、高齢者の生活・人生に対する包括的理解を

目標とした綿密なインタビューによって、高齢者

の社会的、精神的、身体的リソースの発見・活用

を目指すものである。生物医学的「老い」理解を

ポジティブなものへと変換しようとする同市の試

みについて、著者は「地域包括ケアシステム」の

見事な具体例であるとしている。

　第四章「フィンランドの親族介護支援」では、

「親族介護支援法」（2005年制定、2006年施行）

を中心に、インフォーマルケアに対する社会的支

援について紹介している。親族介護の概況を述べ

た上で、その法制化のプロセスについて、さまざ

まな法令を含む政策的展開を1970年代から追って

いる。さらに、親族介護支援法の内容を紹介・検

討した上で、新法のサービス対象となる被介護者

および親族介護者のプロフィール、サービス受給

の実態、新法に対する当事者・現地研究者の評価、

2012年に制定された介護休業制度をめぐる法改正

の経緯を取り上げ、補論としてフィンランド親族

介護者協会の活動について紹介している。こうし

た包括的記述から、北欧型福祉国家であるフィン

ランドで、なぜ親族介護が注目され、公的サービ

スに組み込まれていったのかが浮かび上がる仕組

みになっている。

　第五章「フィンランドの介護人材養成」では、

ラヒホイタヤと呼ばれる社会・保健医療サービス

の基礎資格について取り上げている。ラヒホイタ

ヤとは、「それまで別々の教育によって付与され

ていた中卒レベルの社会・保健医療サービス部門

の10の資格を統合した新しい資格」（p159）である。

社会サービスと保健医療サービスの統合、すなわ

ち介護と看護の統合、施設ケアサービスと在宅ケ

アサービスの統合を図ることによって、ホームヘ

ルパーの専門性の向上、労働条件のアップがもた

らされたという。このラヒホイタヤの資格導入の

背景と経過、職業訓練教育システムにおけるラヒ

ホイタヤの養成課程を記述した上で、そのカリキ

ュラム内容について詳細に検討し、特に近年の改

訂によって、キー・コンピテンスの高い職業的ケ

アワーカーを養成し、継続教育や補充教育が受け

やすい仕組みを整え、自治体サービスのアウトソ

ーシングの受け皿として、専門領域を生かした自
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営業主となる路線を推奨していることが読み取れ

るという。さらに著者自身が訪問したラヒホイタ

ヤの職業訓練校について、それぞれが独自の課題

に基づくコースや指導方法を展開していることを

紹介している。

　最後の第六章「フィンランドのケアワーカーの

労働実態と課題」では、ラヒホイタヤのケア労働

市場内での位置および労働実態について、その概

況、労働組合の活動、労働水準を紹介している。

その上で、現地研究者によるインタビュー研究か

ら、現場の他職種によるラヒホイタヤへの評価、

職業的自己評価と労働力動向を結びつけ、より少

ないリソースで以前以上の効果をあげることが期

待されている現在の状況を説明している。離職を

防ぎ、人材を確保するための試み（学生リクルー

ト、人材派遣会社の利用、短期の追加教育の導入）

は、ケアワーカー確保の戦略として創出されたラ

ヒホイタヤという広範で柔軟な資格をもってして

も、いまだに不足する介護サービス従事者へのさ

らなる対応の方向性を示していると述べている。

　以上のような高齢者ケアシステムの紹介と分析

を受け、筆者は次のように結論づけている。すな

わち、フィンランドでは北欧型福祉国家の根本理

念としてのユニバーサリズムを堅持することで、

福祉国家再編による合理化・効率化の流れの中で

も、ケアテイカー・ケアギバー双方のウェルビー

イングや人権が保障されている。フィンランドの

高齢者ケアシステムは、新自由主義原理の導入に

よって公的責任を縮小するのではなく、前述のよ

うな多彩な試みによってさまざまな業態のアクタ

ー達を統合し、個々人の能力をフル稼働させるこ

とで、グローバル経済と高齢者人口の増加という

課題に取り組んでいるのである。

Ⅲ　意義と論点

　前述の概況からもうかがわれる通り、本書はフ

ィンランドの高齢者ケアシステムに関する最新の

動向を紹介する貴重な著作である。北欧型福祉国

家群の中でも、フィンランドを取り上げた研究は

元々あまり多いとは言えないが、特に2000年以降

の状況を紹介する日本語の著作は非常に少ない。

その意味で、フィンランドの高齢者ケアについて

言及する今後の研究にとって、本書は必須の参照

元となるであろう。

　特に、自治体による社会・保健医療サービスの

認定基準（RAVAインデックスと呼ばれる審査判

定用書式）、親族介護支援法、労働契約法、介護

休業法の邦訳などは、基礎資料として重要なも

のである。さらに、「親族介護の改革の提案内容

とその費用」（2004年答申）、ラヒホイタヤのカリ

キュラム概要（2010年改訂版教育実施要項に基づ

く）、SUPER（フィンランドの中等レベル職業教

育を受けたケアワーカーの組合）の資料といった

未公開の資料も貴重であり、これらを駆使した政

策決定に至るまでのプロセスの記述は、長期間に

渡りさまざまな関係者が論議を交わすが故に、傍

目には難解なフィンランドの政策をめぐる合意形

成の過程の描出に成功している。ただし、瑣末な

ことではあるが、基礎資料として貴重であるが故

に、一部の固有名詞が邦訳と英語訳の併記となっ

ており、原語が表記されていないことは残念であ

った。フィンランドの社会保障に興味を持つ者に

とって、現地の用語を学ぶことは研究を独自に深

めていく入り口となるからである。

　基礎資料としての重要性に加え、本書はフィン

ランドの高齢者福祉ケアのサービス構造だけでは

なく、インフォーマルな介護者支援、フォーマル

な介護者養成といった独自の視点からケアシステ

ムを浮かび上がらせている点においてユニークで

ある。著者自身が指摘する通り、高齢者ケアはフ

ィンランドの福祉国家としての総合的姿勢と関連

して理解されるべきものである。社会福祉の領域

において、個々のサービスは独立して導入される
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のではなく、福祉国家全体に通底する理念に基づ

き、ほかの制度と連関する形で初めて成立する。

特に介護福祉の領域では、ケアの質はケアテイカ

ーの処遇と密接に関連している。その意味で本書

は、フィンランドの高齢者福祉の施策を、インフ

ォーマル／フォーマルの両側面においてケアテイ

カーの能力を最大限に活用することを企図するも

のとして描き出すことで、社会福祉領域への公的

資金の単純な注入として理解されがちな北欧型福

祉国家を現実に成立させる鍵がどこにあるのかを

示唆するものとなっている。

　最後に、近年の福祉レジームの再編、合理化・

効率化の動きについての著者の評価を検討してお

きたい。新自由主義的展開として一口にまとめら

れがちな動向を詳細に紹介することで、本書は、

単純な社会福祉領域におけるコストカットだけが

レジーム再編の方途ではなく、よりケアワーカー

の能力を活用する方向に展開する可能性があるこ

と、それが北欧型福祉国家において現実に進行し

つつあることを強調している。だが、評者自身が

フィールドワークにおいて見聞きしてきたのは、

ケアシステムの改革によりユニバーサリズムの原

則が切り崩されつつある現実である。以下に、幾

つかの齟齬を感じた点について列挙しておきた

い。

　まず、ケアシステムの統合はマイノリティにと

って不利な結果をもたらしうるものである。例え

ば、少数派言語集団（スウェーデン語話者、ラッ

プ語話者）に対する社会・保健医療サービス提供

の合理化は困難な道のりである。2014年3月の政

党間合意により、社会・保健医療福祉制度の供給

主体はフィンランド全体で5つの地域に統合され

ることが決定したが、ここで問題となるのが、ス

ウェーデン語を母語とする人々が多く暮らす自治

体の存在である。オストロボスニア地方のスウェ

ーデン語自治体が、タンペレ市を中心とするフィ

ンランド中部地区に参入せず、スウェーデン語話

者を多く擁するトゥルク市を中心とする、より遠

方の西部地区に参入することを決定したように、

サービスへの地理的アクセスと言語的アクセスが

常に一致するとは限らない。サービス提供主体の

大規模化は、マイノリティにとって不利な事態を

引き起こしつつあると言えよう。

　次に、施設ケアの縮小についても、必要最低限

のキャパシティを割り込むほどの削減が行われて

いることは問題だろう。評者は、RAVAインデッ

クスに基づいて推奨されるケアを迅速に提供する

に十分な部屋数がない、あるいは望む施設に入居

できないという事態を現地調査において見聞きし

てきた。そうした施設入居までの中継ぎとして親

族介護を引き受けるケースがあることは、必ずし

も制度が自発的な親族介護者の権利擁護に繋がっ

ていないことを示している。

　また、親族介護という行為自体が根本的な不確

実性を伴っていることにも注意を払うべきであろ

う。親族介護者のケア実践は、本質的にプロフェ

ッショナリズムと合致しない部分があり、自己都

合によって介護を放棄するといった事態も発生し

うる。これは、親族介護支援制度がある種の賃金

労働として親族介護を動機づけることで、実利的

な介護者が登場したことも背景要因であるだろ

う。親族介護支援制度を運営する自治体は、こう

した親族介護という行為の不安定性に由来する現

場レベルでのコンフリクトに、日々対処する必要

に迫られているのである。

　さらに、ケアワークの効率化・合理化が図られ

ている一方で、制度改革そのものがケアワークを

煩雑化している側面も見逃せない。2013年に成立

した高齢者サービス法により、サービス計画の設

立や報告義務といった書類作成業務が増大したた

めに、却ってケア労働にあたる実働時間が減少し

つつあることが、現場のスタッフにとって悩みの

種となっているのはその一例である。

　以上のように、制度の理想とするところに現実
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が追いついていない部分は各所に見受けられる。

その意味で、著者が主張するように、福祉国家の

理念としてのユニバーサリズムが現在も完全に無

傷で保持されているとは言えないだろう。とはい

え、評者自身も、著者の意見に反してアメリカ型

の新自由主義がフィンランドを席巻しつつあると

考えているのではない。制度が理想とするところ

の完全な実現は困難であるにせよ、新自由主義と

して一括されるロジックが実際には地域ごとに多

様な展開を示していることは確かであるからだ。

そこにこそ、本書が北欧型福祉国家研究という枠

組みを超え、現代の社会保障を考える上での共通

の問題設定に対して理論的な示唆となる可能性が

ある。

　評者は、今も新たな法案や議論が進行しつつあ

るフィンランドの福祉レジームの現在進行形の変

化はケアシステムの趨勢を決する重要なものであ

ると考えており、2010年以降の展開についても著

者による継続的な研究と成果報告がなされること

を期待している。だがそれと同時に、本書に紹介

された基礎的な紹介をベースに理論的検討を重ね

ていくことで、21世紀の社会保障論が発展してい

くことを望むものである。

（たかはし・えりか　千葉大学准教授）
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Ⅰ　はじめに

　先進諸国においては、高齢化や医療技術の進歩

などを背景として医療費が増大し続ける一方で、

経済の低成長によってそれを賄う財源の確保がま

すます困難な状況となっている。なかでも相対的

に高い水準の社会保障給付を実現してきたフラン

スやドイツなどのヨーロッパ諸国では、経済のグ

ローバル化の進展とそれに伴う競争の激化によっ

て、保険料や税の抑制圧力が高まっている。この

ようななか、各国は医療保障のあり方の見直しを

迫られており、患者の自己負担の引上げなどを通

じて医療保険の給付を縮小することが政策的な選

択肢の一つとなっている。

　このような時代状況のもとで、公的な医療保障

制度の給付が縮小された場合に、それを補う役割

を私保険などに担わせることによって、政策的に

目指すところの医療保障が大きく後退しないよう

にするという考え方がある。このため、自助努力

を基礎とした任意加入の仕組みを通じて公的医療

保険を補完し、場合によっては国庫補助の導入や

税制上の優遇措置を通じてその普及を政策的に推

進することも考えられる。社会保障制度を私的な

制度で「代替」するというアイディアが社会保障

制度の改革案として現実味を帯びるなかで、本書

は、医療保障の領域において私保険が担いうる役

割を、フランスの補足的医療保険（保険者は共済

組合、労使共済制度および営利保険会社）につい

ての歴史的・比較法的研究に基づき明らかにする

ものである。さらに、比較法的考察を通じて日本

への示唆を導き出す試みでもある。

　今日、フランスでは国民の90％以上が補足的医

療保険に加入しており、これを通じて行われる給

付が医療費全体の約13％を占めている。疑いの余

地なく補足的医療保険は、フランスに住む人々の

医療保障において不可欠な存在であるといえる。

しかしながら、歴史的にも法制度的にも複雑で、

全体像を把握することが容易ではない補足的医療

保険に関する研究は活発に行われているとは言い

難く、日本においてもその具体的な内容や改革状

況、法制度上の論点が十分に検討されていなかっ

た。本書は、このようなフランス社会保障法・制

度研究の空白を埋め、関連研究の発展に大きく寄

与するものであると同時に、医療保障をめぐる政

策的な議論の基礎を提供するものである。

Ⅱ　本書の概要

　序章において、検討対象であるフランスの補足

的医療保険が、他制度および外国法との関係から

整理されている。そこでは、二層的な構造をもつ

フランスの老齢年金制度における補足年金との異

同、ドイツにおける私保険による社会保険の代替

をめぐる論点との共通性が指摘される。さらに、

日仏の医療保障制度についての比較検討を通じ

書　評

笠木映里著
『社会保障と私保険　フランスの補足的医療保険』

（有斐閣、2012年）

松本 由美
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て、フランスの制度が、①償還払い方式をとって

いること、②診療報酬が医師組合と社会保障金庫

との間で締結される全国協約によって定められる

こと、③協約報酬を超えた報酬を請求できる医師

（セクター2）が存在すること、④混合診療が禁

止されていない（と思われる）こと、⑤日本と異

なる患者の一部負担金の仕組み（医学的効用に応

じた自己負担割合の設定など）であることから、

受診時に患者が支出すべき一部負担が大きくなり

やすいという構造的特徴をもつことが指摘されて

いる。これは、家計が負担する医療費を小さく抑

えようとしてきた日本の状況とは異なる。このこ

とは、両国における民間医療保険の発展の違い

（特にフランスにおける民間医療保険の大規模な

発展）を説明するとしている。このような基本認

識に基づき、フランス法についての検討が進めら

れていく。

　第1編では、まず、現状の補足的医療保険の法

制度が整理された後、その歴史が論じられる。補

足的医療保険の保険者となることができるのは①

共済組合、②労使共済制度、③保険会社であり、

それぞれに適用される法律が異なる（それぞれ①

共済法典、②社会保障法典、③保険法典）。この

ため補足的医療保険を構成する諸制度は、共通点

に加えて多くの相違点を有する。なかでも共済組

合は、加入者数や給付額において全体の6割弱を

占める補足的医療保険の中心であり、18世紀以来

の長い歴史をもち、連帯や平等に価値を置く組織

である。労使共済制度は、企業と被用者によって

運営される制度であり、企業内福祉の思想と結び

ついて19世紀に登場し、1960年代以降、医療の分

野においても活動を展開している。さらに収益性

を求める保険会社は、18世紀頃にその原型が登場

して発展を遂げてきたが、1930年代以降、医療の

分野にも参入するようになった。

　第2編は、補足的医療保険をめぐる法制度の展

開を論じる本書の中心部分である。今日のフラン

スの社会保障制度は、第二次世界大戦直後の法整

備を通じて1946年に創設された。新たな制度のも

とで共済組合は、社会保障給付に上乗せする給付

を提供する役割となった。1980年代になると、そ

れまでバラバラに存在していた補足的医療保険

（保険会社の参入が認められたのは1989年）の調

和がはかられるとともに、被保険者を保護するこ

とを目的とした法改正が開始された。まず共済法

典が改正され、共済の活動が特別な価値をもつこ

と（それゆえ正当化されない加入者間の不平等な

取り扱いの禁止、収入に応じた拠出などの定め

があること）が法律上承認されることとなった。

1989年に制定されたEvin法は、三種類の補足的医

療保険組織すべてに適用される法律である。これ

により被保険者保護の規定がおかれ、強制加入型

団体保険への加入におけるにリスク選択が禁じら

れた。

　ところが1990年代になると、EUの保険市場の

統合を目指す動きがフランスの補足的医療保険を

揺さぶりはじめる。共済組合を保険とみなすEU

法の解釈と共済組合の特殊性（非営利、リスク選

択を行わないこと、保険以外の多角的な活動の展

開）が衝突することとなった。EU指令を国内法

化する作業は難航するものの、これを通じて自由

市場に属する私保険と共済組合の違いが明確化さ

れていった。こうしたプロセスを経て2001年に新

しい共済法典が制定された。これにより、共済組

合がほかの保険会社と共通の法規制のもとにおか

れる共済組合の「平凡化」（共済組合のみの優遇

措置の廃止）が行われたのと併せて、共済組合の

特殊性をあらわす「共済原則」（特にリスクに応

じた保険料の設定の禁止）が法典に盛り込まれた。

この二つの方向性は、共済原則を満たす補足的医

療保険（共済組合に限定しない）に対して税制上

の優遇措置を適用するという新しい税制によって

一体的に追及されることになり、より多くの補足

的医療保険の保険者に共済原則が適用されるよう
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になった。

　EU法との調和を目指す動きと併せて、補足的

医療保険の性質を大きく変化させる重要な出来事

が起こった。1999年に普遍的医療制度（CMU）

を創設する法律が定められ、フランスにおいても

国民皆保険が実現されたが、併せて低所得者の補

足的医療保険への加入を確保するための補足的

CMUが創設された。補足的CMUの対象者は拠出

義務を負うことなく、患者一部負担金などをカ

バーする給付を受けとることができる。補足的

CMUの創設は、「社会保障制度と補足的医療保険

を組み合わせたデュアル・システムがあるべき医

療保障の姿として公認された」（126頁）ことを意

味する。補足的医療保険が社会保障の「上乗せ」

から社会保障を「代替」する性質のものへと変容

したのである。デュアル・システムが定着してい

くなかで、2004年医療制度改革によって、医療保

険政策の目的を達成するために、税法を用いて補

足的医療保険をコントロールする仕組み（税・社

会保険料の優遇措置を受けるためには、医療費抑

制のために導入された1ユーロの患者自己負担金

やかかりつけ医の処方なしにほかの医師を受診し

た場合の一部負担金の増額分をカバーしてはなら

ないなどの定め）が盛り込まれた。今日、補足的

医療保険は、公的な医療政策に直接的に貢献する

とともに、社会保障金庫の理事会にその代表が参

加するなど、医療保険制度の共同制御のメンバー

としての役割も担っている。

　第3編では、フランス法の検討と比較法的な考

察を通じて日本への示唆が導き出される。最初に、

フランスの医療保障が、社会保障制度と補足的医

療保険制度の組み合わせによって構築されている

「デュアル・システム」であることが、理論面と

制度面から確認される。理論面からは、①患者の

一部負担の増大を背景として、医療へのアクセス

において私保険が不可欠となったこと、②医療保

障を市民の権利としてとらえる考え方が定着し、

医療アクセスの不平等を容認しない社会的合意が

形成されたことを背景に生じた変化として分析さ

れる。これらの変化はCMU法制定とそのなかに

補足的CMUを導入するという形で結実し、デュ

アル・システムは制度面においても確立されるこ

ととなる。このような変化を経た補足的医療保険

は、医療保障制度における「平等」担保機能に軸

足をおいた役割を果たしている。

　しかしながら、このようなデュアル・システム

は、さまざまな歴史的文脈と実際上の必要性に迫

られて構築されたものであり、「補足的医療保険

について、いかなる水準のものをあらゆる国民に

対して提供するべきかという、いわば最低限の補

足的医療保険の水準に関するコンセンサスがな

く、その点について実質的な議論すら行われてい

ない状況にある」（212頁）。この積み残された課

題は、「補足的医療保険によって修正されるべき

不平等とはいかなるものであるのか」という根本

的な論点として著者の問題意識とともに本書の最

後に提示されることとなる。

　本編最後に展開される比較法的考察において、

「日本においてフランス法のような社会保障制度

と私保険とを組み合わせた医療保障制度を構築す

ることが望ましいか否か」 （233頁）という問いが

立てられ、それに対して「基本的にはフランス法

のような仕組みを日本法に取り入れるべきではな

い」（244頁）との結論が示される。その理由の一

つ目は、民間医療保険をめぐる両国の歴史的経緯

の違いに求められる。日本の医療保障の歴史にお

いては、社会保障制度の構造に強い影響を及ぼす

ような民間相互扶助組織は存在せず、フランスの

ような補足的医療保険をめぐる特殊な歴史的文脈

を持たない。このような環境において民間医療保

険を活用することは医療保障の不安定にする可能

性があると指摘している。

　二つ目は、社会保障制度そのものの違いに求め

られる。日本の社会保障制度は、家計に大きな医
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療費負担を求めず、すべての市民に対して比較的

平等な医療保障を提供するものであり、したがっ

て民間医療保険の活用においては、その「自由」

担保機能に重点が置かれる。この場合、補足的医

療保険の「平等」担保機能を重視したフランス法

を参考にすることは適切ではないとする。

　以上のようなフランス法と日本法の歴史的・法

制度的な比較考察を通じて、現行法の単純な比較

に基づいてフランス法を参考にすることの可能性

と問題が論理的かつ説得的に論じられている。

Ⅲ 本書の意義

　本書ではこれまで十分に論じられることのなか

ったフランスの補足的医療制度を歴史的・比較法

的に考察するものであり、フランス医療保障研究

の発展にとって重要な貢献であることはすでに述

べたとおりである。以下において本書の意義を整

理しつつ、いくつかの興味深い論点を指摘したい。

　まず、フランスの補足的医療保険制度・歴史研

究としての意義である。補足的医療保険は、共済

組合、労使共済制度および保険会社によって実施

される諸制度の総体であるが、それぞれに適用さ

れる法律、歴史的な発展の経緯、重視する価値・

目的が異なっている。一方で社会保障制度を補足

し、さらには代替するという機能面においては共

通し、今日では共通の法制度的枠組みが整備され

ている。この相反する性質を内包する補足的医療

保険の変容を歴史的文脈においてとらえ、併せて

今日の補足的医療保険を構成する諸制度の共通性

と特殊性が明らかにされている点は重要である。

とりわけEUの保険市場の統合と保険関連法令の

統一化が進められるなかで、フランスの補足的医

療保険が変質し、共済組合の「平凡化」と「共済

原則」の適用の拡大をもたらしたというEU法の

影響についての分析と、補足的CMUの創設によ

ってデュアル・システムによる医療保障のあり方

が公認されたという指摘は興味深い。

　二つ目として、社会保障制度と補足的医療保険

の関係の変容が明らかにされている点を挙げるこ

とができる。両制度の関係の歴史的な検討を通じ

て、補足的医療保険が社会保障の「上乗せ」から

社会保障を「代替」する性質のものへと変容した

ことが明らかにされている点は重要である。

　三つ目の意義は、本書全体にわたるフランス法

と日本法（および両国の歴史）の比較法的考察を

通じて、日本への示唆が導き出されていることで

ある。現行のフランス法を日本において直接的に

参考にすることへの本書の評価は消極的であり、

慎重に検討することの必要性が述べられている

が、詳細な比較分析を通じて到達された著者の結

論には説得力がある。一方で、日本において社会

保険制度が後退・縮小し、医療保障についての不

平等が生じた場合、この不平等を修正するために

「平等」担保機能をもつ私保険を活用することは

検討され得るとしている。そして、その場合の論

点（①医療情報に基づくリスク選択の制限や、健

康状態に応じた保険料設定の制限などの契約内容

のコントロール、②低所得者が私保険に加入でき

るようにするための何らかの手当、③労働者が職

場で加入する団体保険に関する特別な法規制、④

国境を越えた取引の進展による自国の独自制度の

維持に対する制約）を明らかにしている。このよ

うな考察は、学問的に興味深い論点を指摘するの

みではなく、政策的な対応を検討する上でも非常

に重要である。

　最後に本書における議論を敷衍し、政策的含意

を考えてみたい。日本には、フランスの共済組合

に相当するような民間の相互扶助組織は存在せ

ず、医療保障はもっぱら国のコントロール下で行

われている。平等を重視した医療保障の制度設計

となっている一方で、ワーキングプアの問題など

に見られるように、経済的な理由によって医療へ

のアクセスが脅かされる人々が現に存在してい
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る。公と私の間の何かに期待を寄せざるを得ない

時代状況のなかで、フランス法の直輸入は論外で

あるとしても、フランスの共済組合などの歴史や

価値を理解することから得られるポジティブな何

かがあるのではないだろうか。本書はそのような

ことを考える契機を与えてくれる。

（まつもと・ゆみ　熊本大学講師）
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